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表紙の変遷グラビア

「国土交通省インフラ長寿命化計画（行動計画）」の概要，
インフラ老朽化対策の主な取り組み等

行政情報 ドローン等を活用したセキュリティサービスと新たな脅威への対応交流の広場
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　本協会では、国内における建設機械の実態を網羅した『日本建設機械要覧』を1950

年より3年ごとに刊行し、現場技術者の工事計画の立案、積算、機械技術者の建設機械の

データ収集等に活用頂き、好評を頂いております。

　本書は、専門家で構成する編集委員会の審査に基づき、良好な使用実績を示した国産

および輸入の各種建設機械、作業船、工事用機械等を選択して写真、図面等のほか、主

要緒元、性能、特長等の技術的事項、データを網羅しております。購読者の方々には欠

かすことのできない実務必携書となるものと確信しております。

　2016年版日本建設機械要覧購入の方への特典として、当協会が運営するWebサイト

（要覧クラブ）上において2001年版、2004年版、2007年版、2010年版及び2013

年版日本建設機械要覧のPDF版が閲覧及びダウンロードできます。これによって2016年

版を含めると1998年から2015年までの建設機械データが活用いただけます。

B5判、約1,340頁／写真、図面多数／表紙特製

一般価格　52,920円（本体49,000円）

会員価格　44,280円（本体41,000円）

（注）送料は1冊900円（税込）となります。

　　（複数冊の場合別途）

2016年版

発刊ご案内

2016年版　内容目次

WJ工法、CSG工法、タイヤ、ワ

イヤロープ、燃料油、潤滑剤およ

び作動油、検査機器等

　「日本建設機械要覧」の電子版も作成し、より利便性の高い資料とするべく準備してお

ります。御期待下さい。

今後の予定

平成28年3月末

発 刊 日
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2016年版

〒980-0014　仙台市青葉区本町3-4-18　太陽生命仙台本町ビル5F

さつけんビル

2-4-30 いわきビル

http://www.jcmanet.or.jp/?page_id=422
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1 商品名
日本建設機械要覧2016

電子書籍（PDF）版
建設機械スペック一覧表、

電子書籍（PDF）版

2 形態 電子書籍（PDF） 電子書籍（PDF）

3 閲覧
Web上で閲覧

パソコン、タブレット、
スマートフォンからアクセス

Web上で閲覧
パソコン、タブレット、

スマートフォンからアクセス

4 内容 要覧全頁 spec一覧表

5 改訂 3年毎 3年毎

6 新機種情報 要覧クラブで対応 要覧クラブで対応

7 検索機能 1.単語検索 1.単語検索

8

附属機能
注）‌‌タブレット・ス

マートフォンは、
一部機能が使え
ません。

・しおり　・拡大・縮小　・付箋機能 ‌
・ペン機能　・目次からのリンク　・各
章ごと目次からのリンク　・索引からの
リンク　・メーカHPへのリンク

・しおり　・拡大・縮小　・付箋機能 ‌
・ペン機能　・メーカHPへのリンク

9
予定販売
価格

（円・税込）

会員 54,000（3年間） 48,600（3年間）

非会員 64,800（3年間） 59,400（3年間）

10 利用期間 3年間 3年間

11 同時ログイン 3台 3台

12 認証方法 ID＋パスワード ID＋パスワード

13 購入方法 WEB上にて申込み（HP参照下さい） WEB上にて申込み（HP参照下さい）

お問合せ先：業務部　鈴木英隆　TEL：03-3433-1501　E-mail：suzuki@jcmanet.or.jp

関係部署に回覧ください。新製品
平成28年6月

一般社団法人‌日本建設機械施工協会

　当協会では、国内における建設機械を網羅した『日本建設機械要覧』を2016年3月に刊行し、現場技術者の

工事計画の立案、積算、機械技術者の建設機械のデータ収集等に活用頂き、好評を頂いております。

　このたびこの建設機械要覧に関して更に便利に活用いただくよう新たに次の2種類の電子書籍（PDF）版を発

売いたしますので、ここにご案内申し上げます。

　是非とも活用いただきたく、お願い申し上げます。

発売時期

平成28年5月末　HP：http://www.jcmanet.or.jp/

Webサイト　要覧クラブ

　2016年版日本建設機械要覧およびスペック一覧表電

子書籍（PDF）版購入の方への特典として、当協会が運

営するWebサイト（要覧クラブ）上において2001年

版、2004年版、2007年版、2010年版及び2013年版

日本建設機械要覧のPDF版が閲覧及びダウンロードでき

ます。これによって2016年版を含めると1998年から

2015年までの建設機械データが活用いただけます。

　また、同じ要覧クラブ上で新機種情報も閲覧およびダ

ウンロードできます。

今後の予定

　更に高機能の「日本建設機械要覧」の検索

システム版も作成し、より利便性の高い資料

とするべく準備しております。御期待下さい。

様々な環境で閲覧できます。

タブレット、スマートフォンで外出先でもデータ

にアクセス

2016年版

日本建設機械要覧‌電子書籍（PDF）版
発売通知
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一般社団法人日本建設機械施工協会　発行図書一覧表（平成 28年 10月現在）

№ 発行年月 図　　　　書　　　　名 一般価格
（税込）

会員価格
（税込） 送料

 1 H28 年 9 月 道路除雪オペレータの手引 3,240 2,160 500

  2 H28 年 5 月 よくわかる建設機械と損料 2016 6,480 5,508 500

  3 H28 年 5 月 大口径岩盤削孔工法の積算　平成 28 年度版 6,480 5,508 500

  4 H28 年 5 月 橋梁架設工事の積算　平成 28 年度版 10,800 9,180 600

  5 H28 年 5 月 平成 28 年度版　建設機械等損料表 8,640 7,344 600

  6 H28 年 3 月 日本建設機械要覧　2016 年版 52,920 44,280 900

  7 H26 年 3 月 情報化施工デジタルガイドブック【DVD版】 2,160 1,944 400

  8 H25 年 6 月 機械除草安全作業の手引き 972 864 250

  9 H23 年 4 月 建設機械施工ハンドブック　（改訂 4版） 6,480 5,502 600

10 H22 年 9 月 アスファルトフィニッシャの変遷　　 3,240 400

11 H22 年 9 月 アスファルトフィニッシャの変遷【CD】 3,240 250

12 H22 年 7 月 情報化施工の実務 2,160 1,851 400

13 H21 年 11 月 情報化施工ガイドブック 2009 2,376 2,160 400

14 H20 年 6 月 写真でたどる建設機械 200 年 3,024 2,560 500

15 H19 年 12 月 除雪機械技術ハンドブック 3,086 500

16 H18 年 2 月 建設機械施工安全技術指針・指針本文とその解説 3,456 2,880 400

17 H17 年 9 月 建設機械ポケットブック　（除雪機械編） 1,029 250

18 H16 年 12 月 2005 「除雪・防雪ハンドブック」 （除雪編） 5,142 600

19 H15 年 7 月 建設施工における地球温暖化対策の手引き　 1,620 1,512 400

20 H15 年 6 月 道路機械設備 遠隔操作監視技術マニュアル（案） 1,944 400

21 H15 年 6 月 機械設備点検整備共通仕様書（案）・機械設備点検整備特記仕様書作成要領（案） 1,944 400

22 H15 年 6 月 地球温暖化対策　省エネ運転マニュアル 540 250

23 H13 年 2 月 建設工事に伴う騒音振動対策ハンドブック（第 3版） 6,480 6,048 500

24 H12 年 3 月 移動式クレーン、杭打機等の支持地盤養生マニュアル（第 2版） 2,675 2,366 400

25 H11 年 10 月 機械工事施工ハンドブック　平成 11 年度版 8,208 600

26 H11 年 5 月 建設機械化の 50 年 4,320 500

27 H11 年 4 月 建設機械図鑑 2,700 400

28 H10 年 3 月 大型建設機械の分解輸送マニュアル 3,888 3,456 500

29 H9 年 5 月 建設機械用語集 2,160 1,944 400

30 H6 年 8 月 ジオスペースの開発と建設機械 8,229 7,714 500

31 H6 年 4 月 建設作業振動対策マニュアル 6,172 5,554 500

32 H3 年 4 月 最近の軟弱地盤工法と施工例 10,079 9,565 600

33 Ｓ 63 年 3 月 新編　防雪工学ハンドブック【POD版】 10,800 9,720 500

34 Ｓ 60 年 1 月 建設工事に伴う濁水対策ハンドブック 6,480 500

35 建設機械履歴簿 411 250

36 毎月　25 日 建設機械施工【H25.6 月号より図書名変更】
864 777 400

定期購読料　年12冊　9,252円（税・送料込）

購入のお申し込みは当協会HP　http://www.jcmanet.or.jp の出版図書欄の「ご購入方法」の「図書購入申込書」をプリン
トアウトし，必要事項を記入してお申し込みください。
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目　　次

800号記念，維持管理・リニューアル　特集

2016年（平成 28年）10月号 PR目次
【ア】
朝日音響㈱……………………………… 後付 1

【カ】
カヤバシステムマシナリー㈱………… 後付 8

コスモ石油ルブリカンツ㈱…………… 後付 6
コベルコ建機㈱………………………… 表紙 2
コマツ…………………………………… 表紙 4

【タ】
デンヨー㈱……………………………… 後付 3

大和機工㈱……………………………… 表紙 3
㈱鶴見製作所…………………………… 後付 7

【マ】
マルマテクニカ㈱……………………… 後付 5

三笠産業㈱……………………………… 後付 4
㈱三井三池製作所……………………… 表紙 3

【ヤ】 
吉永機械㈱……………………………… 後付 2

　写真の様に斜面勾配の急な現場においては，機械の保
持が問題となり，一般的には上部からウインチによるサ
ポートが必要となる。しかし，ウインチで施工機械をサ

ポートする場合，ウインチの巻上げ，巻下げに機械の施
工速度が依存することとなり，自由な移動が制限される。
そこで，施工機械重量の斜面分力と同等の反力を保持す
る「定張力ウインチ」を開発した。このシステムにより，
水平な場所と同様の作業性で施工が可能となり，斜面を
下る方向に施工を行う小型切削機や切削作業後の清掃を
行う小型スイーパのサポートに応用し，品質向上や工期
短縮などに寄与した。

定張力ウインチを搭載した自走式ウインチ
写真提供：鹿島道路㈱

◇表紙写真説明◇

 134 統　　　計　建設工事受注額・建設機械受注額の推移
   …………………………………………機関誌編集委員会

 135 行 事 一 覧（2016 年 8 月）
 138 編 集 後 記 ……………………………………加藤・小倉

 3 グラビア　・「建設機械施工」誌 表紙の変遷
　　　　　・「建設機械施工（旧誌名：建設の機械化）」誌創刊第 2号，第 3号

 15 巻頭言　インフラ整備への地域住民の協働参画と ICRT の積極的な利活用 
～地方の道をだれがいかに守っていくか～ ………………………………………………………… 松田　　浩

 16 800 号発刊に寄せて ……………………………………………………………………………… 佐野　正道
 18 建設生産革新への期待 …………………………………………………………………………… 今岡　亮司
 20 800 号発刊に寄せて ……………………………………………………………………………… 中岡　智信
 22 機械化への道　建設機械化協会創設の経緯 ………………………………………………………… 岡本　直樹
  記憶に残る工事
 28 　1．黑四の工事と建設機械 ……………………………………………………………………… 鈴木藤一郎
 33 　2．  名神高速道路　山科工事の土工実績と今後の問題点 ……………………… 中村　春樹・遠藤一郎
 44 　3．東海道新幹線の工事について ……………………………………………………………… 石川　　豊
 48 　4．青函トンネルの概要について ……………………………………………………………… 天野　礼二
 53 　5．福島原子力発電所建設の工事概要 ………………………………………………………… 伏谷　　潔
 59 　6．新東京国際空港の大土工工事 ……………………………………………… 内田　哲郎・稲富　　茂
 70 行政情報　「国土交通省インフラ長寿命化計画（行動計画）」の概要， 

インフラ老朽化対策の主な取り組み等 ……………………………………… 小山　真人・菊地　優文
 78 多機能橋梁常設足場の開発　耐用年数 100 年の長寿命化を目指して ……………… 藤川　敬人・田村　康行
 84 高速道路における大規模更新・大規模修繕工事　高速道路リニューアル事業の本格始動 ……… 森脇　豊一
 88 首都高速道路における更新事業の取り組み …………………………………………………… 坪野寿美夫
 94 移動式たわみ測定装置の紹介 

舗装の構造的な健全度を点検する技術の開発 ……………………… 若林　由弥・寺田　　剛・藪　　雅行
 99 調整池法面改修工事に係るフェーシング機械 

定張力ウインチを搭載した自走式ウインチの開発 ………………………………………………… 桑田　直人
 103 交流の広場　ドローン等を活用したセキュリティサービスと新たな脅威への対応 ………… 天本　晴之
 107 ず い そ う　「日本 100 名城」めぐりのすすめ ………………………………………………… 加藤　雅美
 110 ず い そ う　2 回目のハワイ旅行で思う事 ……………………………………………………… 諸橋　良二
 111 JCMA報告　JCMA　i-Construction 施工による生産性向上推進本部の設置とその活動 

 …………………………………………………… i-Construction 施工による生産性向上推進本部事務局
 113 CMI  報  告　災害復旧支援に向けた応急橋の開発（続報） …………………………………… 小野　秀一
 118 部 会 報 告　アスファルトプラントの変遷（その 2）昭和 13 年～ 31 年 

 ………………………… 機械部会　路盤・舗装機械技術委員会（アスファルトプラント変遷分科会）
 124 部 会 報 告　コマツ IoT センタ（コマツレンタル　美浜機械センタ）　現場見学会 ……… 建設業部会
 126 部 会 報 告　2015 年度 ISO/TC 127 土工機械委員会 活動状況報告 …………………………… 標準部会
 127 部 会 報 告　ISO/TC 127/SC 2/WG 24（ISO 19014 土工機械―制御システムの安全） 

2015 年 5 月スウェーデン・ストックホルム市 国際作業グループ会議報告 …………… 田中　昌也
 130 部 会 報 告　ISO/TC 127/SC 2/WG 24（ISO 19014 土工機械―制御システムの安全） 

2015 年 8 月米国・ピオリア市 特設グループ会議報告 …………………………………… 田中　昌也
 132 部 会 報 告　ISO/TC 127/SC 2/WG 24（ISO 19014 土工機械―制御システムの安全） 

2015 年 12 月英国・ロンドン市 国際作業グループ会議報告 ……………………………… 田中　昌也



▲ ▲

協 会活動のお知らせ ▲ ▲

平成 28年度 建設機械施工技術検定試験のおしらせ

平成 28 年度 1・2 級建設機械施工技
術検定試験（建設業法に基づく建設機
械施工技士の国家試験）を以下のとお
り実施されました。なお，平成 28 年
度より，試験実施年度末（平成 29 年
3 月 31 日）の時点で 17 歳以上となる

方は，実務経験や学歴に関係なく 2 級
の学科試験のみを受検する制度が追加
されています。
1．試験日

学科試験：6 月 19 日（日）；実施済
実地試験：8/20 ～ 9/10；実施済

2．結果発表
11 月中旬予定。

詳細問い合わせ先：
一般社団法人 日本建設機械施工協会
TEL：03-3433-1575
http://www.jcmanet.or.jp/

2016年版 日本建設機械要覧 電子書籍（PDF）版 発売のお知らせ

2016 年 3 月に発行した「日本建設機
械要覧」の，2 種類の電子書籍（PDF）
版を発売。PC，タブレット，スマートフォ
ンからアクセスでき，現場技術者の工
事計画の立案，積算や，機械技術者の
建設機械のデータ収集等に活用できま
す。購入は HP（http://www.jcmanet.
or.jp/）からお申込みください。

1．商品名，価格（3年間，税込）
・  日本建設機械要覧 2016 電子書籍
（PDF）版
会員 54,000 円／非会員 64,800 円

・  建設機械スペック一覧表 電子書籍
（PDF）版
会員 48,600 円／非会員 59,400 円

2．購入特典
Web サイト「要覧クラブ」において，

過去の日本建設機械要覧が閲覧，ダウ
ンロード可能。
詳細問い合わせ先：
一般社団法人 日本建設機械施工協会
TEL：03-3433-1501
http://www.jcmanet.or.jp/

日本建設機械施工協会「個人会員」入会のご案内

個人会員は，日本建設機械施工協会
の定款に明記されている正式な会員
で，本協会の目的に賛同され，建設機
械・施工技術に関心のある方であれば
どなたでも入会頂けます。
会費：年間 9,000 円
★個人会員の特典
○  機関誌「建設機械施工」を毎月お届

け致します。

  　本誌では，建設機械・施工技術に
関わる最新情報や研究論文，本協会
の行事案内・実施報告等のほか，新
工法・新機種の紹介や統計情報等の
豊富な情報を掲載しています。

○  協会発行の出版図書を会員価格（割
引価格）で購入できます。

○  シンポジウム，講習会，講演会，見
学会等，最新の動向にふれることが
できる協会行事をご案内するととも

に，会員価格で参加できます。
お問い合わせ・申込書の送付先
※  お申し込みには本誌差込広告ページ

の申込用紙をご利用ください
一般社団法人日本建設機械施工協会
個人会員係
TEL：03-3433-1501　
FAX：03-3432-0289
http://www.jcmanet.or.jp

平成 28年度版 建設機械等損料表 発売のお知らせ

建設工事で使用される各種の建設機
械や建設設備等に関する機械損料諸数
値を掲載。工事費の積算や施工計画の
立案，施工管理等，いろいろな場面に
おいて有効・有益な資料です。
1．内容・特長
・  国交省制定「建設機械等損料算定表」

に準拠

・  機械経費・損料等に関する通達・告
示類を掲載

・  燃料・電力消費率を掲載
2．発売日

平成 28 年 5 月
3．体裁

A4 版，約 460 ページ

4．本体価格（送料別）
一般：8,640 円
会員：7,344 円

詳細問い合わせ先：　
一般社団法人 日本建設機械施工協会
TEL：03-3433-1501
http://www.jcmanet.or.jp
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巻頭言
インフラ整備への地域住民の協働参画と

ICRT の積極的な利活用
～地方の道をだれがいかに守っていくか～

松　田　　　浩

◆インフラ長寿命化センター
長崎大学工学部では 2006（平成 18）年にインフラ長

寿命化センターが設立された。当時は小泉政権下，郵政
民営化の旗印とともに，道路公団民営化や道路特定財源
一般財源化，公共事業は大幅に削減された時代である。

2012（平成 24）年度土木学会全国大会（名古屋大学）
の全体討論会は，「巨大災害とどう向き合うか」が主
なテーマであったが，討論会の最後に金子剛一氏（当
時：中日本高速道路㈱社長）が「土木学会をあげてイ
ンフラの安全性を検査する機器や手法を早急に開発し
てほしい」と話されたことが忘れられない。中央自動
車道笹子トンネルの天井板落下事故が起きる 3 か月前
のことである。

2050 年には現居住地域の 6 割で人口が半減し，そ
れとともに老朽橋増加，技術者減少，維持管理費用増
大が予測される。こうならないようにするには，これ
までのインフラ維持管理手法に代わるイノベーション
が不可欠である。インフラ長寿命化センターでは，イ
ンフラ整備への地域住民の協働参画と ICRT の積極的
な利活用をミッションとして活動している。
◆道守養成講座と ICRTの利活用
道守養成講座は，2008（平成 20）年度から文部科

学省「科学技術戦略推進費」の支援を得て開始された。
長崎県と連携を図り，まちおこしの基盤となる道路イ
ンフラの維持管理や長寿命化に係る各種技術レベルの

“道守”を養成し，観光立県の交通インフラの維持管
理に貢献するとともに，新たなインフラ維持管理技術
を振興し，地域の再生と活性化を支援するために，こ
の道守講座システムを確立してきた。

一方，インフラの点検・維持管理に関する現場業務
の課題の多くは情報の入手・加工・蓄積・伝達に関連
するもので，これらは情報技術で解決される可能性が
高い。デジタル画像相関法，デジタルホログラフィ，
サンプリングモアレ法など多様な光学的手法が開発さ
れており，これらを使用することにより，また，レー
ザースキャナやデジタルカメラ等の 3D 計測機器をマ
ルチコプター等のロボット技術と併用することによ

り，これまでは肉眼では見ることができない，さらに
人間の目を越えた情報を取得・分析することが可能と
なってきている。

人工知能がプロ棋士に勝利する時代である。クラウ
ドやマイニング技術，さらには急速に革新する人工知
能，機械学習，ディープラーニングなどの情報技術を
使うことにより，橋梁変状の検知，劣化診断システム
を用いた劣化原因や損傷度，構造性能の評価ができる
ようになるのももうすぐそこまできていると思う。
◆ドイツの質の高い交通インフラ整備
大石久和氏（元国土交通省技監）が ACe 建設業界に，

ドイツの競争力は質の高い交通インフラ整備によるも
のであり，それ故にドイツ人は“1 年に 150 日休んで
も仕事が回る”と断言されている。

2013（平成 25）年の選挙でメルケル首相は勝利し，
三党連立政権が発足したが，メルケル首相たちは，質
の高い交通インフラがドイツの競争力と経済成長をも
たらし，それが国民生活の豊かさに繋がるとして，こ
の 20 年間の過小投資を根本的に見直すと言っている。
すでにアウトバーン等の質の高い交通インフラをも
ち，圧倒的な競争力をもっているのにこの認識である。
◆世界に先駆けた次世代インフラ整備
我が国でも，日本再興戦略で“世界に先駆けた次世

代インフラ整備”が提唱されている。日本でも遥か律
令制時代に古代道「七道駅路」が造られている。その
時代には租庸調のほかに雑徭という労役があった。そ
の労役の遺伝子が“道普請”そして“道守”にも繋がっ
ているように思う。

塩野七生氏の「ローマ人の物語Ⅹ」には，インフラ
とは“人間が人間らしい生活を送るために必要な大事
業”であり，“経済力が向上したからやるのではなく，
経済力を向上するためにやるもの”，“膨大な経費をか
け多くの人々が参加し長い歳月を要して現実化するも
の”とある。インフラ整備の重要性をもっと国民的な
大きな声にしていかなければならないと強く思う。

─まつだ　ひろし� �
長崎大学工学研究科　インフラ長寿命化センター　センター長・教授─
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特集＞＞＞　800号記念

800 号発刊に寄せて

㈱森組 常務執行役員　佐　野　正　道

（一社）日本建設機械施工協会の機関誌‘建設機械
施工’が，1949 年 7 月の創刊以来，本年 10 月の発行
で第 800 号を迎えることになった由，こころからお慶
び申し上げます。

定期刊行をめざして，長年にわたりひと時も休むこ
となく地道にご尽力されてきた協会の皆様や，ご支援・
ご協力をおしまなかった関係各位の皆様の積み重ねの
賜物であり，深く敬意を表すものであります。

本誌に直接かかわることになる契機は，2003 年 4
月の 638 号から 2004 年 6 月の 652 号までの間，編集
委員長をお引き受けしていた時期にさかのぼります。
わずか 1 年余りの期間でしたが，最も心に焼き付いて
おりますのが，関係各位のご理解を得て機関誌名を長
年親しまれてきた‘建設の機械化’から‘建設の施工
企画’へ変更したことであります。一部に不協和音の
あったことは否めませんが，2004 年 6 月の 652 号か
ら 2013 年 5 月の 759 号まで続き，以降は（一社）日
本建設機械施工協会として再出発されたのを契機に，

‘建設機械施工’に改められ今日に至っております。
機関誌名はたかが名前ですがされど名前でもありま
す。名前をみるだけで，社会の要請に合致した協会活
動の基本スタンスや，これからめざして歩んでいく
ゴールをうつしだす，いわば鏡のようなものでなけれ
ばなりません。おろそかにはできないと思います。

戦後の復興期，直営工事から直轄工事に切り替わっ
ていった時代は生産性向上の視点から，まさに建設の
機械化が重要な課題でした。その後所期の目的が達成
された時代になると，労働力不足等から施工そのもの
のあり方が注目を集めることとなり，一層施工の合理
化効率化が求められて，ロボット化や情報化施工の導
入等が検討対象に入ってきました。さらに昨今の停滞
感を打破する試みとして，今日ほど，建設現場の生産
性向上をめざし，情報通信技術を活用した i-Con に関
心の集まっている時代はありません。

去る 9 月 12 日に開かれた未来投資会議で安倍首相
は建設現場の生産性向上策（i-Con）を推進し 2025 年
度までに生産性の 2 割向上をめざすと表明していま

す。もはや，国土交通省レベルの施策ではなく，政府
上げての官邸マターの取り組みになったようで，この
ようなことはめったにない経験だと思います。本施策
の推進のため，関係者はもちろんのこと，その周辺に
いる者も含めて大いに汗をかかねばならないと思うの
は当然のことではないでしょうか。

ところで，私の在職する現在の建設業は，一時期の
危機的状況を脱して，経営的には順調に推移し始めて
います。このことは，立て続けに補正予算が措置され
たほか，一昨年の 6 月にいわゆる担い手三法の改正が
施行され，それをうけて昨年の 1 月には発注者が発注
関係業務を適切かつ効率的に運用するための共通の指
針が定められたことによるところが大きいと思われま
す。指針では，適正利潤の確保を可能とする予定価格
の設定がうたわれたことや，現場の施工条件の変化等
に応じて適切な設計変更を行うこととされたこと等
が，建設業の大幅な収益改善につながりました。今後
も，当分の間は，この勢いが持続するものと業界は大
いに期待しているところです。

そんな矢先，昨年以来急速に関心を集め，国土交通
省が先頭になって推進し始めたのが建設の生産性向上
策であり，とりわけ i-Con なのです。背景にあるのが，
建設現場の生産性向上が遅れ低迷しているという認識

（ダムやトンネルに比して特に土工やコンクリート工
の生産性向上の遅れ），依然として多い建設現場の労
働災害，今後予想される労働力不足等であり，従来の
ように施工段階の一部ではなく，いわば川上から川下
までのプロセス全体の最適化を目標に掲げています。
そこから得られる果実は，生産性向上による企業の経
営環境の改善，建設業従事者の賃金向上等，安全性の
向上が考えられていますが，ものごとには常に裏表が
あることを忘れてはなりません。立ち止まって，現況
や将来を考えると，大きな不安がよぎってくるのも事
実です。測量から設計施工計画，施工，検査に至る流
れの中で，建設業が担うのは施工の部分だけであり，
当面施工だけ取り出して i-Con を実施するには制約要
因やリスクが多くあるように思われます。できるとこ



17建設機械施工 Vol.68　No.10　October　2016

ろからということなのでしょうが，不安でいっぱいな
のが正直なところです。

直近の課題としては 3 次元データの収集や取扱方法
ですが，必ずしも上流側の成果物に求められるとは限
りません。i-Con に必要な情報等は当面施工の段階で
自ら調達しなければならない場合もあるのです。当面
は，コスト削減どころかコストの増加するケースも考
えられるのです。i-Con の施工効率は，重機の日当た
り施工量が 1.5 倍，作業員は 3 分の 1 といわれていま
すが，直工ベースでは減額になるのではないかとか，
直工と連動する現場管理費や一般管理費は果たしてど
うなるのか等，杞憂であることを祈っているのです
が，いろいろな懸念がわきあがってきます。発注者は
i-Con を推進することで，生産性の向上，予算の効率
化につながる等効用が相当見込めますが，施工者の適
正利潤が片隅へ押しやられることのないように，四方
八方へ目配りしていただき，安心して i-Con に取り組
めるように配慮してもらいたいものです。運用指針の
着実かつ適切な遂行によって，発注者と受注者との間
に信頼関係が醸成され，業績向上につながったのも束
の間に，今度は i-Con の推進が，運用指針の果実を台
無しにしてしまうことのないように望んでいます。

また，i-Con に情報産業等異業種が参入してくれば，
取組み方次第では，従来の建設業の構造形態を大きく
変えてしまう波乱の要因を含んでいるようにも思われ
ます。今後いわゆるゼネコンという業態は，この変化
の動向に対応した建設機械施工を進めながら，はたし
て時流に合致した体質改善を図っていくことができる
のかという懸念もあります。いずれにしても，i-Con
の促進に当たっては，発注者も受注者もお互いに
Win-Win の関係となれるような方向を念頭において

推進していく必要があるのではないでしょうか。
一方，受注者としても，甘えばかり言っておられま

せん。i-Conを積極的に進めることは論を待ちません。
受注者にとって，今回の i-Con 施策の成功のカギは，
受注側の土木技術者の資質にも係わっているように思
えます。従前の施工の様に定められたルーチンに従っ
て，安全に気を配りながら個々のパーツをコツコツと
進めるだけでは，十分ではありません。常に全体を見
据えて，その先にあるものに注視しつつ，自分の立ち
位置をたえず確認しながら取り組む必要があります。
指示されたことだけを鵜飲みにして，何も考えずに邁
進することはリスキーなように思えます。自分の頭で
考え，全体が間違った方向へ進まないよう，たえず
チェックしながら進めることです。大事なことは，い
つもすべて図面（電子データ）に書き込まれていると
は限りません。i-Con というツールを活用しながら，
i-Con の枠組みの外にも目配りすることで，技術者冥
利に尽きる仕事ができるように努めなければなりませ
ん。土木技術者の成果が，後世にも高く評価される土
木構造物や施設の構築の一部となり，ひいては地域の
人々の生活向上にお役に立つという自覚というか矜持
が以前にもまして大切なように思います。

おわりに，‘建設機械施工’は，引き続き（一社）
日本建設機械施工協会の機関誌として，協会の情報発
信機能を担いながら，未来を見据えつつ，i-Con に代
表される建設機械施工をあるべき方向へ適切に導いて
いってほしいと，心底から念じ，期待しております。

以上，ついつい筆の滑りすぎの点はご容赦いただい
て，‘建設機械施工’800 号に寄せた期待の言葉とし
ます。
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特集＞＞＞　800号記念

建設生産革新への期待

㈱建設技術研究所大阪本社 技術顧問　今　岡　亮　司

私が JCMA 長尾会長より頂いた「建設の機械化史」
に導かれて建設施工機械分野の方々と縁を結ぶことに
なったのはおよそ四半世紀前になる。この名著で明治
維新以来の建設機械とその経緯を学ぶことができた。

国土を改変し生活を豊かにするためにと輸入大型建
設機械が活躍したのち，世界経済恐慌になると一転失
業対策にならないとして建設機械が排除された。その
環境で戦った太平洋戦争が敗戦に終わると国土荒廃，
食糧不足，重なる自然災害の中でも復興を成し遂げな
ければならなかったが，失業者があふれる世情では建
設は就業機会提供でもあり「失業対策」という制度さ
えもあった。しかし建設施工を見続けてきた一部の先
輩は建設は人手より機械で行うべきだと熱く主張し，
強固な政策的反対論を制して建設の機械化への道を開
いた。建設は失業救済として行うべきでなく，いかに
早く良いインフラを造るかということこそ大事だと訴
えたのだ。

建設省では直営の機械工場を整備し大型の建設機械
を整備，オペレータも養成し，毎年度予算とともに建
設機械やオペレータの現場配置を工夫してインフラ整
備効率の向上に取り組んだ。JCMA は官民学にまた
がって活動し，大きな負荷変動にも耐えられるディー
ゼルエンジン，機械の操作性を飛躍させる油圧機構の
開発など建設機械ならではの成果を上げ建設効率の向
上に寄与した。その後の全国総合開発計画，各種五箇
年計画に基づく国土整備ではその実現に向けて高所，
地中，水中，再開発，軟弱地盤など広がる現場向けに
最適な建設機械を開発提供し，国民生活向上を支えた。

この産業構造は時代のニーズとともに推移発展した
が，私が建設省建設機械課長に就いて建設機械の状況

を知るようになったころには建設投資は縮小しそれに
伴い建設就業者数，建設企業数，建設機械台数はどん
どん減り，建設企業の機械部門も弱体化し，合わせて
生産性は製造業に比してかなり低くなお低下を続けて
いた。就業者の高齢化が進み，建設は 3K 職場などと
悪評もあり明るい未来が少なかった。建設機械行政と
しては排ガス規制，操作の国際標準規格獲得など今日
に残る成果があげられ，若手技術者たちは現場や企業
をまたぐ多数の建設就業者の毎日の事務手続きの合理
化のために「建設 IC カード」の開発普及を目指した
活動を展開し，その技術成果はさらに今鉄道系 IC カー
ドに発展し大ブレイクしている。今や災害現場では必
須になった無人化施工技術もデビューできるところま
で来ていた。

しかし，建設機械行政としては，全体としての未来
を描き JCMA メンバーと共有する必要があった。そ
こで岩松茨城高専校長を中心に設置した「建設生産シ
ステム研究会」では JCMA 各部会，専門工事各業界，
有識者，技術者などの協力を得て活動した。この活動
の中で，大手ゼネコンのバリューエンジニアからは「発
注者の仕様には必ずより良い代替案を提案できる余地
があり，提案作成のためには機械技術者の参加が必須
である」「高度な建設現場のナンバーツーは機械職で
ある」などと聞き，勇気づけられた。

当時一般的であった「設計」「施工」「施工管理」な
どの分担概念から外れ設計から完成までを「建設生産」
としてとらえ「建設生産システム」として研究した。
当時「建設生産システム」と言えば建設業法の世界で
重層下請け関係などの契約関係を指すことが多かった
が，私たちは生産の技術プロセスを意味して使った。

この時点でのトレンドでは将来のインフラ整備ニー
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ズと施工力は施工不能となるというミスマッチであっ
た。このミスマッチは建設生産の革新に託すことに
なった。縮小する施工力を機械の高度化のみではな
く，建設を企画から引き渡しまで一連の生産活動とし
てとらえこの生産活動を技術的に革新するというビ
ジョンを提供した。製造業分野におけるコンカレント
エンジニアリングやジャストインタイムシステム，情
報化などに先例と刺激があった。建設はサイト一品で
はあるがあたかも工場のように生産設備を整え計画的
に確実に稼働させることによって実現するというコン
セプトである。2004 年には「鹿児島建設市場」が日
経地域情報化大賞として評価された。

一方この時今日ほどの IT の発展普及，ドローン，
GPS，などのシーズは見通せておらず，女性の大幅な
参加も見通せなかった。

昔日に比べ今日のビル建築，トンネルなど言うに及

ばず多くの建設現場は人が減り，綺麗になり部材の工
場生産＋適時運搬＋最少現場作業が実現しているよう
に見える。

引き続き「建設生産システム」の革新が心がけられ
ているが，近時の品確法をベースとした行政の取り組
み，施工者側からの技術提案の評価や情報化施工にか
かわる発注機関側の関係者に変更を迫る諸規定や方法
の積極的な改定は極めて有効であるが，これらはコン
カレントエンジニアリングの有効性が認識されてのこ
とと思われる。イノベーションの流れを維持すること
は発注機関，業界の多くの関係者が停滞することなく
研鑽してこそ可能であり，それは努力のいることだ
が，一方では建設という素晴らしい達成感を味わえる
ことでありこれこそ健全な国民生活の姿であると確信
し関係者の努力を期待している。
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特集＞＞＞　800号記念

800 号発刊に寄せて

一般社団法人 全国圧入協会 会長　中　岡　智　信

「建設機械施工」の創刊 800 号到達，まことにおめ
でとうございます。月刊誌ですから途切れずに刊行が
続いていれば創刊以来 66 年以上の歴史を刻んできた
ことになります。今年で終戦から 71 年になりますか
ら，戦後まもなくスタートし，以来，社会や産業構造
の変化を乗り越えて綿々と繋いで来たことになりま
す。これは偏に建設機械施工協会と編集にかかわった
多くの方々の尽力によるものと心から敬意を表するも
のであります。

我が国の近代的土木事業は明治維新以降にようやく
産声をあげました。お雇い外国人の指導の下，内務省
の直営で輸入資機材に頼りながら鉄道，治水，橋梁な
どの社会資本を整備してまいりました。その後，第二
次世界大戦は敗戦に終わり，我が国の社会資本は完全
に廃墟と化してしまいました。そのため，戦後の復興
にとってインフラの確保が大きな課題になりました。
幸い，米軍の残した建設機械を当時の建設省が受け継
ぎ緊急の社会資本整備を進めました。これが，我が国
における建設の機械化のスタートであったといえるで
しょう。

やがて，復興期から経済発展期に移っていくにつれ
建設機械の国産化も進み，大規模土木事業が次々と展
開されていきました。この間，総合建設業，建設機械
メーカー，学界，官界など広範な勢力を結集して建設
の機械化を総合的に推進する母体となったのが，当時
の日本建設機械化協会でありました。その後も時代の
要請を受けて誕生した新しい業種をメンバーに加えつ
つ，時代の変化に対応して社会の要請に応えてきたと
いえましょう。その機関誌が「建設の機械化」であり
ます。これまでの 800 号の一つひとつがその時の時代
背景や技術を記録し，その先の展望や提案を書き留め
ています。それゆえバックナンバーは戦後の歴史文書

そのものといえましょう。

私と「建設の機械化」誌とのかかわりは，私が当時
の建設経済局建設機械課長に在職していた平成 4 年か
ら 5 年にかけての期間でした。当時は，建設機械課長
はあて職で自動的に編集委員長を務めることになって
いて毎月の編集会議に期待と不安を抱きながら臨んだ
ものです。

記事の内容は非常に幅広く，かつ学術的にも高度で
専門的な論文ばかりでした。編集委員には多様な分野
の先端実務者や学識豊かな長老がずらりと居並んでお
られて，シロウトといっていいような編集長としては
戦々恐々として会議に臨んでいたものでした。

編集委員会では次号の内容の査読のほか，次々号以
降の企画，執筆者の特定，特集の提案など盛りだくさ
んの議題ごとに編集幹事の説明をもとに意見交換がな
されていきます。最後の査読では，内容のオリジナリ
ティ，視点，構成からタイトル，用語はては「てにを
は」に至るまで活発な査読意見が展開されます。私と
しては，中味もさることながら時間内になんとか結論
が出るようにと祈りながら司会を務めたものでした。
さらに，司会をしながら執筆者でなくて幸運だとつく
づく思っていました。それが，何の因果か四半世紀を
経て書くほうに回った不運を嘆いているところです。

世の中は目まぐるしく変化しています。建設省は国
土交通省となり，建設機械課は建設施工企画課を経て
総合政策局公共事業企画調整課となりました。日本建
設機械化協会は（一般社団法人）日本建設機械施工協
会となりました。「建設の機械化」誌は「建設機械施工」
誌となって現在に至っています。

建設機械は輸入に頼っていた時代から国産を成し遂
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げ，今や，世界中で活躍する主力の輸出産業になって
きました。ほとんどの建設工事では工種，工法ごとに
専用の機械があり，必要に応じて新しい工法と機械が
続々と生まれています。人力の時代を克服するために
機械化を目指したのは今は昔のことになりました。超
大型からミクロの世界，大深度地下，海中，深海，宇
宙での工事などと機械施工の舞台が拡がれば人類の活
動領域も拡がり，社会の要請に応えて機械施工は変化
発展をしていきます。その旗振り役となるのが「日本
建設機械施工協会」であり，その機関誌が「建設機械

施工」であります。
建設省在職中にはなんだかんだと建設の機械化に関

係する機会が続いていましたが，退職と同時にしばら
く遠ざかっていました。約 20 年のご無沙汰を経て，
このたび「圧入工法」を通じて日本建設機械施工協会
のお世話になることになりました。不思議なご縁と思
い感謝しています。

今回のことで執筆はこりごりしましたが，また
1000 号の時にも書かせていただくことを楽しみにい
たします。
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特集＞＞＞　800号記念

機械化への道
建設機械化協会創設の経緯

建設機械史研究家　岡　本　直　樹

1．はじめに

「建設機械化協会」創設の経緯は，戦時中の緊急開
発に端緒があり，戦後に機械化へ再挑戦するその推進
役を担って設立された。本稿では，なぜ戦中に緊急開
発をする羽目になったかを知るために，明治の機械化
から話を始める。

2．戦前から協会発足まで

（1）戦前の機械化の進展と終焉
本邦初の建設機械は，明治 3 年に早くも輸入された

浚渫船 2 隻である。しかし，本格的な機械化施工は明
治 32 年からの淀川改修工事まで待たなくてはならな
い。この工法はラダーエキスカベータと土工機関車の
組み合せ施工で，河川土工の基本スタイルとして昭和
30 年代まで継承されることになる。その後，蒸気ショ
ベルの輸入が始まり，大正末期には多数輸入され民間
でも利用される。これらの蒸気機械は，模倣による国
産化が進んだ。一方，トラクタは，陸軍が砲牽引用に
大正 6 年から試験輸入，農商務省も試験輸入し，大正
12 年には大阪砲兵工廠が初国産する。その後，農林
省は保有トラクタを各府県や民間団体に貸与する。昭
和 6 年になると小松製作所も農業用トラクタの開発に
乗り出す。電気ショベルは，神戸製鋼がビサイラス
50B をモデルに撫順炭鉱向けに 50K 型（写真─ 1）を
昭和 5 年に初国産，その後の 120K，200K（写真─ 2）
への大型機開発に繋げる。

大正末期から昭和初期には，人手不足から機械化が
大いに進展したが，大恐慌と戦時体制への移行で，機
械化は頓挫する。国内の直轄事業では，失業者の雇用

確保のため機械の使用が禁止される。それまで普及台
数はともかく，新鋭機械を輸入して新しい技術を習得
していた。しかし，この政策のため機械化は停滞と言
うよりは後退してしまい終焉を迎える。その頃，米国
では，不況対策としたニューディール政策等で逆に機
械化を大いに進め，ブルドーザやスクレーパ等のトラ
クタを利用した新工法が生まれてくる。内地ではこの
ことに気付かず，彼我の差は 20 ～ 30 年位に拡がって
しまった。これが，その後の太平洋戦争の戦局に大き
な影響を及ぼす。

一方，満州等の一部では機械化が続行されていて，
撫順炭鉱は世界屈指の露天掘り機械設備を誇ってい
た。また，満州国国道局は，昭和 8 年に新工法として
トラクタ，グレーダ等を一式輸入して，トラクタ式機
械化施工による道路建設を行った。このとき輸入され
たブルドーザ（写真─ 3）は世界初の油圧式であった。

建設の機械化を国策とし，その推進機関として「建設機械化協会」が昭和 25 年に創設された。協会設
立の経緯を理解するには，戦前からの機械化の流れを知る必要がある。そこで，明治時代から昭和初めま
での機械化の進展と恐慌時の機械使用禁止による終焉，戦時中の緊急開発，戦後の再挑戦に分けて概観す
る。そして戦後の推進役として協会が設立され，その後の展開は機械化研究所が開設するまでを記す。
キーワード：建設機械史，建設機械化協会，建設の機械化，機械化施工

写真─ 1　神鋼 50K 写真─ 2　撫順炭鉱の 200K

写真─ 3　満州国道のブル 写真─ 4　豊満ダムのブル



23建設機械施工 Vol.68　No.10　October　2016

昭和 12 年に満州国交通部に奉職した高木薫がこれら
の装備を引継ぎ，チチハル飛行場工事等に流用して終
戦まで機械化施工を推進した。

世界第2位と3位の規模の水豊ダム（昭和12～18年）
や豊満ダム（昭和 12 年～）でも大規模な機械化が取
入られた。このときはディーゼル化されたブルドーザ
RD4（写真─ 4）等を導入している。因みに，水豊ダ
ムを中核とした日窒コンツェルンによる鴨緑江流域電
源開発事業の規模（軍事機密）は，米国の TVA（テ
ネシー河流域開発）計画を凌駕していたことが戦後
GHQ により明らかにされた。また，重ダンプによる
ショベル＆ダンプトラック工法は，昭和 13 年からの
茂山鉄山（北朝鮮）で初めて導入されている。

あまり知られていないが，大坂鉄工所（日立造船の
前身）が D8 級のトラクタ FT6（写真─ 5）を台湾の
甘蔗耕作用に開発していた。昭和 15 年の農業用トラ
クタの保有台数は，満州で 800 台，日本では 600 台と
なっている。意外と多いが，諸外国と比べると圧倒的
に少なく，米国では 157 万台を保有していた。これら
には軍用や建設用は含まれていない。

（2）戦時中の緊急開発
昭和 16 年 12 月，真珠湾奇襲により太平洋戦争が勃

発する。続いてウェーキ島の攻略も開始されたが，米
軍守備隊が奮闘，緒戦では珍しく一次攻略部隊が敗退
する。そこで，真珠湾攻撃部隊の南雲機動艦隊が帰路
に分派して空襲，これらに助けられて攻略は成功す
る。そこで上陸部隊は，不思議な機械群を目にするが
使途不明なまま放置する。海軍設営隊が飛行場造成に
取掛り，捕虜達を使役して造成を始めようとすると，
その機械群の利用を申し出て，少人数により数日で造
成を完成させた。驚いた現地部隊が海軍施設本部に急
報，調査技師が派遣され，機械の一部を内地に持ち帰
る。しかし，まだこの時点ではこれらの戦略的価値に
気付いていない。この島の建設部隊は，後に有名とな
る海兵隊の Sea Bees（海蜂隊）ではなく，米国の民
間請負業者であった。捕虜の軍人は内地に送られる
が，建設業者は基地設営に継続利用するため残され，

これが後に悲劇を生む。ウェーキ島は占領後に大鳥島
と名付けられ，翌年のアサヒグラフに鹵獲機械群が掲
載されている。その中の写真─ 6 に，CAT RD8（D8
の前身）を操る米国人が写っている。

6 月のミッドウェイの敗戦により機動部隊による海
上制空権の優位を喪失。ガタルカナル島の米軍反攻（8
月）も飛行場建設が発端であった。制空権の争奪戦は，
実は飛行場建設競争であるとやがて気付く。ガタルカ
ナル，ニューギニア方面で，米海軍設営隊シービーズ（写
真─ 7）は 1 週間程で飛行場を急速施工している。こ
の機械化施工による航空基地建設能力に我軍は驚き，
懸隔を埋めるべく，建設機械の緊急開発が要請された。

9 月に大日本航空技術協会に「第 14 部会第 3 分科会」
を設置して，各界の技術者を集めて重土工機械の研究
に着手した。まず，情報を共有するため，官庁や民間
各社が秘蔵する建機カタログを集めて，型録集（6分冊）
の編纂を行った。著者の手元にも 1 部あるが，500 部
の限定版である。特許集録も同様に編纂している。

そして，兵器優先の工業生産と資材統制の中で，
ウェーキ島やシンガポール方面で鹵獲された建機をモ
デルに，悪戦苦闘で模倣機械の急造が開始された。ブ
ルドーザの開発は，小松，久保田鉄工，羽田精機，加
藤製作所，鐘淵デイゼル，夕張製作所等が担当，キャ
リオールスクレーパは，金剛製作所（海軍），宮原製
作所，帝国車輌，日立製作所（陸軍）である。パワー
ショベルは，東京重工と大福機工が 1yd3 型を開発し
たが，南方用小型の 3/8 yd3 型は完成に至らなかっ
た。その他の補助機械等も開発して，海軍設営隊と陸
軍設定隊に配備され，内地の飛行場で錬成してから海
外に続々送られた。他方の満州では内地に先んじて関
東軍63部隊が，豊満ダムのRD4や国道工事のスクレー
パやグレーダを参考に，建設機械の研究試作に着手し
た。機械化は内地と独立して発展し，実践面で進んで
いたが，機械工業の基盤が貧弱という致命的欠陥が開
発を妨げた。また，高木薫はこの頃に満州で「機械化
建設研究会」を立上げている。

結局，建設機械の模倣による緊急開発は，見掛けは
兎も角，その性能差を克服できなかった。それでも，写真─ 5　大坂鉄工製 FT6 写真─ 6　ウェーキ島の鹵獲ブル

写真─ 7　米軍設営隊Sea�Bees
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飛行場設営隊の緊急増設と機械化を図り，18 年後半
から前線へ続々と派遣するが，その装備の多くは敵潜
の跳梁により海没し，戦力化を果たせなかった。

（3）終戦直後～昭和 25年
終戦直後から協会発足の昭和 25 年までの機械化史

の主なトピックを編年体で示す。
昭和 20年 8月　終戦直後，運輸省に運輸建設本部を
設置し，連合軍の進駐前に海軍施設本部の組織と機械
を移管して温存し，戦後復興に備える。9 月に海軍施
設本部野外実験所の施設を引き継ぎ，運輸省運輸建設
本部技術員養成所とする。

同月，進駐軍による GHQ 一般指令第 1 号として全
国の飛行場と航空施設の保持が命令され，飛行場改修
工事が始まる。直ちに羽田飛行場拡張工事を手始めに，
11 月には入間飛行場工事に米第 8 軍第 5 航空隊と第
43 技術建設大隊の所有機械を投入する。翌年 1 月には
伊丹飛行場改修，横田航空基地滑走路工事が始まり，
立川，厚木基地工事が続く。これらの工事に携わった
民間施工会社が，機械化施工を習得する契機となった。
昭和 20年 10月　時の弊原内閣が食糧増産のため 155
万町歩の開墾 5 カ年を計画し，11 月からトラクタに
よる機械開墾を開始した。使用トラクタは，米軍払下
げの D6，D7，TD14，HD18 等に特殊物件と称する
旧陸海軍のトラクタを活用するが，とても足りないの
で，農林省は 6,000 台のトラクタ製造をメーカに依頼
した。これがトラクタ開発の曙光となり，応じたメー
カは小松製作所，新潟鉄工所，羽田精機，久保田鉄工
所，鐘淵デイゼル，三菱重工，加藤製作所等である。
昭和 20年 12月　三菱重工等が，旧軍戦車（九七式）
の砲塔を外し，レバーブロック操作の排土板を装着し
たブルドーザの製作（更正戦車：写真─9）を開始した。
昭和 21年　旧日本軍所有の特殊物件土木機械が放出
され，戦災復興院（11 月設置）の戦災地整理事業に
も特殊物件や更正戦車が使われたが，前者は故障が多
く，後者は操作性が悪かった。
昭和 21年 3月　復興院に特別建設部を臨時設置，こ
れを受け 4 月に全国に戦災特別建設出張所を設置。
昭和 21年 8月　内閣に「経済安定本部」を設置し，
公共事業は第 4 部が取扱い，後に新設された建設局に

移る。
昭和 21年 10月　前述の高木薫が満州から引揚げ，
内務省国土局河川課の機械係となる。

この年，三菱重工が 3 t トラクタ TAA3 型（写真─
10）を発売し，翌年と併せて 200 台以上を製造した。
また，農地開発営団が東洋一のアースダムとして山王
海ダムを旧軍ブルで着工，翌年に農林省直轄工事に移
管し，米軍払下げブル等を活用して戦後初期の機械化
施工を行う。
昭和 22年 4月　経済安定本部に建設局を設置。米軍
が D7 等の土木機械の払下げを開始，内務省や鉄道院
等が取得する。内務省国土局の高木薫は，払下げ機械
を各地建に配分し，都道府県や民間にも斡旋割当てに
努め，機械化施工を経験させ味を覚えさせて，建設機
械化の機運を醸成する。
昭和 22年 5月　ブルドーザ工事㈱（青木建設の前身）
が大阪で発足する。
昭和 22年 7月　開墾 5 カ年計画の中止命令が突如と
して，GHQ 天然資源局から出された。所謂“ブラウ
ン旋風”である。これは，GHQ のブラウン中佐が機
械開墾用に特配していた油脂の大量横流しを発見し，
激怒して配給を中止した事件である。このため機械開
墾は不可能となり，トラクタ開発が頓挫してしまう。
昭和 22年 9月　特別調達庁事業局に建設機械直営課
が発足，閉鎖される日本建設工業界の建機 133 台を引
継ぐ。同月，カスリーン台風により利根川が決壊，東
京都東部低地が水没，北上川も決壊して大惨事となる。
昭和 22年 10月　小倉製鋼所がブルドーザ KTA70 を
開発
昭和 22年 12月　小松製作所がブルドーザ D50 の 1
号機（写真─ 11）を完成。12 月末日付で内務省は解
体される。

昭和 23年 1月　内務省国土局と戦災復興院を統合
し，建設院（総理庁外局）が発足。内務省土木試験所
は建設院第一技術研究所となる。
昭和 23年 4月　財政窮乏の中で建設予算に建設機械
整備費を計上し，米軍払下げ機械購入と国産機械開発
の育成を図る。

写真─ 8　戦時中の試作トヘ車 写真─ 9　戦後の更正戦車

写真─ 10　三菱 TAA3 写真─ 11　コマツD50
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昭和 23年 7月　建設院を建設省に昇格，運輸省運輸
建設本部は吸収されるが，一部は特別調達庁に移る。
そして，技術員養成所は建設省工事本部所属となる。
昭和 24年 1月　三菱重工が 9 t ブルドーザ BBⅡを製
作，建設省に納入。

建設省は各地方建設局にモータプールとなる機械整
備事務所（現在は技術事務所）を仙台・東京・名古屋・
大阪・広島・松山・久留米に設置する。最初に大阪事
務所（斉藤義治所長）が 5 月に開所し，10 月にはモー
タプールが建設された。東京は年度内は土地取得に費
やされ，翌年に伊丹康夫所長が着任した。他の事務所
も 24・25 年中に開設される。
昭和 24年 7月　沼津の技術員養成所は土木研究所に
合併され，建設機械性能試験を始める。
昭和 24年 8月　常願寺川に日立製タワーエキスカ
ベータ（写真─ 12）を導入。
昭和 24年 11月　国鉄が東京操機工事事務所を設立，
総裁直属として全国の施工機械を集中し，機械化施工
部隊を統括的に機動運用，三島・横浜に操機区（写真
─ 13）を置き，国鉄の機械化施工のパイオニアとし
て昭和 39 年まで運用することになる。

昭和 25年 1月　三菱重工が財閥解体令により，東日
本重工・中日本重工・西日本重工の 3 社に分割される。
昭和 25年 6月　建設省の建設機械課が発足。同月に朝
鮮戦争が勃発し，米軍は建設機械の払下げを中断する。

3．建設機械化協会の創設

終戦後間もなく内閣技術院が廃止され，大日本航空
技術協会等も解散を余儀なくされた。技術院で航空基
地の急速施工の研究に携わっていた加藤三重次は，建
設機械の必要性と機械化施工の重要性を痛感してい
た。そこで，第 14 部会第 3 分科会（建設機械分科会）
を継続させるため，大日本技術会に「建設機械化委員
会」を設けるが，大日本技術会も昭和 21 年春に発展
解消したため，終戦前に設立していた㈶建設技術研究

所に移した。
一方，「土木機械工業会」という組織が終戦後にで

きていた。終戦時に軍廃止のため「土木機械統制会」
が看板を塗り替えたもので，メーカの同業組合とし
て，また「商工省の資材統制事務の一部を委任され細々
と事業を続けていた。この土木機械工業会を発展させ
た「建設機械工業会」が 22 年暮頃に発足した。そして，
この工業会から「建設機械協議会」設立の相談が 23
年 12 月頃にあった。建設機械工業に対する電力・石
炭等の配当順位を上げるために，弱体の同業組合から
脱して，関係官庁を含めた協議会を設立して，強力な
運動を展開したいがためである。

他方の加藤三重次等は，建設機械の性能向上，機械
化施工法の研究，機械化の普及宣伝啓蒙等を行うた
め，強力な母体を求めていた。そこで，建設機械工業
会の目的を含めて協議会を設立することにする。「化」
を加えて「建設機械化協議会」とするのは，機械化運
動の「化」にこだわったためである。
「建設機械化協議会」の設立準備をとして，2 月に

設立世話人会を開催した。出席者は，経済安定本部の
加藤三重次，中岡二郎，建設省総務局資材課の高木薫，
運輸省港湾局，商工省機械局，建設技術研究所の河上
房義，建設機械工業会，メーカ各社の26名が参加した。
昭和 24年 3月　建設機械化協議会の創立総会を開
き，事業活動を行う専門委員会として，需給調査専門
委員会・（建）設定専門委員会・資金専門委員会，部
会として資金・資材・技術・貿易・調査・宣伝の各部
会を設けた。事務所は小松製作所内に設置した。

7 月には「建設の機械化」誌をタブロイド版で創刊，
同月に第 1 回建設機械展示会を新宿野外劇場（写真─
14）で開催する。翌年 1 月に事務所を土木研究所内
に移す。
昭和 25年 5月　機械化運動を更に強化発展させるた
めに「建設機械化協議会」を社団法人に改組し，㈳建
設機械化協会を設立する。初代会長には谷口三郎（元
内務技監）が就任，副会長には内海清温（建設技術研

写真─ 12　タワーエキスカベータ 写真─ 13　機械化土工発祥地

写真─ 14　第 1回建設機械展示会�1949
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究所長）他が就任する。新たに技術相談部や指導書編
集専門部会等が創られ，機械化講習やオペレータ表彰
も実施することになった。7 月には協会関西支部を設
立する。10 月に「建設の機械化」誌が B5 判冊子とな
り，「建設機械要覧」も刊行する。26 年 1 月からは「建
設の機械化」誌が B5 判雑誌形式となる（カラーグラ
ビア頁の「表紙の変遷」を参照）。図─ 1 に協会創立
までの流れを整理して示す。昭和 27 年 4 月には協会
名を㈳日本建設機械化協会と改称する。

4．その後の機械化の展開

協会設立後の機械化の展開については，機械化研究
所の開所（昭和39年）までのトピックを時系列で記す。
昭和 26年　経済安定本部が 26 年度予算編成にあた
り「建設機械化 3 ヶ年計画」を策定。4 月に日本国土
開発㈱が設立，建設機械の賃貸から出発する。5 月に
は電力再編成により，9 電力会社が発足する。同月，
小松 D30 の生産開始。また，国鉄信濃川水力発電・
小千谷調整池土堰堤工事（山本調整池）が着工され，
戦後初の大規模機械化土工を東京操機工事事務所が直
営で実施する。10 月に小倉製鋼 KTF-70 を日本特殊
鋼が NTK-7 として引継ぐ。
昭和 27年　3 月に小松がグレーダ GD25 の生産を開
始，7 月に日特が NTK-4 を開発，三菱はブルドーザ
BB を大幅に改良した BB- Ⅳ型の生産を開始。9 月に
は電源開発㈱が設立。10 月に小松製作所が GD30 の
生産開始し，年末に池貝自動車を吸収合併する。
昭和 28年　4 月に電源開発㈱が佐久間ダム（写真─
15）を着工，米アトキンソン社が本格的機械化施工
を指導する。5 月，小松がブルドーザ D120 の試作を
完了，9 月より量産開始。7 月に土木研究所の技術員
養成所を沼津支所（写真─ 16）と改称し，性能試験
研究室と施工研究室を設置する。機械や機械化施工の
研究と運転整備要員の教育等を行い，建設機械化の一
翼を担う。

朝鮮戦争終了に伴って，米軍横浜技術廠 YED がブ
ルドーザ（主に D7）約 3,000 台を放出する。
昭和 29年　8 月に日本特殊鋼が湿地ブルドーザ（写
真─ 17）を開発，北海道の篠津地域泥炭地開拓用に
三角シューを考案し，NTK4 に装備，その後一般軟弱
地での有効性が確認され世界的な発明となるが，各社
が模倣生産して特許紛争となる。小松が 15 t ダンプ
トラック HD150（写真─ 18）の販売を開始，佐久間
ダム工事に納車する。

昭和 30年　7 月に住宅公団，愛知用水公団，農地開
発機械公団が設立される。
昭和 31年　4 月に日本道路公団設立，8 月に黒四ダ
ム工事着工，11 月に「道路土工指針」初版が発刊さ
れる。12 月には名神高速道路の土工定規を作成。
昭和 32年　1 月に日立が万能掘削機 U106（写真─
19）を試作，量産機で世界初の流体継手を採用，翌
年から販売して傑作機となる。

4 月に国土開発縦貫自動車建設法を制定。同月，土
研沼津支所養成課が分離して，建設研修所建設研修部
機械課となる。6 月には初の大規模ロックフィルダム
となる御母衣ダム工事が着工される。

10 月，名神高速道路工事着工（本誌「山科工事の
土工実績と今後の問題点」を参照）。佐久間ダム完成。
昭和33年　10月に黒四ダムの本体掘削を開始する（本
誌「黒四ダムの工事と建設機械」を参照）。
昭和 34年　4 月に東海道新幹線工事起工（本誌「東
海道新幹線の工事について」を参照）。同月に建設研
修所建設研修部機械課が建設研修所沼津支所となる。

図─ 1　協会設立までの流れ

写真─ 15　佐久間ダム 写真─ 16　沼津支所 1953

写真─ 17　日特湿地ブル 写真─ 18　小松HD150
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9 月には伊丹康夫著「建設機械の運営管理と経費の
算定資料」が発刊され，機械化施工積算の座右の書と
なり，建設省積算基準（黄本）が公表されるまで改訂
出版を続ける。
昭和 35年　4 月に土木研究所千葉支所を開設，機械
施工部が発足。5 月には名神高速道路の土木工事共通
仕様書を制定する。
昭和 36年　1 月から 2 級建設機械施工技術検定を実
施。6 月には新三菱重工が仏シカム社と技術提携して
油圧ショベル Y35（写真─ 20）を初国産，愛称のユ
ンボが油圧ショベルの代名詞となる。
昭和 37年　4 月に小松が D60 の生産を開始，5 月に水
資源開発公団設立。10 月には日本車輌が独 Menck 社か
ら技術導入して，スクレープドーザ SR62 を初国産する。
昭和38年　6月に名神高速道路（尼崎～栗東）が開通，
同月にキャタピラ三菱㈱が設立される。
昭和 39年　3 月に青函トンネル調査坑掘削開始（本
誌「青函トンネルの概要について」参照）。4 月に鹿
島港工事に着工，多数の大型土工機械や連続土工シス
テム（BWE+ シフタブルコンベア等）が導入される。
5 月に日立が純国産油圧ショベル UH03 を試作，翌年
から販売する。10 月に東海道新幹線が開通，東京オ
リンピックが開催される。

同月，建設機械化研究所が開所する。建設機械化研
究所は，建設機械の性能試機関設置の要望に応え，米
ネブラスカ大学「ネブラスカ・テスト」を範として，
通商産業省（重工業局産業機械課）よりの機械工業振
興補助金を得て，昭和 38 年 10 月に起工し，39 年 10
月に開所した（写真─ 21）。そして，土研沼津支所の
建設機械性能試験業務を委譲される。

12 月に国鉄東京操機工事事務所が国鉄機械化施工
のパイオニアの役目を終える。

5．おわりに

今日，日本の建機メーカは世界有数のメーカとなっ
ている。戦前から模倣によりなんとか国産化を成し，
戦後は先進国メーカの技術提携を受けて技術を習得し
研鑽した。昭和 50 年代になると建機の王様だったブ

ルドーザが激減し，油圧ショベルに王座を譲った。こ
の頃から世界市場を席巻し，世界有数のメーカに育っ
ていく。建機メーカは，世界的に合従連衡が続き，嘗
て技術提供を受けた師匠メーカを逆に日本メーカが，
吸収買収していくことになり，隔世の感がある。

終戦後の廃墟と混乱中で，国土復興を急ぎ機械化に
奮闘した有志が協会を創設し，財政貧窮の中で建設機
械整備費を捻出し，稚拙な国産機械を辛抱強く育てた
人々がいた。協会創設が，国産メーカを育て，機械化
施工により国土基盤を急速に整え，高度成長を支えた
役割は非常に大きい。改めて敬意を顕したい。

建設の機械化は既に達成され，情報化から更に高度
情報化へと向かっている。建設省建設機械課も名称が
変更され，協会誌も「建設の機械化」から平成 16 年
6 月に「建設の施工企画」となり，平成 25 年 6 月に
は「建設機械施工」と変わった。そして，協会名も（社）
日本建設機械化協会が，平成 24 年に「（一社）日本建
設機械施工協会」となって現在に至っている。

尚，本稿は 800 号記念特集として，建設機械化協会
創設の経緯を著すことになり急いでまとめたが，参考
文献の日時や部署名等が不正確で，その検証時間が足
りず，不正確さを残しているがご容赦願いたい。また，
本文の登場人物は，既に史上の人々なので敬称は省略
させて頂いた。
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 2） 岡本，外地の機械化施工，建設機械施工，JCMA，’15.4
 3） 岡本，機械化土工のあゆみ，土木施工，’09.8
 4） 高木薫，日本建設機械化外史，JCMA，’53.1
 5） 河上房義，土木機械，土木工学の概観，’50.12
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13） 土木研究所 60 年史，建設省土木研究所，’82.9
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特集＞＞＞　800号記念

記憶に残る工事 1．昭和 34年 4月号（第 110号）
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特集＞＞＞　800号記念

記憶に残る工事 2．昭和 34年 12月号（第 118号）
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特集＞＞＞　800号記念

記憶に残る工事 3．昭和 38年 1月号（第 155号）



45建設機械施工 Vol.68　No.10　October　2016



46 建設機械施工 Vol.68　No.10　October　2016



47建設機械施工 Vol.68　No.10　October　2016



48 建設機械施工 Vol.68　No.10　October　2016

特集＞＞＞　800号記念

記憶に残る工事 4．昭和 40年 1月号（第 179号）
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特集＞＞＞　800号記念

記憶に残る工事 5．昭和 45年 1月号（第 239号）
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特集＞＞＞　800号記念

記憶に残る工事 6．昭和 47年 2月号（第 264号）



60 建設機械施工 Vol.68　No.10　October　2016



61建設機械施工 Vol.68　No.10　October　2016



62 建設機械施工 Vol.68　No.10　October　2016



63建設機械施工 Vol.68　No.10　October　2016



64 建設機械施工 Vol.68　No.10　October　2016



65建設機械施工 Vol.68　No.10　October　2016



66 建設機械施工 Vol.68　No.10　October　2016



67建設機械施工 Vol.68　No.10　October　2016



68 建設機械施工 Vol.68　No.10　October　2016



69建設機械施工 Vol.68　No.10　October　2016



70 建設機械施工 Vol.68　No.10　October　2016

「国土交通省インフラ長寿命化計画（行動計画）」の概要， 
インフラ老朽化対策の主な取り組み等

行政情報

小　山　真　人・菊　地　優　文

国土交通省は，平成 25 年 11 月の「インフラ老朽化対策の推進に関する関係省庁連絡会議」において決
定された政府全体の「インフラ長寿命化基本計画」に基づき，インフラの所管者及び管理者が，インフラ
の維持管理・更新等を着実に推進するための中期的な取組の方向性を明らかにするものとして，全府省庁
に先駆けて「国土交通省インフラ長寿命化計画（行動計画）」を策定。

本稿では，「国土交通省インフラ長寿命化計画（行動計画）」の概要と行動計画等を踏まえたインフラ老
朽化対策の最新の動向について紹介する。
キーワード：「国土交通省インフラ長寿命化計画（行動計画）」，インフラ老朽化対策，維持管理・更新

1．はじめに

我が国では，昭和 39 年に開催された東京オリンピッ
クと同時期に整備された首都高速 1 号線など，高度成
長期以降に集中的に整備されたインフラが今後一斉に
高齢化する。表─ 1 を見ると，50 年を経過した施設
の割合は現在，各分野において数％～ 20％台にとど
まっているが，20 年後には多くの分野で過半数に達
することが明らかになっている（表─ 1 参照）。

このような中，平成 24 年 12 月 2 日，中央自動車道
笹子トンネル天井板落下事故が発生した。このような
事故を二度と起こさないよう，国土交通省では，平成
25 年を「社会資本メンテナンス元年」と位置付けた。

その後，政府全体として取りまとめた「インフラ長

寿命化基本計画（以下「基本計画」という。）」に基づ
き，平成 26 年 5 月 21 日には他省庁に先駆けて「国土
交通省インフラ長寿命化計画（行動計画）（以下，行
動計画という）」を策定し，国土交通省が管理・所管
するあらゆるインフラの維持管理・更新等を推進する
ための取組を進めている（図─ 1，2 参照）。

2．  国土交通省インフラ長寿命化計画（行動
計画）の概要

政府全体のインフラ長寿命化基本計画では，将来の
目指すべき姿として，
（1）安全で強靱なインフラシステムの構築
（2）  総合的・一体的なインフラマネジメントの実現

表─ 1　建設後 50年以上経過する社会資本の割合

H25 年 3 月 H35 年 3 月 H45 年 3 月
道路橋［約 40 万橋注 1）（橋長 2 m 以上の橋約 70 万のうち）］ 約 18％ 約 43％ 約 67％
トンネル［約 1 万本注 2）］ 約 20％ 約 34％ 約 50％
河川管理施設（水門等）［約 1 万施設注 3）］ 約 25％ 約 43％ 約 64％
下水道管きょ［総延長：約 45 万 km 注 4）］ 約 2％ 約 9％ 約 24％
港湾岸壁［約 5 千施設注 5）（水深－ 4.5 m 以深）］ 約 8％ 約 32％ 約 58％

注 1） 建設年度不明橋梁の約 30 万橋については，割合の算出にあたり除いている。
注 2） 建設年度不明トンネルの約 250 本については，割合の算出にあたり除いている。
注 3）   国管理の施設のみ。建設年度が不明な約 1,000 施設を含む。（50 年以内に整備された施設については概ね記録が存在している

ことから，建設年度が不明な施設は約 50 年以上経過した施設として整理している。）
注 4）   建設年度が不明な約 1 万 5 千 km を含む。（30 年以内に布設された管きょについては概ね記録が存在していることから，建設

年度が不明な施設は約 30 年以上経過した施設として整理し，記録が確認できる経過年数毎の整備延長割合により不明な施設
の整備延長を按分し，計上している。）

注 5） 建設年度不明岸壁の約 100 施設については，割合の算出にあたり除いている。

特集＞＞＞　維持管理・リニューアル
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（3）  メンテナンス産業によるインフラビジネスの競
争力強化

の 3 点を挙げており，国土交通省の行動計画でもこ
の 3 点を基本的な考え方としている。

その上で，対象施設の現状と課題を踏まえて，「①
点検・診断／修繕・更新等」「②基準類の整備」「③情
報基盤の整備と活用」「④個別施設計画の策定・推進」

「⑤新技術の開発・導入」「⑥予算管理」「⑦体制の構築」

「⑧法令等の整備」の 8 項目からなる必要施策に係る
取組の方向性について記載している。各項目につい
て，分野別に記載するなど，地方公共団体等の参考と
することを意識して，対策の体系化と見える化を行っ
ている。

具体的には，道路，河川・ダム，砂防，海岸，下水
道，港湾，空港，鉄道，自動車道，航路標識，公園，
住宅，官庁施設，観測施設の 14 分野を対象に，

図─ 1　インフラ老朽化対策に関する国土交通省の主な取組

図─ 2　インフラ長寿命化に向けた計画の体系（イメージ）



72 建設機械施工 Vol.68　No.10　October　2016

・  各インフラの的確な維持管理・更新等が行われる
よう，体制や制度等を構築する「所管者」として
の役割

・  各事業等に係る法令等に基づき，自らがインフラ
の「管理者」として，的確な維持管理・更新等を
実施する役割

という二つの立場から国土交通省として取り組むべ
き施策を記載している。

なお，対象施設については，国土交通省が維持管理・
更新等に係る制度や技術を所管するインフラについ
て，法令等で位置付けられた全ての施設を対象として
いる。
図─ 3 に計画の概要を示すが，詳細は本文をご参

照頂きたい。
（行動計画）
URL：http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/sosei_point_
mn_000011.html）

3．インフラ老朽化対策の主な取組

国土交通省では，行動計画を踏まえて具体的な取組
を進めているところであるが，行動計画策定以降の主
な取組事例を紹介する。

（1）定期点検の義務化
インフラ老朽化対策を実施するにあたっては，個別

施設計画を核とした，点検・診断，修繕・更新，情報
の記録・活用といったメンテナンスサイクルを構築す
ることが重要である。　

このメンテナンスサイクルの第一段階となる点検に
ついて，国土交通省が所管する社会資本のうち，道路，
河川，港湾等の一部施設分野においては，平成 25 ～
26 年度にかけて政令や省令等による定期点検の義務
化を行い，点検を開始したところである。

また，その他の施設においても定期的に点検を行っ
ている（図─ 4）。

（2）個別施設計画の策定，着実な対策の実施
個別施設計画は，メンテナンスサイクルの核となる

ものである。国土交通省では，政府全体のインフラ長
寿命化基本計画が策定される以前から，一部の分野で
個別施設計画の策定を進めていたが，国土交通省の行
動計画に基づき，道路，河川・ダム，砂防，海岸，下
水道，港湾，空港，鉄道，自動車道，航路標識，公園，
住宅，官庁施設の 13 分野において，平成 32 年度まで
に個別施設計画を策定することとした。

これらの計画に基づいて，施設の点検・診断を実施
し，その結果により，例えば，緊急措置が必要な道路
施設について，応急措置等を実施した上で，修繕，更

図─ 3　国土交通省インフラ長寿命化計画（行動計画）概要
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新，撤去のいずれかを速やかに決定し，その実施時期
を明確化するなど，必要な対策を適切な時期に，着実
かつ効率的・効果的に実施していく。

（3）情報の見える化・共有化
こうした点検・診断，修繕・更新等のメンテナンス

サイクルの取組を通じて，最新の劣化・損傷の状況や，
過去に蓄積されていない構造諸元等の情報を収集し，
それを国，地方公共団体等を含め確実に蓄積するとと
もに，一元的な集約化を図り，それらの情報を利活用
し，目的に応じて可能な限り共有・見える化していく
ことが重要である。

国土交通省では施設の点検が一巡し，多くの施設の
健全性等が明らかになる最初の 5 年間を「インフラ情
報重点化 5 箇年」（5 年間の約束）と位置づけ，特に
重要な情報に関しては，この 5 年間に情報の見える化
を進めていく。

例えば，国や地方公共団体等の社会資本のメンテナ
ンスに関する様々な情報について，国民が容易に確認
できるよう，「インフラメンテナンス情報ポータルサ
イト」等を通じた情報発信を行っており，道路，河川，
港湾などの各分野における社会資本の点検状況等が確
認できるほか，社会資本の戦略的維持管理・更新に関
する施策や取組などについて確認できるので，ご活用
頂きたい。

（インフラメンテナンス情報ポータルサイト：http://
www.mlit.go.jp/sogoseisaku/maintenance/index.
html）

（4）新技術の開発・導入
社会資本のメンテナンスの分野においては，メンテ

ナンス技術の向上とメンテナンス産業の競争力強化を
目指して，産学官との連携を強化し，適切な役割分担
の下，戦略的に新技術の開発に取り組むことが求めら
れている。

国土交通省では，社会インフラの状態の効率的な把
握を可能とするモニタリング技術の開発・導入の推進
に向け，平成 25 年 10 月に設置した「社会インフラの
モニタリング技術活用推進検討委員会」において，現
場ニーズとシーズのマッチングや，有効性の評価・分
析を行うため，平成 26 年 9 月より公募を開始し，現
場実証等を進めている（図─ 5）。

また，老朽化の進行，頻発する災害，人口減少社会
の到来，この社会インフラを巡る重大な課題に対し，
人を代替・支援をするロボットを活用し適切な維持管
理及び迅速かつ的確な災害対応を実現するため，現場
ニーズと技術シーズを踏まえた重点目標を設定し，民
間企業や大学等からのロボット技術を公募し，直轄現
場等での検証・評価を行い，効果の高いロボットの開
発・導入を推進している（図─ 6）。

図─ 4　各分野の点検実施状況
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（5）  国土交通省インフラ長寿命化計画（行動計画）
のフォローアップ

行動計画については，その進捗状況を平成 27 年 12
月 4 日に初めて取りまとめたところである。

メンテナンスサイクルの取り組み状況を見える化し
たのは，全府省庁で国土交通省が初めてであり，今後
も引き続き，計画に基づいて取り組みを推進していく。

4．  インフラメンテナンスの取組の推進，理
念の普及に向けた新たな取組

国土交通省では，インフラメンテナンスの取組の推
進，理念の普及に向けた新たな取組として，インフラ
メンテナンス国民会議（仮称）の設立，およびインフ
ラメンテナンス大賞（仮称）の創設に向けて，検討な
どを進めている。

（1）  インフラメンテナンス国民会議（仮称）の設立
回り始めた社会資本のメンテナンスサイクルを着実

に回すため，また，行政と国民，そして民間企業や大
学等の研究機関，NPO 等の多様な主体が社会資本の
メンテナンスに向け理念を共有し，力を結集し一丸と
なって取り組む必要がある。このため，インフラメン
テナンスの理念や情報を共有する「インフラメンテナ
ンス国民会議（仮称）」（以下，「国民会議」という）
の設立を，「日本再興戦略 - 改訂 2015-」，「第 4 次社会
資本整備重点計画」等において政府として取り組む事
項として位置づけ，今秋設立することとしている。

国民会議の設立に向けて，平成 28 年 11 ～ 12 月（1
回目：約 80 の企業，団体等の参加），平成 28 年 4 月（2
回目：約 70 の企業，団体等の参加）にそれぞれ意見
交換会を行い，国民会議に望むこととして挙がった意
見などを踏まえて，図─ 7 の 7 つの戦略を策定した。
これらを具体的に実施していく体制について，準備会
などを行い，検討を進めている。

（2）インフラメンテナンス大賞（仮称）の創設
メンテナンスにおける優れた取組を表彰し，ベスト

図─ 5　モニタリング技術の活用に関する検討について

図─ 6　次世代社会インフラ用ロボットの開発・現場検証について
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プラクティスの普及による産官学民の取組の促進を行
うとともに，メンテナンスにかかる理念の普及を図る
ため，「インフラメンテナンス大賞（仮称）」を今年度
創設することとしている。この表彰制度についても，

「日本再興戦略 - 改訂 2015-」等において政府として取
り組む事項として位置づけており，国土交通大臣賞な
ど 6 大臣賞等を設置予定である。

5．  新たな「社会資本整備重点計画」における
「戦略的メンテナンス」

社会資本整備については，社会資本整備重点計画法
（平成 15 年法律第 20 号）に基づき，社会資本整備事
業を重点的，効果的かつ効率的に推進するため，平成
15 年度から「社会資本整備重点計画」を策定してき
ており，平成 27 年 9 月 18 日に新たな「社会資本整備

図─ 7　インフラメンテナンス国民会議

図─ 8　第 4次社会資本整備重点計画の概要
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重点計画（第 4 次計画）」が閣議決定された。今回の
計画では，これまで以上に戦略的メンテナンスに重点
をおいている。

（1）  集約・再編を含めた既存施設の戦略的メンテ
ナンス

この計画のポイントの一つは，厳しい財政制約の
下，社会資本のストック効果が最大限に発揮されるよ
う，集約・再編を含めた戦略的メンテナンス，既存施
設の有効活用（賢く使う取組）に重点的に取り組むと
ともに，社会資本整備の目的・役割に応じて選択と集
中の徹底を図ることである（図─ 8）。

特に，今後，既存の社会資本の維持管理・更新に係
る費用の増大が見込まれることから，メンテナンスコ
ストを中長期的に縮減・平準化し，投資余力を確保す
るマネジメントを徹底することとしている。

そのために「集約・再編を含めた既存施設の戦略的
メンテナンス」の基本方針として，以下の 4 つを掲げ
ている。

・  本格的な人口減少社会の到来を見据え，必要性の
なくなった社会資本は廃止，除却等の対応を図る

・  必要な社会資本についても，更新等の機会を捉え
て，社会経済状況の変化に応じた機能転換や集約・
再編等の規模の適正化を図る

・  メンテナンスに係る費用が国や地方の財政を圧迫
することのないよう，予防保全を基本としたイン
フラ長寿命化計画に基づき，中長期的にトータル
コストの縮減・平準化を図る。既存施設の更新に
当たっても，将来のトータルコストが現状より縮
減されるよう，維持管理の効率化に資する取組を
進める

・  こうした取組を確実に実行し，既存施設の安全確

保を図るため，必要な投資は義務的な経費として
優先的に支出していく必要がある

（2）  重点目標 1「社会資本の戦略的な維持管理・更
新を行う」

第 4 次社会資本整備重点計画では，計画期間におけ
る 4 つの重点目標を掲げており，今回の計画では，そ
の 1 つ目を「社会資本の戦略的な維持管理・更新を行
う」としている。

そして，重点目標の達成に向けた政策パッケージと
して，「メンテナンスサイクルの構築による安全・安
心の確保とトータルコストの縮減・平準化の両立」「メ
ンテナンス技術の向上とメンテナンス産業の競争力の
強化」を設定した上で，重点的に取り組むべき具体的
な事業・施策を明らかにするとともに，指標を設定し
て目標を明示している。

前回の第 3 次計画では，指標を設定したのは 6 分野
の計画策定率等だけであったが，今回は計画策定率に
とどまらず，点検実施率やコストの算定率，新技術に
関する指標等について，ほぼ全分野にわたって指標を
設定しており，今後は指標を含めた施策のフォロー
アップを行い，施策の推進を図っていく（図─ 9）。

6．  おわりに　平成 28年度までに約 99％の
主体が行動計画を策定予定

インフラ老朽化対策については，政府全体で取り組
んでおり，各省庁や地方公共団体等における行動計画
の策定状況については，「インフラ老朽化対策の推進
に関する関係省庁連絡会議」において公表されている。

具体的には，基本計画で定められた期限（平成 28
年度）までに，3,702 主体のうち約 99％に当たる 3,675

図─ 9　第 4次社会資本整備重点計画におけるインフラ老朽化対策関係の指標



77建設機械施工 Vol.68　No.10　October　2016

主体が行動計画を策定予定である。国の各府省庁につ
いては，平成 27 年度までに 13 府省庁全てで策定済み
である。

インフラの老朽化が加速し，人口減少が本格化する
中，戦略的な維持管理・更新等を着実に実施していく
ことが今まで以上に重要となっている。国土交通省で
は，本稿で紹介した取組等を通じて，引き続き，イン
フラの老朽化対策に計画的・重点的に取り組んでまい
りたい。

 

菊地　優文（きくち　まさや）
国土交通省
総合政策局　参事官（社会資本整備）付

［筆者紹介］
小山　真人（こやま　まさと）
国土交通省
総合政策局　参事官（社会資本整備）付
課長補佐
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多機能橋梁常設足場の開発
耐用年数 100 年の長寿命化を目指して

藤　川　敬　人・田　村　康　行

近年，道路橋の老朽化が大きな問題となっており，2014 年に橋長 2 m 以上の橋梁において 5 年に一度
の近接目視点検が国交省令で義務化された。しかし，鉄道上や幹線道路，海上などにある多くの橋梁は近
接目視点検を簡単には行えない状況にある。このような背景から，高耐食外装材で橋梁の下面，側面を覆
い，常に全面の近接目視点検を安全に容易に行うことができる高耐久性の多機能橋梁常設足場を開発した。
本橋梁常設足場は足場としての機能に加え，橋桁や床版下面の防食機能，コンクリート剥落防止機能，路
下火災から橋桁を護る防火機能，橋体からの騒音拡散を防ぐ遮音機能，および景観性向上を図る美装機能
も有している。
キーワード：橋梁，点検，近接目視，足場，防護工，防食，維持管理，長寿命化

1．はじめに

重要な社会インフラである道路橋は，近年急速な老
朽化が大きな問題となっており，2014 年に橋長 2 m
以上の橋梁において 5 年に一度の近接目視点検が国交
省令で義務化された。しかしながら，多くの橋梁は予
算および要員の課題に加え，設備面においても近接目
視点検や修繕を簡単には行えない環境に置かれてい
る。一般的な上部工検査路では点検可能範囲は限ら
れ，橋梁点検車などは交通規制や作業効率の問題を有
している。特に写真─ 1 のような鉄道上や幹線道路・
海上の橋梁では仮設足場の設置・解体作業に多大なコ
ストと時間を要し，十分な点検・維持管理を実施でき
ない要因となっている。

筆者らは，このような市場ニーズに対応し，橋梁主
構造の近接目視点検をいつでも安全，確実に行え，ま

た修繕作業も容易に行え，更に橋桁や床版下面の防食
機能，コンクリート剥落防止機能，路下火災から橋桁
を護る防火機能，橋体からの騒音拡散を防ぐ遮音機
能，および景観性向上を図る美装機能などを有する多
機能橋梁常設足場を開発した。本稿では橋梁常設足場
の適用事例および構造概要を紹介し，主要部材である
裏面パネルと吊支持材の性能検証結果について述べる。

2．橋梁常設足場の概要

（1）適用事例
外面をチタン仕様とした多機能橋梁常設足場は

2002 年に開発され，製鉄所構内の新設橋に設置して
足場機能，防食機能などの検証を行った。写真─ 2 に
示すように，国土交通省羽田空港 D 滑走路工事の延
べ面積 56 万 m2 の桟橋，連絡橋にも採用され 1），その

特集＞＞＞　維持管理・リニューアル

写真─ 1　鉄道上の鋼桁橋 写真─ 2　チタン仕様事例



79建設機械施工 Vol.68　No.10　October　2016

後，より安価で外面配色を自由に選定できる塗装ステ
ンレス仕様も開発し，写真─ 3 に示す既設橋（東日
本高速道路東京外環自動車道東北本線跨線橋）に設置
された 2）。

また，本年は壁高欄部の点検路となるように側面部
上部のパネルが開閉できる構造（写真─ 4）も開発し
た。現在，首都高速道路の高架橋や沖縄，日本海沿岸
などの数件の道路橋に多機能橋梁常設足場が採用さ
れ，施工中である。

（2）構造概要
図─ 1 に橋梁常設足場の断面図，図─ 2 にパネル

材の断面図を示す。パネルは専用工場でライン製造す
る金属サンドイッチパネルと呼ばれる構造であり，外

面となる外皮材には高耐食性の塗装ステンレス鋼もし
くはチタン製の薄板を使用している。足場内面となる
内皮材にはガルバリウム塗装鋼板を用い，芯材として
ポリイソシアヌレートフォームを充填している。パネ
ルは高耐食プレメッキ鋼板を加工した支持材で橋梁本
体に固定され，パネル間や橋脚，橋台との取合いは高
耐候性のゴムパッキンを使用した目地材で塞ぐ構造で
ある。各部材は足場としての作業荷重や風荷重に対し
て所要強度，剛性を確保するように設計される。

（3）機能
多機能橋梁常設足場の第一の機能は，足場・防護工

機能であり，橋梁主構造の近接目視点検をいつでも安
全，確実に行え，修繕作業も容易に行うことができる。
また，ボルトや剥落コンクリートなどの落下防止対策
にもなり，パネルの耐火性能から路下火災から橋桁を
護る防火機能もある。

第二の機能は防食である。高耐食のパネルで鋼桁，
床版下面を覆い，風雨，飛来塩分，紫外線等の鋼材腐
食・塗膜劣化因子を遮断 3）し，かつパネルの断熱機

写真─ 3　塗装ステンレス仕様事例

写真─ 4　開閉式側面パネル

図─ 1　橋梁常設足場断面図

図─ 2　パネル断面図
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能で結露を抑制することで内部空間の腐食環境を緩和
して腐食を抑制することができる。

その他の付加機能としては，橋体からの騒音拡散を
防ぐ遮音機能，今後増加する老朽橋の補修・補強策と
して増桁や外ケーブルを用いる場合にも景観への配慮
が不要となる美装機能がある。

3．裏面パネルの性能確認

（1）耐荷力試験
橋梁常設場の裏面パネルの支持構造を図─ 3，写真
─ 5 に示す。支持構造は内皮材をワンサイドボルト
で固定する専用構造であり，支持点の耐荷力とパネル
の梁構造としての断面性能の確認を行った。支持点の
耐荷力は平均最大荷重 15.2 kN であったため，設計許
容耐力を 5.0 kN とした。パネルはポリイソシアヌレー
トフォームを芯材とした金属サンドイッチ構造である
が，試験結果から図─ 4 に示すように，断面は平面
保持状態でなく，内皮材の下端と外皮材がほぼ同じひ
ずみ量となること，正曲げおよび負曲げともに内皮材
の降伏によって終局状態に至ることが分かった。表─
1 に裏面パネルの断面剛性を示す。

（2）作業員落下衝撃試験
裏面パネル上に作業員が飛び降りた場合を想定し，

その衝撃に対して脱落などの異常が生じないことを検
証した。予備試験にて，人の落下による衝撃力を砂袋
の落下による衝撃力に換算した場合，どの程度になる
かを検証した。その結果，工具等の装備込みで 90 kgf
とした作業員が高さ 1.0 m から H 形鋼梁上に飛び降
りた衝撃力は砂袋（重量 90 kgf，直径 300 mm）を高
さ 0.4 m とした場合と同等であることが分かった。

パネルの作業員落下衝撃試験は，各試験体当り砂袋
の落下回数を 40 回とし，落下位置はパネルの曲げと
せん断が同時に卓越する単純梁のスパン 1/4 点に自由
落下させる方法とした（写真─ 6）。その結果，パネ
ル山部に局所的な変形は見られたが，支持金具および
裏面パネル外面には損傷は見られず，十分な安全性を
確保していることが分かった。

表─ 1　裏面パネルの断面剛性（1 m幅当り）

外皮材仕様
断面二次

モーメント
cm4

内皮材
断面係数

cm3

外皮材
断面係数

cm3

ステンレス 45.7 14.5 60.7
チタン 31.5 10.5 34.7

図─ 3　裏面パネル支持構造詳細

写真─ 5　裏面パネルの支持構造

図─ 4　裏面パネルのひずみ状態

写真─ 6　作業員落下衝撃試験
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（3）コンクリート剥落試験
塩害などによる経年劣化に伴いコンクリートの剥落

落下の危険性が高まっており，特に鉄道および道路，
駐車場などの上空にある橋梁の場合には，第 3 者災害
が危惧されている。そこで，コンクリート片落下に対
する耐衝撃性能を確認するために，床版コンクリート
のかぶり部分を想定したコンクリート試験片（30 cm
× 30 cm × 3 cm，W ＝ 6.5 kg）を高さ 4 m から自由
落下させる試験を実施した。試験片の角部が突き刺さ
るよう最も厳しく落下させた場合でもパネルの局部損
傷で収まり，十分な落下防護性能があること，内皮材
鋼板の接着で容易に修復できることを確認した。写真
─ 7 にコンクリート剥落試験の状況とパネル内皮材
の局部損傷およびその補修状況を示す。

（4）疲労試験
橋梁常設足場の裏面パネルは風洞実験 4）などによ

り，比較的大きな風荷重による負圧が作用することが
知られている。長期間の風荷重の繰り返しによる疲労
耐久性を検証するために，スパン 2.0 m の 2 径間連続
梁のチタン仕様パネルに① 1.0 kN/m2，② 2.0 kN/
m2，③ 3.0 kN/m2 の等分布荷重を載荷する試験を実
施した。試験結果を表─ 2 に示す。

損傷したケースではいずれも中間支点部のパネル芯
材がせん断破壊しており，疲労破壊の状況から支点部
の反力の影響が大きいと考えられ，裏面パネルの疲労

耐久性能を支点金具の反力を用いて整理した。

N’＝ 3.36 × 106 × R － 4.21　…（1）

4．吊支持材の性能確認

裏面パネルの吊支持材は高耐食プレメッキ鋼板を加
工したもので，主桁下フランジなどを挟み込む形式で
橋梁本体に固定される。特に既設橋に適用する場合に
橋梁本体への溶接や孔明けを必要としないことから，
施工性に優れるのが特長である。

（1）耐荷力試験
写真─ 8 に吊支持材の静的試験状況，図─ 5 に荷

重－変位関係を示す。主桁下フランジに見立てた載荷
治具に鉛直上向きの荷重を載荷させた。約 40 kN 程度
まで線形的な挙動を示し，その後，隅角部などで塑性
変形が生じ破壊に至った。終局耐力は鋼材の許容応力
度から算出した許容耐力の約 3.7 倍あり，十分な靱性
を有する構造であることを確認した。

写真─ 7　コンクリート剥落試験状況

 
 

 

図─ 5　荷重－変位関係

表─ 2　裏面パネルの疲労試験結果

試験体
荷重

w（kN/m2）
支点反力
R0（kN）

金具当り
反力

R（kN）

破壊回数
N（万回）

1 1.0 2.5 0.83 120
2 2.0 5.0 1.67 38.8
3 3.0 7.5 2.50  7.1

写真─ 8　吊支持材静的試験
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（2）疲労試験
静的試験結果を踏まえ，隅角部に着目した疲労試験

を実施した（写真─ 9）。損傷箇所は写真─ 10 に示す
載荷部の曲げ加工部および隅角部の応力集中点であっ
た。吊支持材の疲労等級は図─ 6 の S-N 曲線を示す
とおり C ～ D 等級相当であることがわかった。

5．疲労照査

橋梁常設足場への繰り返し荷重としては交通振動に
よる慣性力と風荷重が考えられる。大型車が通過する
際の鋼桁橋の主桁振動の応答加速度は約 100 gal 程度
であることが既往の研究 5），6）で報告されており，橋
梁常設足場は非常に軽量であり，交通振動による慣性

力および部材の応力振幅は軽微で疲労限以下になるこ
とを確認した。

橋梁常設足場の耐風疲労は建築物の外装材と同様で
あり，建築外装材の耐風疲労設計に関する既往研究 7）

を参考に設計した。図─ 7 に東京地区における各風
速 100 年間の繰り返し回数（0.1 m/s 刻み）および累
積損傷度による疲労照査の結果を示す。建築外装材の
ように風力変動に伴う共振が生じない部材の繰り返し
回数は，風荷重のピーク回数と考え，単位時間当たり
のピークを 1 回／秒としている。風速毎の回数は各地
の観測データと台風シミュレーションのデータを基に
算出式が示されており，風速 19 m/s 以下は通常風，
以上は台風に伴うものである。累積損傷度は支持材の
作用応力度を許容応力度とし，支持材の疲労等級を先
述の実験結果の最低等級 D 等級として照査した結果
である。その結果，累積損傷度 D は D ＝ 0.07 で 1.0
には余裕があり，耐風疲労性能は問題にならないこと
が明らかとなった。

6．おわりに

多機能橋梁常設足場は鋼桁橋だけでなく，塩害防止
やコンクリート剥落防止対策として，プレストレスト
コンクリート橋への適用も計画されている。予防保全
型の維持管理が重要視されてきており，橋の設計段階
から供用期間中に予定する維持管理の方法や必要とな
る維持管理設備等について適切に考慮することが求め
られている。多機能橋梁常設足場は，このような要求
に応える有効な手段となるもので，今後も更なる改良
を加え，橋梁の長寿命化とライフサイクルコストの縮
減に貢献していきたい。

 

写真─ 10　損傷状況（左：曲げ加工部，右：R部）

図─ 6　吊支持材の疲労等級

写真─ 9　吊支持材疲労試験

図─ 7　疲労照査結果
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高速道路における大規模更新・大規模修繕工事
高速道路リニューアル事業の本格始動

森　脇　豊　一

本文は，高度経済成長期に建設されてきた社会資本の一つである高速道路が本格的な更新の時代に入り，
大規模な更新や修繕を行うに至った経緯，事業の実施体制，具体の工事事例など，本格的に事業を開始し
た大規模更新・大規模修繕等事業について述べるとともに今後の工事予定等について紹介する。
キーワード：高速道路，維持管理，大規模更新，リニューアル，橋梁，床版取替，夜間通行止，PC 橋，

プレキャスト床版

1．はじめに

東日本高速道路㈱が管理する高速道路総延長 3,842 
km（平成 28 年 3 月末）の内，1,480 km（全体の約 4 割）
が建設後 30 年以上を経過しており「本格的な維持管
理・更新の時代」を迎えている（図─ 1）。

また，管理する高速道路の約 7 割に当たる 2,526 km
が積雪寒冷地を通過しており，高速道路路面の凍結防
止に伴う剤散布量が年間約 16 万 t に及ぶなど，道路
構造物に対しては厳しい環境下におかれ，老朽化のみ
ならず，塩害等の影響による劣化についても顕在化し
ている状況となっている。

2．大規模更新・大規模修繕等事業の事業許可

これまでも点検，調査，劣化予測，長期的な補修計

画の策定や補修工事を実施するなど計画的な補修サイ
クルを確立し，長寿命化と維持管理費の最小化に努め
てきたが，構造物の永続的な健全性の確保を考えた場
合，部分的な補修の繰返しのみでは，やがて構造物の
機能が損なわれることが分かってきた。

このような状況下，東日本高速道路㈱，中日本高速
道路㈱，西日本高速道路㈱（以下，「NEXCO3 会社」
という。）では，「高速道路資産の長期保全及び更新の
あり方に関する技術検討委員会（委員長：藤野陽三 
東京大学大学院工学系研究科特任教授）（以下，「長期
保全等検討委員会」という）」を平成 24 年 11 月に設
置し，将来にわたり高速道路ネットワークの機能を確
保していくために，橋梁をはじめとした高速道路資産
の適切なタイミングでの維持管理・更新のあり方につ
いて検討を進め，平成 26 年 1 月に最終報告書を公表
した。

図─ 1　高速道路の総管理延長と経年変化

特集＞＞＞　維持管理・リニューアル
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その後，平成 27 年 3 月 25 日に国土交通大臣から道
路整備特別措置法に基づく特定更新等工事（以下，「大
規模更新等事業」という。）に係る事業変更の許可を
受け，東日本高速道路㈱で約 8,800 億円（NEXCO3
会社総額で約 3 兆円）の大規模更新等事業として，各
構造物の変状の進行状況の分析及び点検サイクルを踏
まえながら15年間で事業を実施する計画を開始した。

大規模更新等事業の約 8,800 億円の内訳は，橋梁の
桁や床版を更新する大規模更新事業が約 3,900 億円，
橋梁の高性能床版防水，桁補強及び土構造物・トンネ
ル等補修を行う大規模修繕事業が約 4,900 億円となっ
ている（表─ 1）。

同時に大規模更新等事業の財源となる高速道路通行
料金の徴収期間についても，約 10 年間延長（徴収期
間の満了が 2050 年から 2060 年に延長）する事業許可
を受けたところである。

3．大規模更新等事業に関する実施体制

そこで，全社的に大規模更新等事業の推進を図るこ
とを目的に，平成 26 年 4 月に管理事業本部長を議長
とする「特定更新等事業推進会議」を設置し，保全部
長を幹事長とする幹事会の下に 4 つの分科会，「計画調
整分科会」「事業調整分科会」「技術基準・開発分科会」

「技術管理分科会」を設置し，現地組織である各支社（北
海道支社，東北支社，関東支社，新潟支社）等とも密
接に連携を図りながら，特定更新等事業に関して，実
行体制のあり方，人材育成計画の策定，工事の施工（施
工計画や交通規制計画策定等）に係わる基本方針の策
定，技術開発計画の策定などに取り組んでいる。

また，大規模更新・修繕事業の目的や必要性を今後
更に社会全般に幅広く浸透するよう，NEXCO3 会社等
共通の事業呼称を「高速道路リニューアルプロジェク

ト」とし，合わせてロゴについても決定した（図─ 2）。

4．大規模更新等事業等の工事個所

大規模更新等事業の工事実施計画の策定にあたって
は，長期保全検討委員会において検討した「大規模更
新・大規模修繕の必要要件」に基づき，構造物の損傷
の進展状況や工事の実施に必要な交通規制に伴う社会
的影響などを勘案し総合的に計画する必要がある。

損傷の進展状況は，定期的に実施する詳細点検や個
別に実施する詳細調査により把握し，常に最新の状況
を計画に反映するとともに，交通規制に伴う社会的影
響については，迂回路となるネットワークの完成時期
等を考慮し，具体的な工事計画を立案している。

現在，橋梁の上部工（床版）更新を実施している工
事箇所は，東北自動車道で 1 橋，長野自動車道で 1 橋
であり，その内の東北自動車道の中山橋は，本年 6 月
夜間通行止を行い無事，工事が完了したところ。以下
に中山橋の工事概要を紹介する。

（1）工事実施状況（中山橋床版補強工事の概要）
中山橋（宮城県内　東北自動車道　仙台宮城 IC ～

泉 IC 間）の橋長は 29.1m（図─ 3，写真─ 1），橋梁
の形式は鋼単純鈑桁橋，床版取替面積は約 650 m2，
昭和 50 年に開通し約 40 年が経過している。平均断面

表─ 1　大規模更新等事業の規模

分類 区分 項目 主な対策 延長※ 1 事業費※ 2

大
規
模
更
新

橋梁
床版 床版取替 52 km 3,822 億円
桁 桁の架替 1 km 73 億円

小　計 3,895 億円

大
規
模
修
繕

橋梁
床版 高性能床版防水など 148 km 764 億円
桁 桁補強など 56 km 754 億円

土構造物 盛土・切土 グランドアンカー，水抜きボーリングなど 7,759 箇所 1,589 億円
トンネル 本体・覆工 インバートなど 51 km 1,800 億円

小　　　計 4,907 億円
合　　計 8,802 億円

※ 1：上下線別及び連絡等施設を含んだ延べ延長　
※ 2：端数処理の関係で合計が合わない場合がある

図─ 2　リニューアルプロジェクトロゴマーク
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日交通量は 3 万 2 千台/日（H26 年度平均），大型車混
入率 25％という条件の中，冬期の凍結防止剤（塩化
ナトリウム）の散布に起因する塩害が発生している状
況。

これまで床版増厚や部分打替えなどの補強，補修を
繰返し実施しているが，コンクリート床版のひび割れ
や剥離などの損傷が進行（写真─ 2）している為，劣
化した鉄筋コンクリート床版を取り外し，新しいプレ
ストレストコンクリート床版に更新する工事を行うこ
ととなった。

工事期間は下り線が平成 27 年 10 月 19 日～ 11 月 11
日（約 24 日間で完了），上り線が平成 28 年 5 月 23 日
～ 6 月 19 日（約 28 日間で完了）と上下線に分けて実
施した。

工事方法は既設床版を 17 分割し，桁から床版を油
圧ジャッキで取り外し，クレーンにて撤去後，工場で
製作されたプレキャスト PC 床版を搬入し，撤去した
床版の位置に並べ，床版と床版の間をコンクリートで
中詰めして一体化させ，1 橋丸ごと床版を更新する工
事となっている。

連日夜間通行止により工事を行ったが，事前の広報
活動の効果もあり，大きな混乱に至らず予定した期間
内で無事故で工事を完了した（図─ 4，写真─ 3）。

（2）今後の工事実施予定
平成 27 年度は橋梁の床版更新工事 5 件，橋梁の高

性能床版防水などの修繕工事 8 件などの公告を完了
し，工事着手に向けて取り組んでいるところ（表─2）。

更に平成 28 年度についても橋梁の床版更新工事 3
件，橋梁の高性能床版防水などの修繕工事 4 件の工事
見通しを本年 4 月に発表し，事業を加速させていく予
定である（表─ 3）。

図─ 3　橋梁一般図

写真─ 1　橋梁全景

写真─ 2　コンクリート床版の損傷
写真─ 3　工事状況（既設床版を撤去している様子）

図─ 4　交通規制イメージ
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5．おわりに

大規模更新等事業については様々な検討を重ね，昨
年度（平成 27 年度）から本格的に事業が開始されて
いる。事業の実施に当たっては，諸課題の解決にスピー
ド感をもって取り組み，高速道路の長期的な「安全・
安心」の確保に向け，関係機関と連携しながら事業の
推進に努める予定である。

今後，この大規模更新等事業の工事を着実に推進さ
せていく上で最も重要なことは，工事中にご不便をお
かけするお客様や工事周辺の地域の皆様への情報提供
の充実と考える。

事業の本格化に従い，各地で長期間に及ぶ交通規制

が散発することから，工事による交通規制の予定等を
事前に分かり易くお伝えするとともに，この事業の目
的や必要性を広く周知し，本事業が高速道路の安全性
を長期的に確保する上で必要な事業であることの理解
を得ながら着実に進めていくことが特に重要である。

 

表─ 2　平成 27年度工事一覧

区　分 工事名

橋梁床版更新工事

札樽自動車道　大野橋床版取替工事
東北自動車道　岩堰橋床版取替工事
東北自動車道　広瀬川橋床版取替工事
東北自動車道　吾妻橋床版取替工事
上信越自動車道　豊洲高架橋床版取替工事

橋梁修繕工事

道央自動車道　岩見沢管内舗装補修工事
八戸自動車道　八戸管内舗装補修工事
東北自動車道　青森管内橋梁補修工事
東北自動車道　十和田管内橋梁床版補修工事
東北自動車道　盛岡管内舗装補修工事
東北自動車道　北上管内舗装補修工事
北陸自動車道　H28 長岡管内舗装補修工事
北陸自動車道　H28 上越管内舗装補修工事

土構造物・トンネル修繕工事
その他

東北自動車道　十和田管内トンネル補修工事
北陸自動車道　上越管内盛土のり面補強工事
上信越自動車道　佐久管内のり面補修工事
上信越自動車道　閼伽流山トンネル補強工事

表─ 3　平成 28年度工事一覧

区　分 工事名 公告予定時期

橋梁床版更新工事
道央自動車道　勇払川橋床版取替工事 第 3 四半期
道央自動車道　島松川橋床版取替工事 第 1 四半期
道央自動車道　千歳川大橋床版取替工事 第 1 四半期

橋梁修繕工事

道央自動車道　苫小牧管内舗装補修工事 第 3 四半期
八戸自動車道　浄法寺～下田百石間舗装補修工事 第 3 四半期
磐越自動車道　いわき管内舗装補修工事 第 2 四半期
関越自動車道　H29 湯沢管内舗装補修工事 第 3 四半期

土構造物・トンネル修繕工事
その他

八戸自動車道　折爪トンネル補強工事 第 3 四半期
山形自動車道　笹谷トンネル補強工事 第 3 四半期
東京外環自動車道　東北線跨線橋 SFRC 舗装工事 第 2 四半期
上信越自動車道　蓬平工事 第 3 四半期
上信越自動車道　H29 上越管内のり面補強工事 第 3 四半期

［筆者紹介］
森脇　豊一（もりわき　とよかず）
東日本高速道路㈱
管理事業本部　管理事業計画課
課長代理
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首都高速道路における更新事業の取り組み

坪　野　寿美夫

首都高速道路㈱では，2013 年 1 月に「首都高速道路構造物の大規模更新のあり方に関する調査研究委
員会」より提言を受け，首都高速道路全線にわたる構造上，維持管理上の問題や損傷状況などを精査しな
がら検討を進め，首都高速道路の更新計画を策定し，2014 年 11 月より大規模更新・大規模修繕としてそ
の取り組みに着手した。

本稿では，先行して着手した 1 号羽田線（東品川桟橋・鮫洲埋立部）の更新工事を中心に，大規模更新
箇所として選定した 5 箇所の事業の進捗状況について報告する。
キーワード：大規模更新，大規模修繕，橋梁架け替え，床版取替え，長期耐久性，維持管理性

1．はじめに

首都高速道路は，1962 年の京橋～芝浦間（4.5 km）
の開通に始まり，2015 年度末現在で延長 310.7 km が
供用している。最初の供用から 50 年以上が経過する
現在においてもなお，首都圏の自動車交通の大動脈と
しての役割を担っているが，構造物の高齢化の進行や
過酷な使用状況などから構造物に多数の損傷が発生し
ている状況にある。

このような状況の中，当社では 2013 年 1 月 15 日に
「首都高速道路構造物の大規模更新のあり方に関する
調査研究委員会」（委員長：涌井史郎・東京都市大学
環境情報学部教授）より提言を受け，首都高速道路全
線にわたる構造上，維持管理上の問題や損傷状況など
を精査しながら検討を進め，首都高速道路の更新計画
を策定し，2014 年 11 月より大規模更新・大規模修繕
として，その取り組みに着手したところである。

2．更新事業の概要

大規模更新・大規模修繕は，2014 年 11 月 17 日に
日本高速道路保有・債務返済機構との変更協定を締

結するとともに，同年 11 月 20 日に国土交通大臣から
事業実施についての許可を取得して事業化している。

大規模更新・大規模修繕の実施箇所としては，首都
高速道路全線のうち，特に重大な損傷が発見されてお
り，対応しなければ通行止めなどの可能性の高い箇所
を選定した。なお，重大な損傷とは，橋桁の脱落や床

版の抜け落ちなど，構造上も走行安全上も道路の用に
供せない状態につながる損傷である。

大規模更新とは橋梁の架け替え，床版の取替えなど
をすることであり，1 号羽田線の東品川桟橋・鮫洲埋
立部，高速大師橋，3 号渋谷線の池尻～三軒茶屋，都
心環状線の竹橋～江戸橋，銀座～京橋の計 5 箇所（延
長約 8 km）を選定している。また，大規模修繕とは
構造物全体の大規模な補修をすることであり，延長約
55 km を選定している（図─ 1）。

3．大規模更新の進捗状況

（1）1号羽田線（東品川桟橋・鮫洲埋立部）
1 号羽田線（東品川桟橋・鮫洲埋立部）は，1963 年

12 月に供用し，供用後 50 年を経過した延長約 1.9 km
の区間である。東品川桟橋は海上部に建設されてお
り，橋桁と海水面との空間が極めて狭く，点検・補修
が非常に困難なうえ，海水による激しい腐食環境によ
りコンクリート剥離や鉄筋腐食等の重大な損傷が多数
発生している（写真─ 1）。また，鮫洲埋立部は，鋼
矢板を用いた仮設と同等の埋立て構造となっており，
鋼矢板等の損傷により，過去に路面の陥没等の重大な
損傷が発生したこともある（写真─ 2）。

更新にあたっては，最新の技術的知見及び技術基準
の適用により更新構造物の計画立案・設計を行い，長
期にわたる耐久性を確保する。また，維持管理の容易
な構造の採用や維持管理設備の設置等により，維持管
理性についても考慮する。

特集＞＞＞　維持管理・リニューアル
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東品川桟橋の更新では，海水面から一定程度離れた
高架構造とするため，桟橋全体を架け替えることとし
ており（図─ 2），桟橋構造区間約 1,200 m を鋼 6 径
間連続鈑桁橋 4 橋と鋼 3 径間連続鈑桁橋 1 橋に架け替
える計画である。設計における主な工夫点は以下のと
おりである（図─ 3）。

図─ 1　更新事業概要

写真─ 1　東品川桟橋部の損傷状況

写真─ 2　鮫洲埋立部の損傷状況

図─ 2　更新前後のイメージ図 図─ 3　東品川桟橋の更新構造イメージ
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①  維持管理性を確保するため，上部工に恒久足場を
設置

②  現場工程を短縮するため，工場製作のプレキャス
ト床版及び鋼製橋脚を採用

③  周辺構造物への影響低減が可能であり，仮締切兼
用とすることで現場工程を短縮することも可能な
鋼管矢板基礎を採用

鮫洲埋立部では，埋立土の地盤改良を行い，その上
にプレキャスト U 型ボックスを設置して路面を嵩上
げする計画である。設計における主な工夫点は以下の
とおりである（図─ 4）。

①  プレキャスト U 型ボックスには海際での耐久性
を確保するためエポキシ樹脂鉄筋を採用

②  地盤改良では現場工程の短縮と周辺構造物への影
響を低減するため大口径の噴射型地盤改良工法を
採用

また，更新工事においては，長期の通行止めを行う
ことは社会的影響が大きいため，施工時には交通への
影響を極力低減させる工夫が必要である。東品川桟橋・
鮫洲埋立部では，迂回路を設置し，半断面ずつ施工す
ることで長期にわたる通行止めを行わない施工を計画
している（図─ 5）。

迂回路の構造については，桟橋構造を検討していた
が，周辺への圧迫感を低減し，杭本数を削減できるパ
イルベント構造を採用することとした。これにより，
桁下空間を工事用道路として確保することも可能と
なった（図─ 6）。

（2）1号羽田線（高速大師橋）
多摩川を渡る高速大師橋は，1968 年 11 月に供用し

た 3 径間連続鋼床版箱桁橋である。本橋は多摩川への
河積阻害を極力回避するために橋脚間隔を長支間にす
る必要があり，当時の最先端技術であった閉断面リブ

（Y 型）を用いた鋼床版を採用し，上部工の軽量化を
図っている（図─ 7，8）。軽量化した剛性の低い上部図─ 4　鮫洲埋立部の更新構造イメージ

図─ 5　1号羽田線（東品川桟橋・鮫洲埋立部）の更新施工ステップ
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工であり，橋梁全体がたわみやすい構造であることに
加え，多くの自動車交通による使用状況などから，橋
梁全体に多数の疲労き裂が発生している。

補修・補強はその都度実施しているものの，新たな
疲労き裂が後を絶たない状況にあることから上部工を
架け替えることとした。架け替えにあたっては，現在
の構造基準に基づき，道路幅員を 16.5 m から 18.2 m
に拡幅する。また，現在の基準に基づいて上部工を設
計すると，上部工の死荷重が既設を大きく上回り，下
部工の耐力が不足することから上部工と合わせて下部
工も更新する。

高速大師橋は，2016 年 3 月に都市計画変更の告示
がなされ，同年 5 月に更新工事の契約手続きに着手し
た。工事は，河川内施工であるとともに，高速道路や
一般道路への影響を特に配慮した施工となるなど，非
常に難易度の高い工事のため，契約方式は 2014 年 6
月に改正された「公共工事の品質確保の促進に関する
法律」第 18 条に基づき，「技術提案を公募の上，その
審査の結果を踏まえて選定した者と工法，価格等の交
渉を行うことにより，仕様を確定した上で契約する」
方式（当社においては，この方式を「技術提案審査・
価格等交渉方式」と呼称）を試行導入した。

なお，本方式は 1 号羽田線（東品川桟橋・鮫洲埋立
部）の更新工事でも採用しているが，本工事では工事
契約に先行して設計契約を施工予定者と締結し，施工
予定者による実施設計に基づき仕様を確定した後，そ
の仕様に基づき工事契約の締結を行う「設計交渉・施
工タイプ」を試行的に採用した（図─ 9）。

図─ 6　迂回路の構造イメージ

図─ 7　高速大師橋の構造概要

図─ 8　高速大師橋構造概要図
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（3）3号渋谷線（池尻～三軒茶屋）
東名高速に通じ，交通需要の高い 3 号渋谷線のう

ち，池尻～三軒茶屋は 1971 年 12 月に供用した区間で
ある。共同溝及び鉄道トンネルと一体構造となってお
り（図─ 10），一般的な橋脚に比べ横梁の張出しが長
いなどの構造的な特性から，コンクリート床版に亀甲
状のひび割れが多数発生している（写真─ 3）。この
区間の大規模更新にあたっては，損傷状況に鑑み，床
版を取替えることとした。

床版の取替えにあたっては，地下構造への影響を考
慮し，床版の重量を増やさずに長期の耐久性が確保で
きるよう，コンクリート床版から鋼床版等の軽量な床
版に取替えることを考えている。施工法については，
交通影響を軽減するため，交通量が比較的少ない夜間
の車線規制による施工を検討している。また，当該区
間については，大規模更新と合わせて付加車線を設置

（別事業）することにより渋滞の緩和を図る計画とし
ている。なお，施工期間中は，付加車線の設置等によ
り上部工死荷重が現況よりも増加するため，本体工事
の施工に先立ち，地下構造物の補強を実施する予定で
ある。

当該区間は，2016 年 3 月に都市計画変更の告示が
なされたところである。2020 年東京五輪後の更新工
事着手に向け，現在，地下構造物の影響検討及び補強
設計を実施中である。

（4）都心環状線（竹橋～江戸橋，銀座～京橋）
都心環状線の竹橋～江戸橋と銀座～京橋はともに

1964 年の東京オリンピック前に供用した区間であ
り，構造物の高齢化や多くの自動車交通による使用状
況などから構造物全体に多数の損傷が発見されてい
る。両区間については，都市開発の動きと連携して更
新事業を進めていくことを計画しており（図─ 11），
現在，関係機関（国，東京都，中央区，千代田区等）
とその実施手法等を検討しているところである。

図─ 9　設計交渉・施工タイプの手続きの流れ

図─ 10　池尻～三軒茶屋の構造

図─ 11　都心環状線（銀座～京橋）における上部空間活用イメージ写真─ 3　コンクリート床版の損傷状況
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4．おわりに

首都高速道路の更新事業は，道路の安全・安心の確
保のためには不可欠なものであり，早期の実施が必要
である。今回報告のとおり，大規模更新については既
に現場工事に着手した区間があるなど，着々と事業を
進めているところである。また，今回報告できなかっ
たが，大規模修繕についても，鋼桁の当て板補強，鋼
床版の SFRC（鋼繊維補強コンクリート）補強，RC
床版の炭素繊維補強，塗装の高耐久化等，損傷，腐食
その他の劣化等に対する橋梁単位の全体的な補修工事

を進めている。
引き続き，お客様及び沿道の方々への丁寧な説明を

行い，ご理解，ご協力を得ながら事業を進めて参りた
い。

 

［筆者紹介］
坪野　寿美夫（つぼの　すみお）
首都高速道路㈱
プロジェクト部　構造設計室　更新設計課
課長
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移動式たわみ測定装置の紹介
舗装の構造的な健全度を点検する技術の開発

若　林　由　弥・寺　田　　　剛・藪　　　雅　行

近年，社会インフラに関するマネジメントの重要性が問われるとともに，人口減少に伴う技術者の不足
が懸念される中，膨大な社会インフラである舗装についても効率的な点検手法の確立が求められている。
舗装の点検においては，見えない下部の層の支持力も含んだ構造評価が重要であるが，現在広く使われて
いる FWD では，ネットワークレベルの評価を行うのには，多大な労力と時間を要するといった課題があ
る。本報文では，これらの課題に対応するため土木研究所が大学や民間企業と共同で進めている移動しな
がら舗装の構造的健全度を点検する技術について，開発の背景と成果について紹介する。
キーワード：道路舗装，舗装たわみ，レーザー変位計，ドップラー振動計，離散ウェーブレット解析

1．はじめに

日本の道路舗装は道路延長ベースで約 100 万 km 存
在する 1）。2012 年の笹子トンネル天井板落下事故以
降，社会インフラに対するマネジメントの重要性が問
われる一方で，人口減少に伴う技術者の不足が懸念さ
れる中，舗装においてもより効率的な点検手法の確立
が求められる。

こうした中，土木研究所では大学や民間企業と共同
で，移動しながら計測した舗装のたわみによって舗装
の簡易的な構造評価を行う技術の開発・試作を行った
ので，その成果について紹介する。

2．  従来の舗装の構造評価技術と本技術の位
置づけ

図─ 1 に示すように，舗装は表層，基層，路盤（上
層路盤，下層路盤）という複数の層から成り，それぞ
れ上の層から伝えられた荷重を下の層に分散して伝達

させる構造となっている。従って，各層の支持力を把
握することが舗装の構造評価において重要となる。

（1）日本における舗装の構造評価技術
現在，国や自治体では構造評価の指標としてひび割

れ率が採用されている。この指標は，対象区間の単位
面積あたりのひび割れ長さを求めた数値で，表層付近
のアスファルト混合物層の劣化については評価できる
ものの，路盤以下の層の支持力の低下については十分
に評価できていない。しかし，ひび割れ部から浸透し

特集＞＞＞　維持管理・リニューアル

図─ 1　舗装の構成と荷重分散機能

図─ 2　FWD（Falling�Weight�Deflectometer）と構造評価のイメージ
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た雨水などの影響で路盤層以下の支持力が低下する
と，舗装は交通荷重を十分に支えることができないた
め，路面の早期劣化や路盤層以下の損傷の拡大を招く
ことになる。

一方，路盤層以下を含む舗装全体の構造評価手法と
して，FWD（Falling Weight Deflectometer）による
たわみ測定が広く用いられている。FWD は重錘を落
下させて舗装に生じるたわみを測定し，各層の支持力
を評価する装置である。図─ 2 に FWD の外観および
FWD による構造評価のイメージを示す。FWD には
たわみを観測するセンサーが 1 列に設置されており，
発生したたわみの形状を観測することができる。載荷
位置で得られるたわみ量が同じであっても，載荷位置
付近が大きくたわんでいる場合には表層付近が劣化し
ており，ほぼ線形にたわんでいる場合は路盤以下が劣
化していることとなる。このように，どの層が劣化し
ているのかを把握することができるため，修繕工法の
選定などに活用されている。しかし，載荷地点毎（通
常 20 m 間隔）の測定であるため，局所的に支持力が
低下している箇所を見落とす可能性がある。また，1
点の測定に 2 ～ 3 分の時間を要し交通規制が必要であ
るため，ネットワークレベルの構造評価を行う場合に
は，多大な労力と時間を要することになる。

（2）MWD開発のコンセプトと位置づけ
MWD（Moving Wheel Deflectometer）は，車両の

輪荷重によって舗装に生じるたわみを，走行しながら
測定する装置である。本技術を用いることで，測定区
間内でたわみが局所的に大きい，すなわち舗装の支持
力が低下している箇所を効率的に見つけ出す事ができ
るため，より容易にネットワークレベルの構造評価を
行うことが可能となる。

海外では既に移動式たわみ測定の技術は実用化され
ている 2）。表─ 1 に海外における移動式たわみ測定装
置を示す。これらの装置は車体が大きいため，国内に
無数に存在する幅員の小さい道路や細かいカーブのあ
る区間では測定を行う事ができない。従って本開発に
あたっては，日本の道路を走行可能な大きさまで小型
化すること，小型化に応じた適切な測定手法や解析手
法を構築することを重視した。

3．MWDの開発

（1）たわみ測定手法
走行しながら舗装のたわみを測定する手法として，

MWD ではレーザー変位計による測定方法とドップ

ラー振動計による測定方法の 2 種類について検討して
いる。以下では，その 2 種類の測定方法について紹介
する。
（a）レーザー変位計によるたわみ測定手法
レーザー変位計は，対象物との距離の変動を測定す

る事ができるセンサーで，路面とセンサーの相対距離
の変動を測定することができる。図─ 3 にレーザー
変位計によるたわみ測定のイメージを示す。時刻 t に
車輪が位置 x にある時，車輪と同じ位置に設置したセ
ンサーの測定値を h0（x，t），車輪から距離 l だけ離
れた箇所に設置したセンサーの測定値を hl （x ＋ l，t）
と表す。（距離 l は車輪から十分離れて輪荷重の影響
を受けない位置までの距離）。このとき，車両の速度
を v とすると，位置 x における車輪直下に生じるたわ
み量 w（x）は，以下の式（1）で求めることができる。

w（x）＝ h0（x，t）－ hl（x，t － l
v ） ……………式（1）

すなわち，たわみを測定したい箇所において，車輪
が載る時と載らない時の変位の差をとることによって
たわみを算出することが出来る。

（b）ドップラー振動計によるたわみ測定手法
ドップラー振動計は，レーザー光の入射光と反射光

のドップラー効果による周波数変化を利用して，対象
物の振動速度を測定する装置である。従って，ドップ
ラー振動計で直接測定できるのは，舗装のたわみでは
なくたわみ速度である。図─ 4 にドップラー振動計
によるたわみ測定のイメージを示す。ドップラー振動
計によって得られるたわみ速度 dw/dt と車両速度 v
から以下のようにたわみの傾き dw/dx を求めること

図─ 3　レーザー変位計によるたわみ測定

表─ 1　海外の移動式たわみ測定技術

名称 開発国 車両全長
Rolling Wheel Deflectometer

（RWD）
アメリカ 53 ft（16.2 m）

Road Deflection Tester
（RDT）

スウェーデン 8.95 m

Traffic Speed Deflectometer
（TSD）

デンマーク 14.9 m
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ができる。
dw
dx ＝ dt

dx ・ dw
dt ＝ l

v ・ dw
dt  …………………式（2）

この傾きを積分することでたわみ形状 w（x）を算出
することができる。MWD ではたわみ形状をガウス関
数で近似し係数を算出している。

（2）試作機の作製と振動ノイズ除去手法の検討
（a）促進載荷用荷重車をベースとした試作機の製作
MWD を実際に開発するにあたり，土木研究所の舗

装走行実験場にて促進載荷試験に用いる荷重車をベー
スとした試作機を製作した。図─ 5 および図─ 6 に
レーザー変位計およびドップラー振動計の取り付け位
置を示す。図─ 7 に示す土木研究所構内の外周路に
て試作機を用いて測定を実施し，FWD 試験の結果と
比較したところ，車両の振動と思われるノイズ成分に
より，測定結果に大きな差異が生じた。そこで，レー
ザー変位計の測定値に対しスペクトル解析を行った。
図─ 8 に解析結果を示す。図中の D1，D4，D7 はレー
ザー変位計の番号である。2 ～ 3 Hz 付近の成分が卓
越しており，この部分が車体の振動成分であると推察
される。舗装のたわみに比べ車体の振動は非常に大き

図─ 4　ドップラー振動計によるたわみ測定

図─ 5　レーザー変位計の取り付け位置

図─ 6　ドップラー振動計の取り付け位置

図─ 7　土木研究所構内の測定区間
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いため，たわみを正確に求めるにはこの振動成分を取
り除く必要がある。

はじめに，センサーの架台にゲルマットなどのハー
ド的振動対策を施したが，かえって様々な振動成分が
増大するという結果となった。そこで，センサーの架
台を車両に剛結させることで車体とセンサーの振動を
一致させ，振動成分は離散ウェーブレット解析による
ソフト的振動対策により除去することとした。
（b）離散ウェーブレット解析による振動除去
離散ウェーブレット解析は時系列周波数解析の手法

の 1 つで，ウェーブレットと呼ばれる短い波の集合体
としてデータを解析する。時系列周波数解析として一
般的な手法にフーリエ解析があるが，フーリエ解析は
周期的な波の重ね合わせによってデータを表現するの
に対し，離散ウェーブレット変換では車両の振動のよ
うな不規則な振動成分を表現することができるという

大きな特徴がある。
図─ 9 に離散ウェーブレット変換によるノイズ除

去のイメージを示す。加速度計によって測定した上下
方向の加速度に対しウェーブレット変換を行い，逆変
換時に加速度がフラットになるように 0 にするウェー
ブレット係数を選択する。続いてセンサーの測定値に
対しウェーブレット変換を行い，先ほど設定した係数
を 0 にし，逆変換を行うことで車両の振動成分を概ね
取り除くことができると考えた。
（c）振動除去による精度の検証
土木研究所構内にて再測定を行い得られた測定結果

に対し離散ウェーブレット変換による振動の除去を行
い，たわみを算出した結果を図─ 10 および図─ 11 に

図─ 8　レーザー変位計のスペクトル解析結果

図─ 9　ウェーブレット変換によるノイズ除去

図─ 10　FWDたわみとMWDたわみの比較（レーザー変位計）

図─ 11　FWDたわみとMWDたわみの比較（ドップラー振動計）
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示す。同区間において 10 m 間隔で FWD 調査を行い
得られたたわみ量を比較した結果，レーザー変位計と
ドップラーセンサー振動計のいずれの場合も MWD
たわみ量は FWD のたわみ量と概ね一致し，離散
ウェーブレット変換によって車両振動成分の除去が可
能であることが分かった。

4．おわりに

本報文では，土木研究所で開発中の移動式たわみ測
定技術の紹介を行った。ここまで使用した促進載荷試
験用の荷重車は，促進載荷試験用の改造車であるため
実道を走行することができない。MWD を実用化する
にあたっては，実道を走行可能な装置の開発および検
証が不可欠であり，現在，図─ 12 に示すような，8
トン中型車両をベースとした新たな試作機を製作し，
検討を進めている。今後，サスペンションの種類や荷
重の違いがたわみの測定精度に与える影響について細
かく検証していく予定である。

老朽化が進む道路ストックの簡易な点検技術の開発
は喫緊の課題であり，本技術の実用化により，より効
率的な舗装の維持管理が行われることを期待してい
る。

謝　辞
なお，本報文で紹介した技術の一部は，国土交通省

新道路技術開発の採択技術「舗装路面の動的たわみ計
測装置の開発と健全度評価に関する研究」（研究代表
者 : 東京農業大学 竹内康教授）により行っている。こ
こに記して，感謝の意を表します。
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調整池法面改修工事に係るフェーシング機械
定張力ウインチを搭載した自走式ウインチの開発

桑　田　直　人

斜面上での舗装施工は機械等の機器保持が問題となり，傾斜が緩く機械の転倒角度以内で十分に安全が
確保できる場合を除き，上部もしくは下部からのサポートが必要である。この場合，ワイヤやロッドで固
定してしまうと施工機械の自由度は制限される。たとえばワイヤ巻き上げ装置（ウインチ）を用いて保持
すると，施工機械の移動はウインチの巻き上げ・巻き下げ速度に拘束されるものとなり，施工機械自身の
自由な移動を制約する事になる。そこで，施工機械重量の斜面分力に相当する反力を賄えば，施工機械は
自力で自由に斜面上を移動する事が出来る。この発想から，油圧ウインチのワイヤを斜面分力に相当する
張力で牽引し，それ以上の張力がかかる時は緩み，逆に緩んだ時はワイヤに斜面分力が発生するまで巻上
げを行う「定張力ウインチ」を開発した。

本報では，「定張力油圧回路」を応用した定張力ウインチの説明と，「定張力ウインチ」を搭載した自走
式ウインチポータと施工例に関して説明する。
キーワード：ダム，舗装工，切削工，フェーシング，ウインチ

1．はじめに

定張力ウインチとは，斜面舗装における切削や清掃
作業において，安全かつ円滑に作業を行うための定張
力油圧回路を備えたウインチのことである。

近年，治水管理用などの貯水池，調整池などは耐用
年数経過に伴う補修整備が行われるようになってきて
いる。これらの貯水池においてアスファルト混合物を
遮水層として使用している場合には，表面を切削，除
去して新たに混合物を舗設する補修工事が行われてい
る。一般的に貯水池の形状は斜面部と水平底面で構成
されており，特に斜面部の切削，作業には汎用の舗装
機械をそのまま使用することは出来ない。このような
斜面上の補修作業において，切削機を用いての切削作
業を効率的且つ安全に実施するため定張力ウインチを
開発した。

定張力ウインチは斜面上で作業する切削機を支持す
るウインチポータに搭載し，切削機の下面方向重量を
キャンセルする機能を備えている。定張力ウインチに
支持されることにより，切削機のオペレータが意図す
る作業速度で斜面上での切削作業を実施することが出
来るようになった。また，レーン変更時の移動速度も
同様に切削機のオペレータが自在に設定することが出
来る。これにより，単位時間当たりの施工量が向上し，

現場の出来高向上に貢献することが出来た。
本報は定張力ウインチ開発の背景とその技術的な説

明を行うとともに，実際の現場において確認された施
工効率の向上を報告するものである。

2．開発の背景

通常，斜面上で機械作業を行う場合，その機械の保
持が重要となる。斜面勾配が緩く，施工機械が斜面を
滑落するおそれが無い角度以内であれば，自走でも安
全に斜面上で作業を実施できる。しかしながら，斜面
勾配がきつくなるに従い，滑落を防ぐために施工機械
を保持しなければならず，一般的には斜面上部，又は
下部からの支持が必要となる。これまで斜面上で切削
機を用いて切削作業を行う場合，切削機の走行用油圧
モータのネガティブブレーキを手動により解除して，
牽引自在の状態にしたうえでウインチポータに備えた
ウインチの牽引により作業を行ってきた。その際に切
削機は自走できる状態ではないため，斜面下方から上
方に向かい切削作業を行ってきた。

例として，斜面勾配 21.8 度（40％勾配）において
切削幅員 1 m の切削機で作業する場合，切削幅員が
1 m の切削機重量が 7000 kg とすると，切削機重量の
斜面下方方向の分力だけで，sin21.8°× 7000 kg ≒

特集＞＞＞　維持管理・リニューアル
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2600 kg となる。実際にはここに走行抵抗と切削抵抗
を加算し，さらに安全率を乗じなければならないの
で，ウインチ牽引力は 4000 ～ 5000 kgf 級のものが要
求される（図─ 1）。そのためウインチポータは，ウ
インチ牽引力に対抗できる重量の大型機種を配置しな
ければならなかった。ここでの斜面での走行抵抗と切
削抵抗は経験値に基づき設定されたものである。特に
切削抵抗は切削時の切削深さ，切削速度等に左右され
るため定数化することは困難である。

新規の建造物として斜面作業を行う場合と異なり，
補修・改修工事においては堤頂部周辺に既設の構造物
などが配置され，作業エリアに制約を受けることにな
る。従って施工性を向上させるためには斜面切削作業
に使用するウインチポータは小型で機動性のある機種
の配置が要求される。定張力ウインチはそのような現
場の要求に基づき開発されたものである。

3．  新規開発の定張力ウインチ搭載ウインチ
ポータ

（1）定張力ウインチの原理
前述のとおり，堤頂にウインチポータを配置して切

削機を支持する場合，ウインチポータの牽引により切
削作業を行う。従って切削作業はウインチの牽引速度
に支配されるため，切削機の能力を最大限発揮するこ
とが出来ない。

そこで図─ 2 に示すように，施工機械重量の斜面
下方方向分力 H と同じ力 F́ で釣り合うように反力相
当の力を滑車の先にウエイトで賄えば施工機械の斜面
分力はキャンセルされ，平地で作業するときと同様の
自由度で，自力で切削作業することが出来る。

このようなウインチシステムが実現されれば，切削
機が自走で降下する時はワイヤに F を超える張力が
働きワイヤは巻き出される。逆に切削機が自走で登板
する時はワイヤロープが緩もうとするので，ウインチ
によりワイヤは巻き取られる。また，切削機は斜面上
の任意の位置で停止する事も出来る。この機能をウイ
ンチの油圧回路に組込み，常にワイヤを斜面分力相当
F で緊張するシステムが定張力ウインチである。実際
にはウエイトに相当するウインチトルクは油圧回路の
圧力調整により行う。従って状況に応じてウインチト
ルクは自在に設定可能で，切削機以外の斜面施工機械
の牽引にも応用可能である。

（2）定張力ウインチ油圧回路
図─ 3 に定張力ウインチの油圧回路を示す。実際

にはウインチ落下防止用カウンタバランスバルブや
モータのネガティブブレーキ回路等が組込まれている
が，ここでは回路図を簡略化するために省略してい
る。圧力調整を容易にするため，定張力圧力制御用リ
リーフバルブ⑤は遠隔操作できる仕様である。

（3）定張力ウインチ油圧回路の圧力設定
（a）斜面上での切削方向
定張力ウインチにより切削機を支持するので，斜面

上を自走により切削することが可能である。従って切
削方向は斜面登坂方向，下降方向，何れの方向でも選
定することが出来る。法肩までの確実な切削を実施す
るためと，定張力ウインチに掛かる負荷を低減するた
めに切削方向は斜面下り方向で実施することとした。
この時の自重 7000 kg の切削機の斜面下方方向分力は

「2．開発の背景」で示した通り sin21.8°× 7000 kg ≒

図─ 1　斜面上の切削機に働く力の関係

図─ 2　定量力ウインチの原理イメージ
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2600 kg である。
（b）  実作業において定張力ウインチに求められる

張力の推測
これまでの経験とメーカの助言から，15 度の斜面

（約 27％勾配）の登坂においては滑落の危険が無く，
安全に作業が出来ることが確認されている。15 度の
斜面の斜面下方方向の分力は，sin15°× 7000 kgf ≒
1800 kgf となり，この分力相当を定張力ウインチの張
力からキャンセル出来ると考え，定張力ウインチに求
められる張力は 2600 kgf － 1800 kgf ＝ 800 kgf と設定
した。この方針が正しいか試験施工にて確認を行った。
（c）  試験施工における定張力ウインチの圧力設定の

確認
弊社機械センターでの試験施工により，張力 600 

kgf ～ 800 kgf の設定で安定した登坂と切削作業が出
来ることが確認できた。この結果から現場作業におけ
る「定張力圧力制御用リリーフバルブ」設定圧力を決
定した。
（d）斜面切削機
採用した切削幅員 1 m の切削機は「範多機械製

CRP100」。車体前後方向のエンジン傾斜許容傾斜角度
は 30 度なので，21.8 度の斜面上での施工に特に問題
はない。

（4）定張力ウインチ搭載ウインチポータ
定張力ウインチを搭載したウインチポータと切削機

による斜面切削作業状況を写真─ 1，図─ 4 に示す。
この現場の斜面勾配は 21.8 度（40％勾配）である。
ウインチポータの概略仕様を表─ 1 に示す。

図─ 3　定張力ウインチ油圧回路

図─ 4　ウインチポータの配置と切削方向

写真─ 1　斜面切削作業状況

表─ 1　ウインチポータ仕様

主要寸法
全長 7570 mm
全幅 3000 mm
全高 3000 mm

車体重量 14100 kg
エンジン出力 110 kW

ウインチ能力
最大牽引力 22 kN/17 MPa
動作速度 0 ～ 70 m/min
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4．開発結果

（1）技術的効果
「2．開発の背景」で述べたとおり，切削幅員 1 m

の小型切削機でも従来であればワイヤ牽引力 5000 kgf
超のウインチポータが要求された。その際，ウインチ
ポータもウインチ能力に応じて大型のものになる。定
張力ウインチを搭載することにより，同じ切削機を支
持するにもワイヤ張力が 800 kgf 程度に抑えることが
出来る。従って，定張力ウインチを搭載することを前
提にウインチポータを設計すると表─ 2 に示す通り
小型省力化が図れる。

（2）経済的効果
調整池改修工事での施工計画段階における日当たり

施工量，稼働日数を施工実績と比較した。表─ 3 に
ある曲面部は斜面が曲面により構成されている箇所，
直面部は短冊を並べたような面であり曲面部に比べ施
工は容易である。この表に示すように「定張力ウイン
チ」と切削機の組合せにより計画稼働日数 48 日間に
対して，実績 33 日間で施工を完了し，15 日間の削減
が出来た。

なお，計画にある 1 日当たりの施工量は官積算資料
に基づく。

（3）施工または実績
定張力ウインチはこれまで 4 台の自走式ウインチ

ポータに搭載した。導入した現場は前述の調整池改修
工事の他 2 現場である。

5．その他機械への応用

調整池改修工事においては切削機のみならず，定張
力圧力を調整することにより斜面清掃車の支持も行っ
た。自走により斜面清掃作業を行えるので，斜面切削
作業と同様効率的な作業を実施することが出来た（写
真─ 2）。

本工事では使用しなかったがホイールローダ，ク
ローラダンプ等斜面運搬機械等にも応用が可能であ
る。但し，運搬機械は荷卸し前後で車体総重量が変わ
るので，ウインチ牽引力の調整に注意が必要である。

6．おわりに

本報では，新規に開発を行った定張力ウインチポー
タの原理と導入効果に関して報告を行った。斜面での
機械施工の難しさを少しでも緩和する斜面特殊機械の
開発により，斜面切削技術を確立すると共に，施工効
率と品質の向上に繋げる事が出来た。

定張力ウインチを使用した施工方法は特許出願中で
ある。

 

《参考文献》
 1） 平成 27 年度 建設施工と建設機械シンポジウム　報文

［筆者紹介］
桑田　直人（くわだ　なおと）
鹿島道路㈱
機械部　開発・設計課

表─ 2　ウインチポータスペック表

　 従来施工用
ウインチポータ

定張力ウインチ搭載
ウインチポータ

最大ウインチ牽引力 70 kN 10 kN
必要ウインチ牽引力 50 kN 6 kN

ワイヤ径 φ 20 mm φ 10 mm
車体重量 18600 kg 8000 kg 以下

写真─ 2　定張力ウインチに支持された清掃車による斜面作業

表─ 3　切削作業の稼働日数：計画と実績の対比

計　　画 実　　績
斜面施工エリア 曲面部 直面部 曲面部 直面部
施工量（m2/ 日） 140.4 238.8 242.5 285.6

面積（m2） 3980 4550 3980 4550
稼働日数（日） 29 19 17 16
稼動日数合計 48 33
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1．  はじめに

1962 年に日本で初めて民間企業によるセキュリ
ティサービスが誕生してから，半世紀以上が経過した。
常駐警備に代表される人的警備から始まったセキュリ
ティサービスは，オンラインセキュリティサービスへ
と進化した（図─ 1）。ご契約先の施設にはセンサと
コントローラを設置し，コントローラを通じてコント
ロールセンターと 24 時間オンラインで繋がっている。
センサが異常検知すると通信回線を介して異常信号が
コントロールセンターに送られ，管制員が状況確認を

行う。全国各地に約 2830 カ所の緊急発進拠点があり，
最寄りの拠点から警備員が管制員の指示に従ってご契
約先に急行し迅速かつ適切に対処する。また，必要に
応じて警察や消防への通報を行う。

近年では社会を脅かすリスクが増大し，求められる
セキュリティサービスへの要望も高度化している。広
い監視エリアにおいて異常事態が発生した場合には，
素早く正確な状況把握が不可欠であるが，その手段と
して広域を一望監視できる上空からの俯瞰が非常に効
果的である。我々は，ドローンや飛行船を利用して上
空から監視するサービス，さらには侵入を許可されな
いドローン自体を検知するサービスも提案している。

本稿では，これらの空の監視サービスについて紹介
する。

2．民間防犯用自律型飛行監視ロボット

2015 年 12 月 10 日の改正航空法の施行にあわせて，
民間防犯用としては世界初の自律型飛行監視ロボット

「セコムドローン」のサービス提供を開始した。画像
技術・センシング技術・空間情報技術などの技術を結
集した世界に例のない独創的なセキュリティサービス
であり，既存のオンラインセキュリティシステム（図
─ 1）と組み合わせてサービスを提供する。

（1）「セコムドローン」の目的
広い敷地を有する施設では，不審車両や不審者の映

像を確実に捉えるため，敷地内に固定の監視カメラを

天　本　晴　之

セキュリティサービスは常駐警備に代表される人的警備からオンラインセキュリティサービスへと進化
してきた。しかし，新たな脅威は時代の変化と共に発生し，求められるセキュリティサービスへの要望も
高度化している。我々は，上空から俯瞰し一望監視することは，脅威をいち早く発見するために効果的で
あると考え，ドローンや飛行船を利用して上空から監視するサービスを提案している。さらには侵入を許
可されないドローン自体を検知するサービスも提案しており，本稿ではこれらの空の監視サービスについ
て紹介する。
キーワード：ドローン，ドローン検知，飛行船，オンラインセキュリティシステム，警備

ドローン等を活用したセキュリティ
サービスと新たな脅威への対応

図─ 1　オンライン・セキュリティシステムのサービスイメージ
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設置する事例が増えている。固定の監視カメラは防犯
上有効ではあるが，遠くにいる不審車両や不審者の，
特定の決め手になる車のナンバーや人の顔，身なりな
どが，固定カメラの映像では不鮮明になる場合がある。

本サービスは，ご契約先の敷地内に予めドローンを
待機させておき，不審車両や不審者の侵入事案発生時
に，いち早く事案発生箇所へドローンを急行させ，搭
載するカメラ等によって詳細な状況を撮影・記録し，
コントロールセンターへリアルタイム映像等を送信す
ることで，管制員が異常事態の早期確認を可能とする
サービスである。郊外型の店舗，スーパー，工場，倉
庫などの駐車場・敷地内など，比較的広域なエリアの
監視には，ドローンの高い機動力は非常に有効である。

（2）システム構成
ドローンのセキュリティシステムの構成を図─ 2 に

示す。ご契約先の敷地内には予めレーザーセンサ，コ
ントローラ，ドローン格納部を設置しておき，ドロー
ンを待機させておく。レーザセンサで侵入者等を捉え
るとコントローラーを通じて即座に位置情報等が送信
されドローンが離陸する。そして，侵入した車両や人
物に上空から接近し，近距離で車両の周囲を飛行し，
車のナンバーや車種，ボディカラー，人物の顔や身な
りなどを撮影する。この映像を無線通信によりセコム
のコントロールセンターに送信することで，不審車両・
不審者の把握・追跡・確保に役立てることができる。

また，ドローンが飛行している間，警備員はご契約
先に急行しており，管制員は必要に応じて警備員に情
報提供したり警察に連絡したりする。

（3）「セコムドローン」の機能と機体仕様
我々が開発したドローンは図─ 3 に示すように，4

つのプロペラを利用し自律飛行する。我々のドローン
は，飛行可能エリア内において最適な経路を自動生成
し飛行する完全自律型のドローンである。そのため，
ドローン内には予め登録されたご契約先の敷地内の 3
次元マップを持っている。この 3 次元マップには自由
に飛行できる「飛行可能エリア」，障害物等のため飛
行不可な「障害物エリア」を事前に設定しており，「飛
行可能エリア」内のみを飛行するよう制御されている

（図─ 4）。ドローンはこの 3 次元マップをもとにレー
ザーセンサが検知した不審車両・不審者の位置までの
最も適切な経路を自動で計算して自律飛行する。

不審車両・不審者が移動しても常に適切な経路を割
り出し，素早く追跡する。仮に不審者がドローンを攻

表─ 1　ドローン本体の機体仕様

サイズ 幅 570 mm（対角 685 mm）×奥行 570 mm
×高さ 225 mm

質量 2.2 kg（バッテリーを含む）
最高速度 約 10 km/h
飛行高度 3 ～ 5 m（不審者・不審車両追跡時）
連続飛行可能時間 約 10 分
カメラ・照明 広角レンズを備えたカラーカメラ，白色

LED（夜間もカラー撮影可能）
センサ GPS，高度（測距・気圧），方位，加速度，

ジャイロ，障害物検知図─ 2　「セコムドローン」の構成

図─ 4　3次元マップの概念図

図─ 3　「セコムドローン」本体
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撃しようと近づいてきても常に一定距離を保ちながら
回避し，逆に逃走を図っても追跡し撮影をし続ける。
ドローンには障害物検知センサが搭載され，障害物を
検出すると障害物を回避する経路に変更し自律飛行を
継続する。ドローンはご契約先の敷地外には決して出
ることはないが，逃走方向を撮影することでコント
ロールセンターに正確な情報を提供することができ
る。

なお，ドローンは夜間も飛行が可能で，搭載されて
いる白色 LED の照明により夜間でもカラー映像を取
得することができる。

3．ドローン検知システム

近年，ドローンは航空撮影や災害時の調査，物資の
配送などさまざまな分野での活用が期待されている。
一方，各種施設や，多くの人が集まるイベント会場な
どでの落下事故等も発生しており，今後，ドローンを
悪用した犯罪の危険性も懸念されている。そのため
我々は，侵入を許可されないドローンの飛行禁止エリ
アを設定し，当該エリアに侵入したドローンを検知す
る新しいシステム「セコム・ドローン検知システム」
を開発した。ドローンが監視対象の半径 100 m 以内
の距離に接近してくると検知することができる（図─
5）。

「セコム・ドローン検知システム」は，高感度マイ
クロ波レーダー，3D 指向性マイク，近赤外照明付高
速パンチルトズームカメラの 3 つから構成され，これ
らのセンサ情報や映像情報は監視卓で確認する事が出
来る。

マイクロ波レーダーからは電波を発信しており，物
体に反射して戻ってくるまでの時間を計測すること
で，飛行物体までの距離を測る（図─ 6）。そして，

このマイクロ波レーダーを回転させることで半球状に
全方位半径 100 m の範囲を監視し飛行物体の方向と
距離を算出することができる。これにより，飛行禁止
エリアにドローンが侵入してきたことを検知する。

近赤外照明付高速パンチルトズームカメラはマイク
ロ波レーダーと連動しており，飛行物体を自動で追跡
し撮影する。監視卓に表示する映像は広域と詳細の 2
種類があり，ドローン本体と飛行周辺の様子を同時に
確認できるようになっている。また，夜間にドローン
が侵入することも想定されるため，近赤外照明を利用
しており，暗闇の 100 m 先でも確認が可能である（図
─ 7）。

さらに，3D 指向性マイクはマイクアレイの構造と
なっており，レーダーが検知した方向の音を効率良く
集音できる。

本システムにより，監視者は侵入したドローンを早
期に発見し，対処することができるようになる。

4．防犯用飛行船

大規模なイベントを開催する競技場や広大な敷地に
おけるセキュリティ強化等で活用できるように，2014
年 12 月に民間防犯用としては世界初の自律型の飛行
船「セコム飛行船」を発表した（図─ 8）。複数台の
高精細カメラ，熱画像カメラ，指向性スピーカー，集
音マイク，サーチライトを搭載させた飛行船をあらか

図─ 6　マイクロ波レーダーによるドローン検知の仕組み

図─ 5　��ドローン検知システムの利用イメージ（①天頂面監視用と水平面
監視用の高感度マイクロ波レーダー，② 3D指向性マイク，③近
赤外照明付高速パンチルトズームカメラ）

図─ 7　100 m先のドローン監視映像
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じめ設定した警戒エリアの上空で飛行させ，広域を詳
細に監視し，異常の早期発見ならびに災害時の迅速な
状況把握や避難誘導の支援を行う。

また，飛行船及び連携するセコムドローンと地上に
設置された防犯センサ，防犯カメラ等の情報をリアル
タイムでデータセンターに送ることで，有事の際には
データ解析技術を活用しながら警備員による的確な対
応ができるようになる。2016 年 2 月の「東京マラソ
ン 2016」にて係留型の防犯用飛行船を初めて導入し
た。

5．おわりに

セキュリティサービスは常駐警備に代表される人的
警備からオンラインセキュリティサービスへと大きく
進化し，近年では先端技術を活用した民間防犯用自律
型飛行監視ロボット，ドローン検知システム，及び防
犯用飛行船を利用したサービスへと更に進化し続けて
いる。我々は，最新の技術をサービスのツールとして
有効に活用し，サービスにかかわる「人の力」を増幅
してきた。本稿で紹介したセキュリティサービスは，
いずれも「人の力」を増幅するものであり，いち早く
異常を発見し，状況を正確に把握し対処することを目

指したものである。
今後も社会情勢の変化や技術革新により，新たな脅

威が出てくることが予想されるが，これからも我々は
より安全・安心な社会を目指して，革新的なサービス
システムを創造し社会に提供していきたいと考えてい
る。

 

図─ 8　防犯用飛行船の利用イメージ

［筆者紹介］
天本　晴之（あまもと　せいじ）
セコム㈱
IS 研究所
センシングテクノロジーディビジョン
新領域創生グループ



107建設機械施工 Vol.68　No.10　October　2016

「日本 1 0 0 名城」めぐりのすすめ
加　藤　雅　美

初めまして。30 代会社員，2 児の母です。ご縁あっ
て今回ずいそう原稿作成の依頼をいただき，趣味の「日
本 100 名城」めぐりについて書いてみたいと思います。

1．「日本 100名城」とは

Wikipedia より引用すると，「日本 100 名城」とは，
数ある日本の城のうち財団法人日本城郭協会が 2006
年に定めた名城の一覧である。同協会が 2007 年に迎
える設立 40 周年の記念事業の一環として，2005 年に
日本国内の名城と呼ばれる城郭を公募し，2006 年 4
月 6 日の「城の日」に認定した（発表は同年 2 月 13 日）。
観光地としての知名度や文化財や歴史上の重要性，復
元の正確性などを基準にして，歴史や建築の専門家な
どが審査の上で選定したとされる。2007 年 6 月 2 日
からは，選定された全国の 100 城を巡る『「日本 100
名城」選定記念スタンプラリー』が開始された。（引
用終わり）
「日本 100 名城公式ガイドブック」によると，選定

基準は①優れた文化財・史跡であること，②著名な歴
史の舞台であること，③時代・地域の代表であること，
とあります。城は弥生時代に誕生し，古代・中世と変
遷をとげ，織豊時代に日本独自の美しい近世城郭を完
成させ，幕末にその役割を終えました。「日本 100 名城」
はいずれも各時代・地域を代表する専門家が厳選した
名城で，それぞれに見どころがあり，楽しみながら日
本の歴史を学ぶことができます。公式ガイドブックに
は各城の見どころやアクセス方法はもちろん，城の見
方などの城に関する基礎知識も盛り込まれ，「日本
100 名城」めぐりには必携の 1 冊です。

2．私が思う「日本 100名城」の魅力

① 47 都道府県すべてにある
「日本 100 名城」すべてをめぐると，47 都道府県す

べてに行くことができます。自分の住んでいる都道府
県にも1つは必ずあり，誰にでも始めやすいと思います。

②スタンプラリー
「日本 100 名城公式ガイドブック」には，スタンプ

帳が付属しています。城を訪ねてスタンプ帳にスタン
プを押すと，訪問の記念になり，達成感もあり，不思
議とさらに集めたくなっていきます。

③建築物だけではない見どころを気づかせてくれる
城というと，真っ先に城郭建築の象徴ともいえる「天

守」を思い浮かべる方が多いのではないかと思います。
数ある天守の中でも現存 12 天守は特にすばらしく，
美しい姿が魅力ですが，「日本 100 名城」には天守が
ない城も多数含まれています。後にも述べますが，城
の楽しみ方は人それぞれ，山城をハイキング気分でめ
ぐるもよし，整備された公園をゆっくり散歩するもよ
し，ご当地グルメを楽しむもよし，きっと自分なりの
楽しみ方が見つかると思います。

3．個人的な楽しみ方

城の楽しみ方は人それぞれ，私の個人的な楽しみ方
を紹介します。

①写真を撮る
カメラに詳しくはありませんが，城に行くと写真を

ガイドブック：「日本 100 名城」公式ガイドブックとスタンプ帳。旅の必
携アイテム
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撮りたくなります。美しい天守を眺めながら周囲を
ゆっくり歩き，自分のお気に入りの角度を見つけると
嬉しくなります。

天守はなくとも印象的だったのが津山城です。「よ
みがえれ！津山城天守」というアプリをスマホにダウ
ンロードし，指定の場所で天守のあった方向を撮影す
ると，失われた天守が現在の風景の中に再現されるも
ので，天守と一緒に記念撮影も可能です。時代の流れ
を感じます。

②石垣チェック
石垣には大小様々な石が積まれていますが，中には

ひときわ目を引く巨石がある場合があります。「これ
だけ大きな石を運ばせることができる」という城主の
権力の大きさを示すもので，石垣を見つけると宝探し
気分で探しています。

石垣は時代により石の積み方が異なります。二本松
城は城内に野面積と打込接という異なる積み方の石垣
を見ることができて興味深いです。城をめぐるうちに，
だんだんと視点がマニアックになっていくのを感じま
す。

③先人に思いを馳せる
「こんな山の上にどうやって城を築いたのだろう」

「どうやってこんな大きな石を運んだのだろう」「どう
やってこんな大きな堀を掘ったのだろう」等，電気も
車もない時代に城を築いた先人の計り知れない苦労に
思いを馳せます。

安土山に登ると，「織田信長もここに立って同じよ
うに山からの景色を眺めたのだろうか」などと考えて
しまいます。気分は戦国武将です。

④ご当地グルメ
これは城めぐりに限ったことではありませんが，旅

行の楽しみのひとつに食事があります。高知城を眺め
ながら食べたアイスクリン，後楽園のビアガーデンで
ライトアップされた岡山城を見ながら飲むビール，城
とグルメを一緒に楽しむのもまた一興です。

4．私の好きな城

さまざまな城をめぐってきましたが，現在の一番の
お気に入りは松本城（長野県）です。現存 12 天守の
なかでも国宝に指定された 4 城（他は姫路城，犬山城，
彦根城）のひとつで，北アルプスの山々を背景に，水
堀に囲まれどっしりとそびえる黒い天守の姿がとても
美しいです。松本城は戦を経験したことのない城です
が，天守には矢狭間や鉄砲狭間，石落としなど，戦に
備えた設備が多くみられ，軍事施設としての武骨な雰
囲気が感じられます。

これと対照的なのが，天守に併設された月見櫓です。
江戸時代の泰平の世に，3 代将軍徳川家光が松本城に
宿をとることになり築造されたものです。薄い板戸だ
けの建物で，三方を朱色の漆が塗られた刎ね勾欄を施
した回縁がめぐっており，黒い天守に月見櫓の朱色が
ひときわ映えます。結局徳川家光は道中の落石等によ
り松本城には来なかったようですが，この平和の時代
を象徴した月見櫓と，武骨な天守とのコントラストが
他の城にはない松本城の魅力です。

金沢城：石垣の巨石発見

備中松山城：日本一高いところにある山城（標高 430 m）大河ドラマ「真
田丸」のオープニングCGでも使用されている。こんなに高いところにこ
んな石垣を…（写真中央で手を広げているのが筆者）
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─かとうまさみ　㈱ヤザワコーポレーション─

5．おわりに

私が「日本 100 名城」を知ったのは，大学の同級生
がテレビで見た「日本 100 名城」めぐりにはまり，地
元の川越城に一緒に行かないかと誘ってくれたからで
した。これがきっかけとなり，この同級生が現在の主
人です。「日本 100 名城」がなかったら，今の私はなかっ
たかもしれません。そう思うと，「日本 100 名城」に
は本当に感謝しています。元々日本史と旅行が好き
だった私も「日本 100 名城」めぐりが好きになり，今
では夫婦の共通の趣味として楽しんでいます。

現在 100 城のうち約半分をめぐったところです。近
郊の城からめぐったために遠方の城が多く残っている
ことや，家族が増えたことで城めぐりのペースは近年
落ち着いていますが，家族共通の趣味，ライフワーク
として，いつの日か 100 城制覇をめざしてゆっくり続
けていきたいと思います。
「日本 100 名城」めぐりの楽しみ方は人それぞれ，

もし少しでも興味を持たれたら，まずは地元のお城を
チェックしてみてはいかがでしょうか。これまで知ら
なかった，新しい発見があるかもしれません。

松本城：天守と月見櫓（右端）。私はこの角度の松本城が一番好き
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2 回目のハワイ旅行で思う事
諸　橋　良　二

入社 19 年目にして初めて社員旅行が海外となりま
した。会社としては以前にも海外へ社員旅行に行った
ことがあったそうですが私が入社するずっと前の話で
す。その時と同様に社員を何班かに分け，順番に旅行
へ行く事となり，私は最後の班での出発となりました。

行先は新婚旅行と同じハワイだったので，6 年前の
記憶を辿ってみると，出発前に予定を立てたのを思い
出します。あの店でパンケーキが食べたい，乗馬もし
てみたい，ゴルフもしたいな，やっぱりビーチは外せ
ない等短い日程に可能な限り詰め込んだものです。

前回より 1 泊少ないこともあり，女房と相談し今回は
あまり予定を立てずのんびりしようと決め，現地でのア
クティビティには申し込まず，唯一のプランはショッピ
ングだけで 2 回目のハワイ旅行に向かいました。

ホノルル空港に降り立つと期待通りの暑さが待って
いて，先行者から「ずっと雨だった」との話を聞いて
いたので自分の運の良さに安堵しました。ホテルに
チェックインするまでまだ時間があったのでバスで免
税店に向かいショッピングが始まります。ここでも別
の先行者から「着いてすぐ 700 ドルぐらい買い物して
しまった」との話を聞いていたので，女房に「まだ初
日だからな」と言い聞かせ事なきを得ました。夕飯は
セッティングされていた鉄板焼き屋で会社の人達と一
緒に食べ，その後散歩がてらアラモアナショッピング
センターを見学して初日が終了。

翌日は我々夫婦と同僚 2 人と一緒にアウトレットへ
買い物に向かいました。ここは 6 年前にも訪れた思い
出の場所で，当時はドルを円に換算してやっぱりこっ
ちは安いなと思ったものです。値札を見て思った通り
の安さが購買意欲に拍車をかけます。気がつくと大き
い紙袋がいくつも両腕にぶら下がっていて，最近日本
でもよく見る「爆買い」状態となっていました。

同僚との待合せ場所で待っていると 2 人が向こうか
ら歩いてきます。その手には小さい紙袋が 1 つか 2 つ
しかありません。大量の紙袋に囲まれた私を見て，ニ
ヤけた表情で「爆買い」の一言。込み上げてくる恥ず
かしさにここでのショッピングが我々唯一の目的なの
だからと必死に自分に言い訳します。

その後，重たい荷物をホテルまで運び，ビーチに向
かいます。海で泳ぐ人，日焼けする人，サーフィンす
る人，みんな楽しそうで見ているだけで楽しくなるこ

の雰囲気が大好きです。ルールといえば飲酒・喫煙禁
止ぐらいで年齢も体型も関係なくただ海で遊ぶことを
目的に色々な国の人が集まって，トラブルも起きない
この状況は凄いなと思います。みんながマナーを守れ
ば細かい規則なんて不要だという代表的な場所ではな
いでしょうか。

唯一の目的のショッピングが終わり，ビーチも満喫
したので達成感に浸っていましたが，SNS で友人か
らあそこのあれが美味しいとかお土産にはあれがいい
など新たな情報が入ります。3 日目は早速情報のあっ
たアサイーボウルが有名なカフェに朝食がてら向かい
ました。しかし，そこは現金オンリーでカードが使え
ません。メニューを見ると手持ちの現金でぎりぎりア
サイーボウルが 1 つ注文できます。食べてみるととて
も美味しくてこれだけを食べにくる人がいても全然不
思議ではありません。実際，周りに数人の日本人がい
てみんなアサイーボウルだけを食べていました。これ
なら我々夫婦がお金がなくてこれしか食べれないとは
誰も思わないだろうなとほっとしました。

最後の夕食は会社の身近な仲間とこれまた SNS で
情報をもらった日本料理のお店で過ごしてあっという
間に帰りの日を迎えました。

大体日本語が通じると聞いていたハワイでも日本語
の通じない方もいて，その方たちとの拙い英語での会
話や逆に日本人同士がちょっとした時に「サンキュー」
と挨拶するのを見たりすると外国にいるんだなと微笑
ましい気持ちになりました。私自身は 2 回目というこ
とで大した不安もなく，充分にハワイを楽しめたと思
います。とはいえ爆買いしてみたり，所持金が少なく
て食事を我慢したりと失敗もしました。仕事の時に 1
度注意したことをまた失敗した後輩を叱ったことを思
い出します。しかし，1 度の経験で全てを理解するこ
とは不可能で 2 回目には 2 回目だからこそ分かること
や出来ることがあるという事を念頭に今後はアドバイ
スしていこうと反省しました。

入社 20 年を目前に初心に帰り，自分を見つめ直す
機会を貰えたのでありがたかったです。今後は 3 回目
のハワイ旅行ができるように日々，精進していこうと
心に誓いました。

─もろはし　りょうじ　範多機械㈱　特販部課長─
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昨年 11 月に，国土交通省より建設現場の生産性向
上を目標とした取り組み「i-Construction」が発表さ
れた。
「i-Construction」は，① ICT の全面的な活用②規

格の標準化③施工時期の平準化を取り組みの柱に挙げ
ている。特に建設現場では，起工時の測量から設計照
査，施工，検査まで全てのプロセスに ICT を取り入
れた「ICT 施工（土工）」を実施するべく，新しい考
え方に沿った基準類も整備された。「ICT 施工（土工）」
の実施工事は全国で契約されてはじめている。

当協会では，建設生産プロセスのうち「施工」に注
目して ICT の活用により高効率・高精度な施工を実
現する「情報化施工」の推進に取り組んできており，
国土交通省の i-Construction の柱の一つである「ICT
の全面的な活用」では，これまでの情報化施工の部分
的試行から，生産性向上を目指した全面的な活用（全
体最適）へとすすむことから，これに対応した施工～
i-Construciton 施工～の推進活動に取り組むこととし
た。

具体的活動としては，平成28年4月より『i-Construction
施工による生産性向上推進本部』を設置し，i-Construction
施工として生産性向上・全体最適に向けて，技術を提
供する立場，施工する立場から関係機関に必要な提言

i-Construction 施工による生産性向上推進本部事務局

JCMA　i-Construction 施工による生産性向上推進本部の設置とその活動

JCMA報告

等を行うとともに，i-Construction 施工に対応できる
人材育成や利用促進に関する情報発信，広報活動等を
行っていくものである。

4 月に推進本部活動のキックオフとなった第 1 回の
会合を開催して，平成 28 年度『i-Construction 施工に
よる生産性向上推進本部』の下に活動する委員会や
ワーキンググループの方針説明を行った。
図─ 1 に各委員会，WG の取組・役割を示す。情報

化施工委員会ではこれまでの WG 活動のうち東日本
大震災復興工事への ICT 活用を支援した「復興支援
WG」と情報化施工導入を支援する「Q&A WG」を，
活動状況の区切りとして新設する WG に統合するこ
ととした。

新設した WG では「i-Construction」対応として積
極的な活動を進めており，以下にその活動内容を示す。

まず 4 月より活動を開始した「i-Construction 普及
ＷＧ」では，喫緊の課題である「i-Construction」と「ICT
施工（土工）」の理解とこれに対応できる技術者・技
能 者 確 保 へ の 取 組 と し て，図─ 2 に 示 す よ う に
JCMA 認定の講習カリキュラム・講習テキスト作成
をＷＧ参加会員の協力の下 4 月より進めている。これ
により各地の講習会では一定レベルを確保し，スムー
ズな講習会実施に役立てていく。

図─ 1　『i-Construction 施工による生産性向上推進本部』各組織の役割
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JCMA 版の作成に当たっては編集作業に時間を要
することから，先行して講習用資料を作成した東北支
部「情報化施工技術委員会」より各支部に情報提供し
た。

現在編集中の「i-Construction 概要編」「個別技術編」
「要領解説編」とともに適宜スパイラルアップしなが
ら会員に提供していく予定である。

次に「ICT 活用戦略 WG」では，建設施工現場のさ
らなる生産性向上へ向けた広範な課題について自由な議
論を行う。そこでは図─ 3 に示すように「i-Construction」
としての取組範囲を土工以外の工種や新たな技術にも

広げることや , 建設現場で ICT を活用し技術開発を継
続するための制度的課題への要望など , それぞれ参加
WG 員の意向を踏まえ SWG を設けて具体的な検討を
進めて行く。

取りまとめられた内容は国土交通省主催の「ICT
導入協議会」などで発注者側へ伝えて行く。

なお，「i-Construction 施工による生産性向上推進本
部」で議論された内容については，協会員向けの報告
会を 12 月に予定しているので参加いただきたい。

 

図─ 3　ICT 活用戦略WG活動内容図─ 2　i-Construction 普及WG活動内容
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1．はじめに

我が国ではこれまでに，多くの尊い命を脅かす地震，
津波や台風（豪雨）など幾多の甚大な自然災害を経験
し，また，繰り返されるゲリラ的な自然災害は後を絶
たず，今後もそれらの災害の脅威と共存していかなけ
ればならない。地震，大雨，地すべり等の自然災害に
伴う道路崩壊や橋梁破損による交通路の遮断は，被災
地の孤立を招くと同時に，その被災地の人々にとって
は生命線の切断となることから，交通路の迅速な復旧
法の開発は最も重要な課題である。

このような自然災害（豪雨や地震，津波等）によっ
て寸断された橋や道路の復旧の一つに，緊急車両や工
事車両の走行が想定された応急橋の開発・整備がある。
また，軍事用に開発された仮橋を災害発生時に使用す
ることもある。これまでの応急橋 1）～ 4）は，写真─ 1

～3に示すように，鋼製のトラス型式やI桁型式といっ
た組立てを主とした構造を有する橋梁であり，構造的
には安定し，重荷重にも対応しているものの，組立て
に必要な仮設ヤードの確保や，運搬や組立て，架設に
時間が掛かるなどの課題もある。

一方で，迅速な組立てや架設を実現するためには，
構造的に安定な橋梁をはじめから想定するだけでな
く，架設後に必要部材を取り付けて安定化させるとい
う考えや，一刻を争う人命救助等を目的とした比較的
軽荷重，たとえば小型車両一台程度の通行を前提にし
たもの，展開式のプレファブ構造のような橋梁を折り
畳んで保管・運搬し，現場で伸長した後に補強部材を
取り付けるなどして，安定した橋梁構造物に変更する
という考えも必要であると考えられる。

当研究所では，広島大学や東北学院大学，信州大学，
星軽金属工業㈱，三協立山㈱，㈱アカシン，㈱横山基
礎工事らとともに，被災現場で容易かつ迅速に架設し，
寸断された道路インフラの確保とともに，速やかな人
命救助に主眼を置いた緊急仮設橋の開発を進めてきて
おり，既発行の当機関誌においても開発コンセプトや
概要を紹介している 5）。また，その後においても，引
き続き研究開発を進め，小型自動車が走行可能な緊急

小野　秀一

災害復旧支援に向けた応急橋の開発（続報）

CMI報告 

仮設橋の開発に成功し，その成果については各種メ
ディアや展示会，学会・シンポジウム等を通じて広く
紹介してきている 6）～ 9），11），12）。

本稿では，これまでに公表してきている論文等と内
容が重複するが，小型車両走行が可能なモバイルブ

写真─ 1　応急組立橋（新潟防災センター）1）

写真─ 2　パネル橋MGB（筆者撮影）

写真─ 3　国内に現存するBailey 橋（筆者撮影）



114114 建設機械施工 Vol.68　No.10　October　2016

リッジの構造的特徴を述べるとともに，実際の河川で
行った架橋実験から本橋の架設状況，今後の実用化に
向けた展開方針について紹介する。

なお，本稿で述べる「緊急仮設橋」は既存の橋梁が
流出したり，重大な損傷を受けたりした災害発生時等
の早期仮復旧や人命救助を目指して開発されたものあ
るいは開発が進められているものであり，既設橋梁の
代替として用いられる仮橋，一般に「応急橋」と呼ば
れているものとは，使用目的の違いから両者を区別し
て述べることとしている。また，特にここで紹介する
緊急仮設橋については，折り畳んで運搬し，現地で迅
速に架設ができることから「モバイルブリッジ」と称
している。

2．緊急仮設橋「モバイルブリッジ」の概要

（1）開発コンセプト
緊急時に現地で行われる仮橋の組立作業が，急速架

設の観点でクリティカルであることを考慮するととも
に，「架橋速さ」と「作業安全性」を両立させるべく，
橋の機械化（ロボット化）といった新しい架設技術が
必要であると考えている。また機械化が進むことに
よって，より少人数で，かつ容易に架橋が可能となる
と考えられる。本研究開発で目指す緊急仮設橋「モバ
イルブリッジ」は，橋本体を折り畳んで運搬でき，災
害時の緊急的な人命救助システムを迅速に構築するた
めに，軽自動車程度の小型車両を通行可能にする機動
性の高い展開橋システムを想定している。

ここで当初目指したモバイルブリッジの仕様は下記
のとおりである。

①支間長 20 m 程度
②架設完了までの時間 6 時間以内
③軽自動車（車両重量 10 kN）が通行可能
これらの仕様を満たすため，軽自動車一台（10 kN）

の荷重対応の橋構造体を容易に収納・可搬・移動・伸
長・架設することができる折畳み構造とするとともに，
様々な制約条件下の現場でも迅速にシステム施工でき
る機構を開発する必要がある。

モバイルブリッジには機動性と，その役割から軽量
化と強度を同時に具備していなければならない。それ
らを満足するため，使用部材の形状は数値シミュレー
ションを繰返して決定した。ここで用いたマイクロト
ラス法による最適構造の骨組レイアウト例を図─ 1 に
示すが，解析結果は，X 形の形態に着目し，図中の破
線で示すように，マジックハンドのようなシザーズ構
造となった 6）。この最適化レイアウト解析結果の特徴

は，周期位相構造と大局的な対称性が力学的な平衡バ
ランスで調和していることである。その周期対称性を
利用して折畳むことができれば，コンパクトな展開構
造「Deployable Structures」とすることが可能とな
ると考えられる。折畳み構造は軽量構造物に適用され
ることが多いが，橋などの重量構造物への適用は不可
能と思われがちである。しかし，設計荷重などの要求
性能を明確化し，設計方法等を整理・分析した上で，
それぞれの状況に応じて設計することにより実現は可
能であると考えている。「折畳み」構造は，折紙に代
表されるように日本のお家芸的な製品が多いが，橋を
折畳むにはその特性を分析し，高度で繊細なバランス
制御が必要である。

以上の検討結果から，モバイルブリッジは，展開・
収納を考慮して，下路タイプの主構面がダブルワーレ
ントラスのような X 形をしたシザーズ構造を主とし
た橋梁構造として開発を進めている。モバイルブリッ
ジの展開後のイメージを図─ 2 に示す。ここで図─ 2

図─ 1　��マイクロトラス手法による位相最適化構造解析結果（赤：圧縮力
の領域，青：引張力の領域）6）

（a）歩行者・小型車両用

（b）車両用（歩行者用の発展型）

図─ 2　モバイルブリッジの展開後イメージ
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（a）は歩行者や小型車両等の比較的軽荷重に対応した
ものであり，同（b）に示すモバイルブリッジは今後
想定される，大型車両への対応を目指したもので，モ
バイルブリッジ 2 基を並列に設置することで，より重
荷重に耐えうるように考えたものである。

（2）構造的特徴
モバイルブリッジは X 形をしたパンタグラフ状の

シザーズ構造を有し，X 状に組まれた部材を水平方向
に伸長し，所定の橋長で固定する方式としている。シ
ザーズ構造は，宇宙，建築，機械分野で広く使われて
おり，簡易テントや膜構造，一般住宅や工事現場の門
扉，空港の昇降機，マジックハンドなどの玩具にも応
用されている。

シザーズ構造の基本形は，図─ 3 に示すように，二
本の梁部材の中央でピボットと呼ばれる回転自由なジョ
イントによって交差させた構造で，この二本の梁は容易
に回転でき，曲げモーメントを互いに伝えない 10）。各々
の梁の端部にヒンジ接合部を作りシザーズ構造を横方
向に連結することで，多格間シザーズ構造となり，展
開・収納が迅速で容易な構造体とすることが可能であ
る。

このモバイルブリッジでは，橋の先端が対岸に設置
するまでの間は，片持ち梁状態となるため，固定点と
なる端部の部材が最も大きな断面力を受け持つ。先端
が対岸に設置すると，支持状態が片持ち状態から両端
支持状態となり，支間中央の部材が最も大きな断面力
を受け持つこととなる。この状況を 7 格間のシザーズ
構造で，便宜的に w ＝ 1 kN，L0 ＝ 5 m，tanθ＝ 3/4

（λ/2h），梁の曲げ剛性/トラス部材の軸剛性の比を3，
と仮定した場合の断面力を示したもの 11）が図─ 4 で
ある。展開時や設置時の折畳み部材のみの状態（シザー
ズ構造の状態）では，一部材で軸力と曲げを受け持つ
ことになり，一般的なトラスとは異なっている。また，
軸力は X 形に組まれた部材の軸方向中央のピボット
を対称に引張と圧縮とが入れ替わるなどの特性を有
す。このように，トラスと比べても，複雑な部材力が

生じることが，モバイルブリッジの構造的特徴と考え
ている。

（3）プロトタイプによる架設実験
実機製作に向けた基礎データの収集と課題の整理を

行うことを目的として，軽自動車荷重（ここでは 10 
kN と設定）を設計荷重とした支間長 17 m 程度のプ
ロトタイプを製作した。このプロトタイプでは，展開・
収納機構の確認や，各部のひずみ測定から応力変形挙
動の把握を行った。展開時に大きな断面力を受ける基
部の部材については鋼部材（SS400）を採用し，その
他の部材には死荷重軽減のため軽量なアルミニウム合
金（A6N01）を使用した。アルミニウム合金製部材
の断面形状は幅 60 mm ×高さ 400 mm の中空矩形断
面として，今回のプロトタイプのために特別に押出成
形して製作した。

事前の載荷試験や解析で構造的に安全であることを
確認した上で，実河川（広島県福山市本郷町）での架

図─ 4　モバイルブリッジに作用する断面力 11）

図─ 3　シザーズ構造の基本形 10）
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設実験を行った 12）。その状況を写真─ 4 に示す。こ
のモバイルブリッジプロトタイプは，現場での架設時
間の短縮を目指すほかに，架設に必要な作業員の省力
化も目指し，本体に油圧駆動システムを搭載し，トレー
ラ運搬現着後，自動降車，自動展開，自動収納を可能
とする装備を備えている。また，床版も自動敷設機能
が付与され，橋梁本体の伸長に連動して展開される。
写真に示すように，本体をトレーラによって運搬し，
その後は油圧駆動システムによって自動で展開し，架
設が完了した。展開中は本体収納用フレームの自重が
カウンターウェイト（約 20 kN）となって片持ち状態
でも安定した架設が可能であったことも確認してい
る。架設に関わった作業員は，誘導員含めて 5 名程度

（実際の架設作業には 2 名）あり，搬入から架設完了
まで約 4 時間（各種の計測作業を含む。実際の架設時
間は 1 時間程度）を要した。

小型自動車走行試験では，1500 cc クラスの乗用車
（車両重量約 14 kN）を走行させた。部材各部で計測
したひずみデータ等の掲載はここでは省略するが，部
材の座屈や降伏などを伴う非線形挙動は認められず，
設計で想定した条件かつ弾性範囲の橋梁構造として成
立することが確認された。

この基本構造概念に基づいた技術開発を進めること
により，わが国のような災害の多発する国において，
モバイルブリッジは地域の災害復旧ツールとして重要
な役割を担うことが可能であると考えている。今後は，
この折畳み構造とケーブルあるいは上支材等を組み合
わせて，フレキシブルな本橋をより高強度・高剛性に
すべく，更なる改良を加えていく方針である。また，
架設マニュアル（取扱説明書）と言った解説書の整備
も同時に進め，緊急時には少ない作業員で，安全，容
易かつ急速な架設が可能な緊急仮設橋「モバイルブ
リッジ」の更なる開発を進めていきたいと考えている。

3．おわりに

救援物資や復旧工事に必要な資機材の運搬等の，資
機材輸送路の速やかな確保および既存道路橋の応急復
旧を目的として，道路橋示方書に基づいた設計基準に
より設計・製作された応急組立橋については，全国の
地方整備局に配備されるなど，重要な場面においての
使用実績もあり，一定の目標は達成できているものと
考えられる。しかし，さらに緊急を要する人命救助や
孤立地域の早期解消といった観点，比較的中小規模で

写真─ 4　実河川での架設実験状況（筆者撮影）
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の緊急仮設橋の設置といった観点など被災状況に応じ
て求められる内容が多様であること，加えて被災地で
は状況が混乱していることから，緊急仮設橋には様々
な高度かつ緻密な性能が求められると考えられ，それ
ぞれに対応すべく緊急仮設橋については，まだまだ開
発の余地はあると考える。

以上のように，緊急事態発生時に使用する緊急仮設
橋として，想定される様々な用途や目的に応じて，橋
として支持すべき荷重の大きさの他に，架設スピード，
支間長といった橋の規模，耐久性などを考慮して，緊
急仮設橋の開発に必要な項目の整理および検討が必要
であると考えており，徐々にではあるが検討を進めて
いきたいと考えている。

本稿では人命救助用を想定した緊急仮設橋「モバイ
ルブリッジ」を主に紹介したが，ここでは紹介してい
ないが同様あるいは似たコンセプトで，それぞれに
様々な特徴を有する緊急仮設橋が他にも幾つか存在す
る（例えば，参考文献 13）～ 17）など）。各地で生じ
る多種多様な災害に備え，被災地の状況に柔軟に対応
すべく，ひいては尊い人命の救助が速やかに行われる
ようにするために，迅速かつ簡易に組立てあるいは架
設が可能な仮橋の開発が進められることを期待すると
ともに，著者らが進める緊急仮設橋についても早期実
用化を目指して今後も鋭意，研究開発を進めてきたい
と考えている。
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アスファルトプラントの変遷（その 2）昭和 13年～ 31年

機械部会　路盤・舗装機械技術委員会（アスファルトプラント変遷分科会）

1938年（昭和 13年）
　  国家総動員法発令　天然ガス自動車登場
　零戦試作機完成　ロックウール開発

1941年（昭和 16年）　大東亜戦争開戦
生活必需物資統制令の公布に即応して，アスファル

トの配合統制組合が発足し，これに伴って民需使用は
完全に不可能となり，また道路舗装工事は停滞し，専
ら飛行場の滑走路建設用に集約された。（中略）戦争
末期においては，国内の主要都市とその工場地帯が頻
繁な空襲に見舞われ施工に危険が多くなり，また応召・
徴用などによる技術者・労務者の不足に加え，資材の
欠乏も手伝って，施工はほとんど不可能の状態に陥っ
た。 『大林道路　五十年史』

1942年（昭和 17年）
関門海底トンネル開通（世界初の海底鉄道トンネル）

1943年（昭和 18年）　  東京府と東京市が合併 

（東京都となる）
戦時中のため，空からの偵察と夜間に火焔の反射が

もれるのを防ぐため，プラントに上屋を設置。
 『高野建設風雪 30 年』
日米開戦の昭和 16 年から終戦の 20 年迄は，「道路

舗装計画要綱」「道路舗装 2 箇年計画」等数々の計画
が樹てられていたが，当時は戦争遂行に絞られ，急迫
した戦局に対応する軍事もしくは軍需に関連した工事

のみが実施され，一般道路の舗装は荒廃するのみで
あった。 『日本道路㈱　この道この歩み　五十年史』

1945年（昭和 20年）　日本道路建設業協会創立
終戦後の荒廃した国土の再建は喫緊の事項であった

が，喰うに食なくまして資材資金は極度に不足し，道
路舗装工事どころの騒ぎでなかった。（中略）このよ
うな状況の中で，仕事といえば米軍命令の軍用トラッ
クの交通確保のための都市内舗装の維持修繕工事ぐら
いのものであった。この他には米軍基地内の道路舗装
新設工事があった。都市内舗装の維持修繕工事の例と
して，東京都内では焼跡にいくつもの穴を掘ってかま
どを築き，この上に 3＇× 6＇の鉄板を置き，この上に
載せた骨材を薪で加熱乾燥し，別に縦に半切りしたド
ラムカンをかまどの上に置いて，加熱乾燥した骨材を
この中に移し替えて，別途溶融しておいたアスファル
トをこの上に注いで，スコップで混合してアスファル
ト混合物を製造するという方法が採られ，またこの混

写真 2-17　熊野式アスファルトプラント
新浜アスファルト混合所『東亜道路工業六十年史』

写真 2-18　高野式 2000 yd2 天草飛行場に設置（㈱高野組）

写真 2-19　当時のアスファルトプラント
（日本道路鋪装工業㈱　現：日本道路㈱）
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合物はリヤカーで運搬されて現場はハンドレーキで均
されたという時期があった。
『㈱渡辺組　五十年の歩み』（㈱渡辺組：現　㈱佐藤

渡辺）

1946年（昭和 21年）　  JISC（日本工業標準調査会）
発足

進駐軍の命により亀戸合材工場を開設，戦後復興に
使用した。

敷地内に車輪付ポータブル式ブレーキクラッシャー
（1 次破砕用）とロールクラッシャー（2 次破砕用）を
設置し，砕石を製造。 『東亜道路工業六十年史』

1947年（昭和 22年）　（社）日本道路協会設立
当時欠乏していたアスファルト節約のために考案し

た瀝青混合物再生用プラント。『高野建設風雪 30 年』

1948年（昭和 23年）　土木工業会設立

1949年（昭和 24年）　  JIS（日本工業標準化法）公布

1950年（昭和 25年）　  ㈳建設機械化協会設立
 （現：（一社）日本建設機械施工協会）
 日本建設機械要覧発刊　　 　　　　

写真 2-20　骨材の鉄板乾燥　徳山町

写真 2-21　アスファルト合材の鉄板練り

写真 2-22　亀戸合材工場
（ビチュマルス道路工業㈱　現：東亜道路工業㈱）

写真 2-23　シェル石油四日市工場内に設置
『大成道路　目で見る二十五年史』（大成建設㈱　道路部）

写真 2-25　400 yd2 アスファルトプラント　
東京工機　第 1号機

『㈱渡辺組　五十年の歩み』（㈱佐藤渡辺）

写真 2-24　瀝青混合物再生用プラント
千葉県姉ヶ崎～長浦間道路工事　（㈱高野組）
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7 月 1 日発刊の『建設の機械化　No.8』記事
日本建設機械要覧の編集について
国産建設機械を広く紹介普及し建設の機械化に役立

たせる目的から，去る二月下旬，内海副会長を委員長
として編集に着手した日本建設機械要覧は，この程そ
の輪郭が出来上がったので，以下その概要を紹介する。

（中略）
H，アスファルト工機械…アスファルトプラント

建設機械展示会の内容決定
本紙六号で既報のように，第二回国土建設週間が開

催され，各所で数々の行事が行われるが，東京では建
設省主催，本協会後援で『建設機械展示会』が次の通
り開催されることに決定した。（7 月 4 日～ 7 月 10 日
日比谷公園，図版実物機械展示）

田中土鉱機─アスファルトプラント，アスファルト・ 
スプレーヤー，テネリプラント
9 月 11 日発刊の『建設の機械化　No．10』記事
　昭和 25 年度建設機械供給能力調査票（昭和 25 年 5
月 31 日現在）─

アスファルトプラント
容量：300 ～ 400 yd2　重量：3 ～ 6 屯　
年間計画台数：60 台　年産設備能力：150 台
昭和 24 年生産実績：12 台
昭和 24 年度納入実績：11 台　ストック台数：1 台
参考単価：550,000 ～ 800,000 円　
製作会社：田中土鉱機　新和機械　杉村鉄工　守住

日本建設機械要覧　1950年（昭和 25年）版
9．アスファルト機械抜粋 

株式會社　杉村鐡工所
標準型アスファルトプラント
本機は従来の各種アスファルトプラントの長所を採

り，且つ多年の経験に基いて考案された最新型のアス
ファルトプラントである。　

主な特徴
（ⅰ）頑強堅牢で耐久性に富む。
（ⅱ）取扱簡単。
（ⅲ）  価格低廉，燃料経済，人件費の節減等による

鋪装経費の経済。
（ⅳ）能率大，優に規格能力の二割増率できる。
（ⅴ）組立可搬式である為，移転運搬に便である。
（ⅵ）  傳導装置は特に弊社考案によるもので，ベベ

ルギヤ等の煩雑傳導に依らず，最も簡単堅実
な方法である。

写真 2-26　標準型 800 yd2 アスファルトプラント

可搬式アスファルトプラント
全装置が一連の車輪付台枠上に装備され，全可搬式

であり，小面積の鋪装は勿論，修理工事等に最も適応
し，便利且つ軽快である。

田中土鉱機株式會社　
田中式アスファルト手練プラント
各種のアスファルト高級鋪装路に点々と凹を生じ脱

落破損して，その補修を要する場合，本機は適宜その
補修箇所を転々と移動して簡単に作業することができ
る。即ち小型ながら機動力を大いに発揮せしめたもの
である。

骨材乾燥鍋（混合兼用）とアスファルト熔解鍋とを
同一炉に結合取付けたもので，軽快な四輪車の可搬型
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で，加熱装置は重油自動燃焼機を具備する。
本機の能率は，シートの厚さ 5 mm の場合，毎時

4 m2 前後を通例とする。重油消費量は毎時1ガロン強。
（1 米ガロン≒ 3.785 L）

守住土木機械株式會社
守住式アスファルトプラント
本機はアスファルト道路高級鋪装並びに補修用とし

て研究，製作されたものであって，機能並びに用途に
より定置式と可搬式とがある。

要覧記載メーカ全 4 社，上記記載以外業者名，
松村工業事務所

1951年（昭和 26年）　道路運送法公布
杉村鉄工所製　400 yd2 プラント

米極東空軍沖縄基地建設工事　知花地区　ホットミッ
クス 6 万 ton 混合工事

1952年（昭和 27年）　  道路整備特別措置法公布　
道路法公布　第 1回日本道路
会議開催

1953年（昭和 28年）　  道路整備費の財源等に関する
臨時措置法制定 

テレビ本放送開始（NHK）
千歳弾丸道路（国道 36 号線一部）工事

型　式 300 yd2 型
能　力 毎時 1.5t
外径寸法 高さ：3000 mm　長さ：4900 mm

幅：1800 mm　重量：3900 kg
運搬方法 車輪付で曳手により場内移動可能

また一部を取外し大型トラック一台に積載可
燃焼装置 ロータリーブロワ低圧送風重油燃焼式

重油燃焼量：60 L/h
混合機 シングルウィング混和式　120 kg/B
所要原動機 15 hp 石油発動機一台
納　期 受注後 20 日

写真 2-27　可搬式アスファルトプラント　300 yd2

写真 2-28　田中式アスファルト手練プラント

写真 2-29　守住式アスファルトプラント（守住土木機械㈱）

写真 2-30　杉村鉄工所製　400 yd2（4～ 6 t/h）
『世紀東急工業 40年史』（世紀建設工業㈱：現　世紀東急工業㈱）
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写真 2-31　スタンダード・スチール社製　1500 kg/B（日産�800 t）
『東亜道路工業六十年史』

日本建設機械要覧　1953年（昭和 28年）版
10．1　舗装機械概説抜粋
わが国のプラントは大正 10 年以後米国から輸入され

たが，現在すこしも進歩していないばかりでなく，工
事の規模が小さくなり却って小型化し，退歩した感が
深い。一方欧米では其後非常に改善されたため両者の
差が著しくなったことは誠に残念である。即ちわが国
では大型機械でも 1 日 80 ～ 100 頓の能力であるにも拘
らず米国では 1 時間 100 頓というのが最小の様である。

プラントの能力の表わし方には，重量法と面積法と
がある。重量法は 1 時間当りの最高混合能力を屯数で
表わす方法で使用されている。わが国では相変わらず
面積法で呼んでいる。

◎ドライヤ
…  ドライヤの能力は 1 時間 2 ～ 3t のものから 25t

位迄のものであるが，ドライヤとミキサの能力で
プラント全体の能力が左右されることが多い。

◎篩分け装置
…  一般には回転篩（トロンメル）を用い骨材貯蔵槽

の上に置く。
◎骨材貯蔵槽

…  800 yd2 のもので 4 ～ 5t の容量をもっている。骨
材は出来れば 4 種に分け，砕石，砂各 2 種に篩分
けて貯蔵することが望ましい。

◎骨材計量箱
…  積算式の桿秤により 1 バッチに用いる材料を計量

するもので，800 yd2 で約 500 kg 迄計量できる。
◎アスファルトケトル（熔解釜）

…  プラント 1 に対して同容量のもの 2 個を附属する
のが普通で，その大きさは 1 日 10 時間作業に必
要なアスファルトを補給し得るものでなければな
らない。ケトルは石炭や薪で直接加熱する直火式
と蒸気で加熱する間接式との大別される。日本で
は殆ど総てが直火式であるが，アスファルトの変
質を来たしたり或いは引火したりする危険がある。

◎アスファルト計量器
…  重量秤で計量するものと換算容量で計量するもの

とあるが，何れの場合でも随時その精度を検査す
る必要がある。

◎ミキサ
…  1 本或は 2 本の軸に取り付けられた回転翼が毎分

60 ～ 80 回転して掻き廻しながら混合するもので
ある。その容量は 800 yd2 で 1 回 250 kg 内外で
ある。この種のミキサを一般にパグミルと呼んで
いる。

写真 2-32　ワーレン型　2000 yd2 プラント　（日本鋪道㈱）

アスファルト投入はバケツ使用

写真 2-33　400 yd2　アスファルトプラント
『この道この歩み　五十年史』（日本道路㈱）
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1954年（昭和 29年）　  第 1次道路整備 5箇年計画
決定

福岡県では昭和 27 年 9 月に 1 号機を購入して，本
年（昭和 29 年）に 2 号機を購入して管内 350 粁（キ
ロメートル）に及ぶアスファルト系道路の修理に使用
した。

昭和 29 年 2 月都市土木㈱（30 年解散）から譲り受
けたプラントである。このプラントは，戦前の東京市
がわが国で初めて輸入したもので，その後都市土木㈱
に払い下げられた歴史がある。世紀建設工業が譲り受
けたとき，相当な年代を経たにしてはよく原形をとど
めており，その後の数年間大いに活躍した。

 『世紀東急工業 40 年史』

写真 2-36　東京工機製　400 yd2 プラント　山科に設置
（東亜道路工業㈱）

写真 2-37　バーバーグリーン社製　840-B 型
コンティニアス型　40 ton/h

『日本鋪道五十年史』（日本鋪道㈱）

写真 2-34　移動式アスファルト舗装用プラント
Moto-Patcher 東京工機製

写真 2-35　イロコイス社（米）製　800 yd2 プラント（8～ 12 t/H）
（世紀建設工業㈱）

1955年（昭和 30年）　  日本住宅公団設立 

世界初のトランジスタラジオ
発売

1956年（昭和 31年）　  日本道路公団発足 

国連総会にて日本の加盟可決
伊丹飛行場，雲仙有料道路，北海道砂川工事で使用

の後，阪奈有料道路の建設に従事。
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コマツ IoTセンタ（コマツレンタル　美浜機械センタ）　現場見学会

建設業部会

8 月 4 日，コマツ IoT センタにて建設業部会の平成
28 年度第 1 回若手現場見学会が開催され，参加者 27
名で ICT 建機による体験等見学会が行われました。
記録的な猛暑日の午後，JR 京葉線海浜幕張駅に集合
し皆さん大粒の汗をかきながら送迎バスにてコマツ
IoT センタに向いました。広い敷地に重機が沢山並び，
どんな見学会が行われるのか期待しながら会場に案内
されました。会場は空調から視聴覚設備まで完備され，
更に見渡しのいい開放的な空間でした。

最初にコマツセンターの方々から ICT について説
明を受け，次に DVD を視聴させて頂きましたが，自
分にとって驚きの連続でした。

まず印象に残ったのは，若手女性社員数名が車両系
建設機械運転の資格を習得した後たったの 3 日で盛土
整形を完成させるというものでした。そんなことが本
当に出来るのだろうかと期待しつつも半信半疑で視聴
しながらいつのまにか応援をしていました。もちろん
最初はトレーナーから手ほどきをうけながらの重機操
作でしたが，3 日目には自力で操作されていました。
施工の手順は，まずはじめにドローンで空から 3 次元
測量を行い，それをデータ化して ICT 建機に読み込
み，オペレーターが ICT 建機の自動制御アシストを
受けながら操作を行う流れです。施工完了後の測量も
ドローンで行い最終的には完成図まで仕上げます。こ
んな画期的な技術はまさしく近未来の工事現場を目の
あたりにした思いであり，20 年ほど前，多摩ニュー
タウンの造成現場に配属され毎日先輩社員とかけやを

振り回し丁張をかけていたことが頭に浮かび，技術の
進歩にただ驚くばかりでした。

動画の視聴が終わり，いよいよ実際に ICT 油圧ショ
ベルやブルドーザーのデモンストレーションに入りま
した。目の前のスクリーンが一斉に上がり，なにか映
画のワンシーンを見るような光景でした。また無人ブ
ルドーザのデモではリモートコントロールしながら動
くブルドーザーを見て，いずれ将来は夏の暑い日でも
涼しいクーラーのかかったところで重機を操作する日
が来るのだろうと思いました。

屋内の説明やデモンストレーションも終わり次は実
際に屋外へ移動して重機を運転することになり，私は
バックホーに乗りました。法面の整形を行うためモニ
ターの整形ラインを見ながら設計の勾配に合わせ操作

写真─ 2　ICT ブルドーザ

写真─ 3　無人ブルドーザの操作リモコン

写真─ 1　案内ブース
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しました。なにかベテランオペレータが一緒に手を添
えて操作しているような感覚でした。これは慣れると
経験の浅い方でも作業に従事できるなと感じました。

おわりに

屋内と屋外の体験も終わり，総合的に感じたことは，
ICT を活用した施工が間違いなくこれからの主流に
なるということでした。

少子高齢化社会になり熟練作業員も減り，建設現場
では人手不足が深刻化しつつあります。外国人労働者

の参入もありますが，ICT 技術の進歩が建設業界を
救う一つの大きな手段であると考えます。

今後，技術の進歩によってより良い未来が造られる
ことを祈念し，併せて見学会を開催して頂いた協会並
びにコマツの皆様にはこのような貴重な体験をさせて
頂き，心から厚くお礼申し上げます。

 

写真─ 4　運転席内のモニター 写真─ 5　インテリジェントマシンコントロールによる法面整形

［筆者紹介］
落合　太郎（おちあい　たろう）
東鉄工業㈱
埼玉支店　土木本部
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2015年度 ISO/TC 127土工機械委員会 活動状況報告

標準部会

本 誌 2015 年 9 月 号 で ISO/TC 127 Earth Moving 
Machinery 土工機械専門委員会における最近の審議
状況につき報告したが，昨年 9 月に米国ラハイナで開
催された ISO/TC 127 国際会議，及び昨年度（2015
年 4 月～ 2016 年 3 月）に世界各地で開催された同傘
下の国際作業グループ（WG）会議へは，日本から延

べ 35 名が参加した（表─ 1 を参照）。今月号より数
回に分けて，各会議出席者の詳細な報告を紹介する。

なお，掲載順は時系列を基本とするが，ISO 19014, 
ISO 5006 など，年度内に複数回の WG 会議が開催さ
れた案件については，議論の流れを理解し易いよう
WG 毎にまとめて掲載する予定である。

表─ 1　ISO/TC�127 国際会議派遣リスト

TC/SC/WG 会議名称 開催日時 開催国／都市 出席者
1 ISO/TC 127/SC 2/WG 24 ISO 19014 制御システムの

安全
2015 年 5 月 11 日～ 13 日 英国ロンドン市 1 名

2 ISO/TC 127/SC 1/WG 5 ISO 5006 運転員の視野 2015 年 5 月 26 日～ 27 日 フランス国パリ市 3 名
3 ISO/TC 127/SC 3/WG 5 ISO 15143-3 施工現場情報

交換
第 3 部：テレマティクス
データ

2015 年 5 月 28 日～ 29 日 ドイツ国フランクフルト
アムマイン市

3 名

4 ISO/TC 127/SC 2/WG 16 ISO13766 電磁両立性 EMC 2015 年 6 月 18 日 ドイツ国フランクフルト
アムマイン市

1 名

5 ISO/TC 82/JWG 5
ISO/TC 127/SC 2/WG 22

ISO 19296 坑内走行機械
ISO 17757 自律式機械の安
全

2015 年 6 月 22 日～ 25 日 スウェーデン国
ストックホルム市

1 名
3 名

6 ISO/TC 127/SC 2/WG 24 ISO 19014 制御システムの
安全　特設会議

2015 年 8 月 17 日～ 21 日 米国ピオリア市 1 名

7 ISO/TC 127/CAG
ISO/TC 127/SC 1-SC 4
ISO/TC 127 Plenary
ISO/TC 127/SC 3/WG 12

議長諮問グループ会議
傘下の各分科委員会（SC 
1 ～ SC 4）国際会議
親 TC 総会
ISO 6405 操作用及び表示
用識別図記号規格群

2015 年 9 月 13 日～ 17 日 米国ラハイナ市 6 名

8 ISO/TC 127/SC 1/WG 5 ISO 5006 運転員の視野 2015 年 9 月 28 日～ 29 日 フランス国パリ市 2 名
9 ISO Off-road TC Coordination 路外作業車両 TC 連携会議 2015 年 9 月 30 日 フランス国パリ市 1 名
10 ISO/TC 127/SC 2/WG 23 ISO 7096 座席振動伝達特

性　改正
2015 年 10 月 1 日 ドイツ国フランクフルト

アムマイン市
1 名

11 ISO/TC 127/WG 8 ISO 10987 持続可能性 -2：
リマン，-3：中古車

2015 年 11 月 13 日～ 14 日 中国湖南省長沙市 1 名

12 ISO/TC 127/SC 2/WG 24 ISO 19014 制御システムの
安全

2015 年 12 月 7 日～ 9 日 英国ロンドン市 1 名

13 ISO/TC 127/WG 16 ISO/TR 19948 適合性評価
及び認証手順

2015 年 12 月 9 日 英国ロンドン市 1 名

14 ISO/TC 127/SC 1/WG 5 ISO 5006 運転員の視野　
長期的改正

2015 年 12 月 10 日～ 11 日 英国ロンドン市 3 名

15 ISO/TC 127/SC 2/WG 21 ISO 5010 かじ取り装置要
求事項　改正

2016 年 2 月 2 日全日～ 3 日
午前

スウェーデン国
ストックホルム市

1 名

16 ISO/TC 127/SC 3/WG 13 ISO 6750 取扱説明書　改
正

2016 年 2 月 3 日午後～ 4 日
午前

スウェーデン国
ストックホルム市

1 名

17 ISO/TC 127/SC 2/WG 26 ISO 10968 操縦装置　改正 2016 年 2 月 4 日午後～ 5 日
全日

スウェーデン国
ストックホルム市

1 名

18 ISO/TC 127/SC 2/WG 22 ISO 17757 自律式機械の安
全

2016 年 3 月 2 日～ 4 日 オーストラリア国
シドニー市

3 名
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ISO/TC 127/SC 2/WG 24（ISO 19014土工機械―制御システムの安全）
2015年 5月スウェーデン・ストックホルム市 国際作業グループ会議報告

標準部会 ISO/TC 127 土工機械委員会国際専門家（Expert）
田中　昌也（コマツ）

2015 年 5 月に国際標準化機構 ISO の専門委員会
TC 127（土工機械）傘下の国際作業グループ ISO/
TC 127/SC 2/WG 24（ISO 19014 土工機械―制御シ
ステムの安全）会議がスウェーデン国ストックホルム
市で開催され，協会標準部会 ISO/TC 127 土工機械委
員会から国際専門家（Expert）として出席した田中
昌也氏の報告を紹介する。

会議：  ISO/TC 127/SC 2/WG 24 国際作業グループ会議
1　開催日：平成 27 年 5 月 11 日（月）～ 13 日（水）
2　開催地：  スウェーデン国ストックホルム市 SIS（ス

ウェーデン規格協会）
3　出席者：15 名

  米国コンビナ（主査），Part 2 プロジェクトリーダ，
Part 3 プロジェクトリーダ，他 4 名
英国 Part 1 プロジェクトリーダ，他 2 名
日本 1 名
スウェーデン 2 名 
ドイツ 1 名
英国 2 名
イタリア 2 名
オーストラリア 1 名

4　議題及び経緯：
Part 1: Earth-moving machinery - Safety - Risk as-
sessment methodology to determine control system 
performance requirements
Part 2: Earth-moving machinery - Safety - Design 
and Evaluation of Safety-Related Electronic Machine 
Control Systems
Part 3: Earth-moving machinery - Safety - Environ-
mental Testing

建機の機能安全規格として 2008 年に ISO15998-1 が
制定済みで，その適用ガイドライン ISO/TS15998-2
が 2012 年に制定された。しかし，多大な苦労を重ね
て作成した ISO/TS15998-2 をもってしてもリスクア
セスメントの「だれが何度やっても同じ結果になる」
は達成できておらず，早々に改定提案が出され，その

6 回目の会議。
ヨーロッパ開催であるが，ひやかしで出ている感じ

の人は来なくなり，出席人数が落ち着いてきた。
公式議事録：ISO/TC 127/SC 2/WG 24 Doc N 91

◆決定事項：
・  現在標準トラック（36 ヶ月で規格発行）であるが，

日程的に無理なので，延長トラック（48 ヶ月）に
変更する。そのうえでさらなる期間延長のため自発
的キャンセルを行い，そこからの再開方法を次回会
議（2015/12）において決める。

・  ドラフトの作成を加速するため，特定のテーマを検
討 す る Ad Hoc Group を 結 成 し， そ の Ad Hoc 
Group が担当部分についての原案を作成する。

・  AHG 1「リスクグラフの妥当性検討」及び AHG 2「コ
ントローラのソフト・ハードへの要求検討」の 2 つ
の Ad Hoc Group が結成され，報告者は両方に参
加する。

・  AHG 2 のメンバーは Doc N 86 に対する意見をソフ
ト・バス通信部分担当予定のイタリア専門家に送付
する。

・次回会議予定
  2015/12/7 @ ロンドン。これが通常の WG 会議で，
それ以前に Ad Hoc Group 会議として，AHG 1 が
2015/8/17-21@ 米国ピオリアで予定されている。
AHG 2 は調整中。

◆所感：
・  「ISO 13849 をベースに，一部 IEC 61508（又は他

規格 ISO 25119）の考えで補強する」というコンセ
ンサスが感じられ，大局的には無意味に厳しいもの
にはならないと考えられる。今回まで残っているメ
ンバーは知識のレベルがかなり上がってきており，
会議はスムーズに進んだ。

◆議事メモ：
Part 1

・  リスクアセスメント手順と PLr（制御システムに要
求されるパフォーマンスレベル）の決定まで英国プ
ロジェクトリーダ（以下 PL）が担当。
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  PL が「コンセンサスがとれないので，ISO でなく
TS（Technical Specification）にしては」と言い出
したが，Ad Hoc Group に実務が振られ，そこで作
業を進めることになった。PL がベースにしようと
しているリスクグラフ（リスクグラフについての投
票結果を加味したもの）は，一見したところ今回の
会議前に配布されたドラフトから，更に厳しめに
なっているようなので，修正は必至と思われる。

Part 2

・  実際に設計した制御系を評価して PL（達成された
パフォーマンスレベル）を算出する部分で，米国
PL が担当。

・  電気以外の動力源（油圧や空気圧）を使った制御系
の扱いについて
電気電子を使用しない制御系（オービットロールの
ステアリング等）。メカ部品は全部 exclude してよ
い（MTTFd 計算しなくてよい）ことにしようとの
提案があったが，WG の議論では全部 exclude する
のは不可となった。
制御入力から制御出力までが対象範囲で，それ以外
の構成品は exclude してよい。
また，対象となる部品に対して認められる fault 
exclusion（条件を満たせば MTTFd の計算から除
外してよい故障モード）を明確にしてドラフトを作
成し，これに対しコメントを提出することとなった。
電気・電子を使用しない制御系に MTTFd=Very 
High という分類を追加することで，カテゴリ 2 で
PL=d，PL=e を実現できることにする。この場合，
TE はシャットオフバルブ程度で良いことにする。

・機能安全達成度合の名前
MPL（Machine PL）にするか，PL（ISO 13839 の
尺度）にするか？　→とりあえず MPL でいく。名
前を変えるのは，要求事項が ISO 13849 と違うため。
但し，MTTFd（危険側 MTTF）だけに限って言
えば，MPL=PL である。ドラフトも PL のままな
ので，本報告でも PL で記述する。

・ソフト
ISO 13849 には PL に応じたシステマティック故障

（ソフト含む）の手法選択がない。ISO 25119 には
あるので，それと揃えてはどうか？ （イタリア専門
家）
PLC（いわゆるシーケンサ）についても記述する（米
国専門家）。
イタリア専門家が，非常によくできた規格間の対比
表（Doc N 85，N 86）を作ったので，これをベー
スに Ad Hoc Group で検討を行う。

Ad Hoc Group で詳細の検討が始まるので，ドラフ
トの厳密なチェックが必要である。
Formal Method（形式手法）について，どういう
ものか WG メンバーの誰も分からないのであれば
除外しよう，という提案があった。
・ブロック法

PL=c のブロックと PL=d のブロックを結合した場
合，達成できるのは PL いくつか，という問題。
ISO 13849 に規定がある。また，IEC 61508 にも規
定があるので双方を引用する。IEC 61508 からの引
用について，正しく引用しているか（前提を理解し
ているか）調査要。
・  “Simpli�ed procedure for estimating PL” （7.5 項）

ドラフトに“Simplified procedure for estimating 
PL”という項はあるが「simplify されていない本
来の手順」（という項）が無いので，その旨 前々回
会議（2014 年 11 月）の前に報告者がコメントを提
出した。前回会議（2015 年 1 月）で，そのコメン
ト に つ き 説 明 を 求 め ら れ， 意 図（simplified 
procedure があるなら non simplified procedure も
あると誤解されるので，手法を 1 つしか用意しない
のであれば，そうと伝わる表現にすべき）を説明し
たところ，「意図はわかった。ではどのような手法
にしたいのか？」と聞き返され，報告者の宿題になっ
ていた。
前々回（2014 年 11 月）の会議では，前プロジェク
トリーダによる回答は「ベースとする ISO 13849 に
も simplified procedure しかない。Non simplified 
procedure といえば IEC 61508 のことである」で
あった。報告者は，休憩時間中に「IEC 61508 をそ
のままやるのは本意ではない」旨を前 PL に話した
が，それは理解したうえで「会議での議論の合意は
IEC　61508 も（使いたければ）使えるようにして
ほしい，ということだった」との回答であった。今
回，ISO 13849 を改めて読んでみたが，前 PL の言っ
て い た こ と が 正 し い と 思 わ れ「ISO 19014 は，
Earthmoving Machinery に合った形で IEC 61508
を simplify す る べ き で あ る。simplify の 方 法 は，
ISO 13849 にできるだけ合わせる」と提案して，概
ね同意された。
・定性的解析のみによる PLの決定（Annex C） 

→  認 め ら れ な い。 削 除 す る。 こ の よ う な more 
simplified procedure とでもいうものが突然出て
くるので，混乱を招く。

・  通信バスにおける安全関連メッセージの通信 （Annex I）
→   Part 4 へ。本文からの参照がない。対応する本
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文が必要である。
・  制御システムの例と，それに対する PL評価の例 

（Annex J）
各国専門家・PL 達の宿題となった。特許で揉める
ような図にはしないこと。または，特許部分を明示
すること。

・他の機能安全規格との互換性 （Annex K）
購入品をどう評価するか，が Annex の目的。購入
品は ISO 19014 での PL（MPL）は規定されないと
思われるため（SIL，ASIL，PL あたりが現実的か），
換算方法を提供する。

・ICT建機の ICT部分 （Annex L）
3rd party の製品が車体制御する場合を想定する。
ICT 建機やステアリングを自律制御するような 3rd 
party 製品があり，そのような 3rd party へのガイ
ダンスとなるが，要求については，未だ練れていな
い。会議参加者の発言を聞いていると，勝手に解析

（“hacking”と言っていた）して制御を行っている
3rd party もあるようであり，欧州機械指令では（3rd 
party が二重に関わっているような場合），一番最
後に手を加えた会社が責任を持つことになっている
様子。

Part 3

・耐環境試験。米国専門家が担当。
・  コメントは日本からの 1 件のみで，「温度サイクル

試験の高温側を＋70℃で以上実施すること」との要
求事項に対し，「キャブ内搭載前提のコントローラ
では，そこまで温度が上がらない場合もあるので，
設計の自由度を持たせるために除外すべき」と意見
具申した。趣旨は理解されたが，今回の会議では結
論を出さず，WG メンバーに対し「試験基準のミニ
マムの選び方について，次回会議までに再レビュー
してコメントのこと」と宿題が出され，その結果と
あわせて次回会議で審議されることとなった。

Part 4

・  当初は Part 2 で電気・電子制御システムを扱い，
Part 4 で電気・電子制御を使わない（油圧のみの制
御システムなど）制御システムを扱う…という流れ
だったが，両者には意外と共通性があることが判っ
てきたため，むしろ共通部分を Part 2 にまとめ，
電気・電子制御に固有なソフトとバス通信を Part 4
として分ける案が有力となってきた。
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ISO/TC 127/SC 2/WG 24（ISO 19014土工機械―制御システムの安全）
2015年 8月米国・ピオリア市 特設グループ会議報告

標準部会 ISO/TC 127 土工機械委員会国際専門家（Expert）
田中　昌也（コマツ）

国際標準化機構 ISO の専門委員会 TC 127（土工機
械）傘下の国際作業グループ ISO/TC 127/SC 2/WG 
24（ISO 19014 土工機械─制御システムの安全）内に
設置された特設グループ会議が 2015 年 8 月に米国イ
リノイ州ピオリア市で開催され，協会標準部会 ISO/
TC 127 土工機械委員会から前回 5 月に引き続き国際
専門家（Expert）として出席した田中昌也氏の報告
を紹介する。

会議：  ISO/TC 127/SC 2/WG 24 国際作業グループ内
特設グループ会議

1　開催日：平成 27 年 8 月 17 日（月）～ 21 日（金）
2　開催地：  米国イリノイ州ピオリア市（ホテル会議室）
3　出席者：6 名

英国－ Part 1 プロジェクトリーダ
米国－ Part 2 プロジェクトリーダ , 他 2 名
日本－ 1 名
オーストラリア－ 1 名

4　議題及び経緯：
Part 1: Earth-moving machinery - Safety - Risk 
assessment methodology to determine control 
system performance requirements
Part 2: Earth-moving machinery - Safety - Design 
and Evaluation of Safety-Related Electronic Machine 
Control Systems
議事録は参加者のみへの配布とし，ISO Livelink には
アップロードしない
使用文書 1　  “ISO 19014_report_August 2015.docx”

Part1 部分を清書したもの
使用文書 2　  “Part 2 Examples.docx”Part2 部分を清

書したもの
◆決定事項：
・  プロジェクトリーダ（以下，PL。尚，太字の PL は

パフォーマンスレベルを示す）は今回の議論で使用
した板書を清書したうえ，参加者に配布する（使用
文書 1，使用文書 2）。

・  今回の特設会議の中でも 100％の合意に至っていな

いため，引き続き 10 月末又は 11 月初めにロンドン
で行う会議で議論する。メンバーは今回の 6 名。⇒
日程調整が困難な為，プロジェクトリーダより「WG
会議（2015 年 12 月）の後，2016 年 1 月頃に延期し
ては」との提案があった。

◆議事メモ：
日程関係
・  もう一つの Ad Hoc Group（コントローラのソフト・

ハードへの要求検討）担当となっていた専門家が勤
務先を退社するとのことで，日程は白紙になった。

・  日本での会議開催も検討するよう要望したところ，
Part 1 の PL より「次回 WG 会議は 12 月 7 日～の
週に英国ロンドン市での開催が決定しており，次々
回の会議開催地候補として日本を考慮する」との回
答を得た。

Part 1

・  最新ドラフト（Doc N 92）を用いてリスクアセス
を試行し，リスクグラフの妥当性を検証する。

・  パラメータ（S, E, C）の選び方
使用文書 2 の 2 ～ 3 ページに案が記載されている。
SIL が 10 倍スケールなのでパラメータが 1 段階違
うと 10 倍の重みの差が出るようになるのが理にか
なっていそうだが，今回会議では正規分布風になる
ような割り当てが提案された。
C パラメータについては，さらに詳細な要因に分解
してスコア付けをし，その平均をとる方法が提案さ
れた。

・リスクグラフ（Doc N 92 に掲載）試行結果
使用文書 1 の 3 ～ 6 ページに試行結果が記載されて
いる。
今回のパラメータの選び方によると，ISO 15998 と
比べても低めになった。
但し，E パラメータを多数派（2 通りの解釈あり）
の解釈にすると，油圧ショベルの旋回が PLr=e と
なり，感覚と合わない。

Part 2

・  制御システムの PL 評価の例（Annex J）を作成する。
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5 月の会議で専門家・PL の宿題になっており，専
門家の提案をレビューした。

・ブロック法
PL=c のブロックと PL=d のブロックを結合した場
合，達成できるのは PL いくつか，という問題。直

列加算の方法については ISO 13849，並列加算の方
法については IEC 61508 から引用する。IEC 61508
からの引用については，正しく引用しているか（前
提を理解しているか）調査する。
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ISO/TC 127/SC 2/WG 24（ISO 19014土工機械―制御システムの安全）
2015年 12月英国・ロンドン市 国際作業グループ会議報告

標準部会 ISO/TC 127 土工機械委員会国際専門家（Expert）
田中　昌也（コマツ）

国際標準化機構 ISO の専門委員会 TC 127（土工機
械）傘下の国際作業グループ ISO/TC 127/SC 2/WG 
24（ISO 19014 土工機械―制御システムの安全）会議
が 2015 年 12 月に英国ロンドン市で開催され，協会標
準部会 ISO/TC 127 土工機械委員会から前回 8 月に引
き続き国際専門家（Expert）として出席した田中昌
也氏の報告を紹介する。

会議：  ISO/TC 127/SC 2/WG 24 国際作業グループ会議
1　開催日：平成 27 年 12 月 7 日（月）～ 9 日（水）
2　開催地：英国ロンドン市 BSI（英国規格協会）
3　出席者：16 名

  米国　コンビナ，Part 2 & Part 3 プロジェクトリー
ダ，他 4 名
英国　Part 1 プロジェクトリーダ
日本　1 名
オーストラリア　1 名
イタリア　2 名
英国　2 名
スウェーデン　1 名
ドイツ　1 名
フランス　1 名

4　決定事項：
・  現在管理上は 1 つのプロジェクトになっているが，

以下の 4 つのパートに分割する。ISO 中央事務局に
手続きを確認する。

Part 1   リスクアセスの全体フローと，PLr の割り当て
Part 2 アーキテクチャとハードウェア（電気・油圧共
通項目）への要求事項
Part 3 耐環境性要求事項
Part 4 ソフトウェアおよび通信システムへの要求事項
・日程関係：
Part 1：2016 年 1 月を目標に CD（Comittee Draft）
登録，投票。

2016 年 3 月 14 日～の週に WG 24 メンバー自体が
CD 文書の改善を図る（＊ 1）為，CD へのコメントを
作成する Ad Hoc Group 会議を開催する。

＊ 1　  通常，WG 内でドラフトを完成させてから CD
投票を開始するが，DIS 登録期限（～ 2016 年 6 月）
が迫っており，キャンセルを避けたいという PL
の強い意向により，このような進め方となった。

Part 2： 8 月の Ad Hoc Group 会議で作成した制御シ
ステムの構成例について，さらに記述を詳細にするた
め，2016 年 3 月 14 日～の週に Ad Hoc Group 会議を
開催する。
Part 3：2016 年 1 月を目標に CD（Comittee Draft）
登録，投票。WG で内容が合意されたので，順当に
CD に進めることができる。
Part 4：ソフトウェアに関する知識を有するメンバー
で，2016 年 3 月 14 日～の週に Ad Hoc Group 会議を
開催する。
・日程まとめ： 
★   2016 年 1 月～ Part 1，Part 3 の CD に対し投票，

コメント提出を行う必要がある。特に Part 1 はま
だ問題があるので，しっかりとコメントを出す必
要がある。

★   3 月 14 日～の週に予定する Ad Hoc Group 会議で
は，Part1，Part 2，Part 4 の 3 件を扱う必要があり，
Part1 と Part 4 は並行して行う。開催地はドイツ
を予定していたが，適切な会場が見つからないた
め，欧州のどこかで調整中。
Part 2 を 2 日間，Part 1 及び Part 4 を同時並行で
2 日間で扱う予定。

★   2016 年 5 月 9 日の週に WG 24 会議。Part 1，Part 
3 の CD に対するコメント対応と，Part 2，Part 4
の WD 作成。日本での開催を打診されたので，会
場を探す必要あり。3 日間を予定。また，この会合
にあわせて Part 4 の Ad Hoc Group 会議を 1 日実
施する。

5　議事メモ：
Part 1

・パラメータ（E，C）の刻み
E（5 段階）や C（4 段階）のどれを選択すべきか
について，一応目安となる文言が記述されているが，
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参考となるパーセンテージを Annex に記述しよう
という試みを 8 月の Ad Hoc Group 会議で行った。
これについて，正規分布風になるようなパーセン
テージが提案されたが，SIL が（PL も概ね）10 倍
スケールなので，リスクグラフとマッチしないとい
う問題がある。専門家の説明により，問題点は理解
された筈だが，まだ正規分布にこだわっている者も
いる。C では本文と Annex でも矛盾が起きている。

・Bystander の E の計算のしかた
8 月の Ad Hoc Group 会議では「例えばマシンライ
フサイクル 8000 hrs として，その中で公道上に 
800hrs，公道上で周りに誰かいる確率 を α とした
ときに，報告者と米国専門家 1 名は E ＝ 800 ×α
／ 8000 との主張に対し，他の参加者は E ＝αと議
論されたが，ここは一致せず。両案併記で進める」
となっていたが，結局，E ＝ 800 ×α／ 8000 とす
ることで決着した。また，同じく 8 月の Ad Hoc 
Group 会議で作成したリスクアセスのサンプルにつ
いて，E を算出した過程を WG メンバーが理解で
きるように，シナリオごとに詳細な説明をつける。

・  S については，1 人死亡と複数人死亡は区別しない
ことで決定（以前の会議で多数決）。

・  未だ，PLr 決定全体をみると矛盾があり，解決され
ていないが，時間的制約の為か，かなり強引に CD
へ進めることになった。コメントを出して指摘する
必要がある。

Part 2

・  8 月の Ad Hoc Group 会議で作成した，現在各社が
実際に量産している制御系（油圧だけのものも含む）
の構成で PL ＝ d 及び PL ＝ e が実現できるという
解釈が，WGメンバーに対し説明された。案の定，「難
しくて（飛躍があり）解らない」という反応だった
為，思考過程をさらに追記することになった。逆に，
WG メンバーは何処がどう解らないかをフィード
バックするよう依頼された。

・  オペレータが故障に気付いてアクションをとるのは
DC（自己診断可能比率）に加算できるか否か，が
議論になったが，結論が出なかった。なお，IEC 
61508 の 高 頻 度 モ ー ド で は 加 算 不 可 だ が，IEC 
61508 の低頻度モードや ISO 13849（制御系の安全
の B 規格），ISO 26262（自動車の機能安全）では，
加算可能なケースがある。

Part 3

・  米国プロジェクトリーダ（PL）が交代となった。
・  以前から提出していた日本コメント（温度サイクル

試験の高温側は +70℃以上で行うという要求は，
キャブ搭載のコントローラに対しては厳しすぎるの
で除外すべき）は合意された。また，この議論に端
を発して，試験項目は必須とするが，その要求値（例
えば温度サイクル試験なら，何℃で試験するか）は，
コントローラの使用状況に応じた試験を行えばよ
い，と変更された。
ISO としては最低線を決めたほうがいいという考え
もあるようだが，現行 ISO 15998 が「コントローラ
の使用条件に応じた試験で良い」となっていること
と，設置場所が多岐にわたるのに，統一した耐環境
性を持たせると不要なコストが発生するということ
で，使用状況に応じた試験を行うことに決まった。

Part 4

・  Part 4 を主導するはずだった前 PL が転職したため
宙に浮いていたが，イタリアが後任 PL を任命した
ので再開された。

・  以前に集めたアンケート（IEC 61508 からどの手法
を取り込むか）結果のレビューを行った。前 PL の
原案に対して回答を送ったのは，報告者を含む 2 名
のみ。C 言語がつかえないと困るだろう，という共
通認識があり，1 モジュール当りの行数には制限を
設けるべき，という意見がかなり出たが，では何行
が妥当か？となると，明確な答えを得るのは難しい。
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建設工事受注動態統計調査（大手 50 社） （単位：億円）

年　　月 総　　計

受　　　注　　　者　　　別 工　事　種　類　別
未消化 
工事高 施工高民　　　間

官 公 庁 そ の 他 海　　外 建　　築 土　　木
計 製 造 業 非製造業

2009 年 100,407 66,122 12,410 53,712 24,140 5,843 4,302 66,187 34,220 103,956 128,839
2010 年 102,466 69,436 11,355 58,182 22,101 5,472 5,459 71,057 31,408 107,613 106,112
2011 年 106,577 73,257 15,618 57,640 22,806 4,835 5,680 73,983 32,596 112,078 105,059
2012 年 110,000 73,979 14,845 59,133 26,192 4,896 4,933 76,625 33,374 113,146 111,076
2013 年 132,378 89,133 14,681 74,453 31,155 4660 7,127 90,614 41,463 129,076 120,941
2014 年 139,286 80,477 16,175 64,302 43,103 4822 10,887 86,537 52,748 138,286 125,978
2015 年 141,240 96,068 19,836 76,235 35,633 4993 4,546 95,959 45,281 141,461 141,136

2015 年 7 月 10,167 7,221 2,122 5,099 2,454 372 120 7,202 2,965 146,731 8,728
8 月 9,178 5,975 1,867 4,108 2,455 370 378 5,928 3,251 142,165 10,141
9 月 14,360 10,758 1,572 9,187 2,877 450 274 10,831 3,529 143,650 14,223

10 月 8,754 5,681 1,632 4,049 2,439 377 258 5,862 2,893 141,723 10,835
11 月 10,045 5,942 1,466 4,477 2,670 417 1,016 6,293 3,752 140,930 11,339
12 月 14,004 9,426 1,855 7,572 3,210 390 977 10,085 3,919 141,461 13,853

2016 年 1 月 9,081 5,789 1,017 4,772 2,189 344 758 6,103 2,978 144,221 9,496
2 月 9,906 6,887 1,360 5,527 2,394 443 183 6,520 3,386 142,223 10,642
3 月 23,414 15,234 1,823 13,411 7,211 557 411 15,157 8,257 144,084 18,435
4 月 9,838 6,613 1,786 4,827 2,588 503 135 6,103 3,736 143,928 8,278
5 月 11,022 8,540 1,160 7,380 1,609 642 231 8,464 2,559 146,155 9,119
6 月 12,993 8,802 2,009 6,793 3,555 404 232 8,832 4,161 145,673 12,638
7 月 9,061 6,800 1,179 5,622 1,874 276 110 6,169 2,891 － －

建　設　機　械　受　注　実　績 （単位：億円）

年　  　月 09 年 10 年 11 年 12 年 13 年 14 年 15 年 15 年
7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 16 年

1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月

総　   　 額 7,492 15,342 19,520 17,343 17,152 18,346 17,416 1,517 1,195 1,336 1,433 1,237 1,413 1,265 1,441 1,539 1,405 1,304 1,548 1,289
海 外 需 要 4,727 11,904 15,163 12,357 10,682 11,949 10,712 895 715 806 804 761 950 835 872 1,039 910 762 934 763
海外需要を除く 2,765 3,438 4,357 4,986 6,470 6,397 6,704 622 480 530 629 476 463 430 569 500 495 542 614 526

（注）2009 ～ 2011 年は年平均で，2012 ～ 2015 年は四半期ごとの平均値で図示した。
2015 年 7 月以降は月ごとの値を図示した。

出典：国土交通省建設工事受注動態統計調査
　　　内閣府経済社会総合研究所機械受注統計調査
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■コンクリート技術委員会 

月　日：8 月 4 日（木）
出席者：大村高慶委員長ほか 11 名
議　題：①前回議事録確認　②トラクミ

キサー Fig2 の見直し　③内部振動機 
IEC の安全 JIS 見直し Part2 として準
備　④ ISO TC297 からの提案につい
て　⑤ ISO 定期見直し案件　⑥工場
見学会の計画について  

■ダンプトラック技術委員会
月　日：8 月 5 日（金）
出席者：田中哲委員長ほか 5 名
議　題：①各社のトピックスについて　

②ホームページの内容充実について　
③安全作業ガイド改訂について　④意
見交換 

■原動機技術委員会 

月　日：8 月 25 日（木）
出席者：赤城二郎副委員長ほか 19 名
議　題：①前回の議事録確認　②ホイー

ルクレーンの燃費試験方法，基準値，
認定開始時期についての説明　③国立
土木研究所の研究状況についての説明
④海外排出ガス規制の動向について情
報交換　⑤オフロード法 2014 年排出
ガス後処理装置機の啓蒙資料について
⑥ 2016 年夏版 L2-Tech 認証について
⑦その他

■トラクタ技術委員会
月　日：8 月 26 日（金）
出席者：高松伸匡委員長ほか 5 名
議　題：①トピックス報告　②建設車両

用タイヤ本の各委員のベクトル合わせ
③ 2016 年夏版 L2-Tech 認証について
④ホイールクレーンの燃費測定基準・
数値・開始時期について　⑤ホーム
ページ改訂について　⑥省エネ運転マ
ニュアル改訂について

■移動式クレーン分科会
月　日：8 月 26 日（金）
出席者：石倉武久分科会長ほか 6 名
議　題：ラフテレーンクレーンのJCMAS

作業燃料消費量試験方法について…1）
内容の確認と最終修正，2）代表機種と
同一型式とする範囲の検討，意見集約

■クレーン安全情報WG

月　日：8 月 26 日（金）
出席者：久保隆道主査ほか 5 名
議　題：① 50t ラフテレーンクレーンの

転倒報告文書について報告　②全クレ
会員に対するアンケートの実施につい
て・エクセルで調査票を久保主査が作
成　③移動式・定置式クレーン事故情
報の共有について　④ HP 掲載事故事
例について・タイトル，災害発生非，
災害属性，被災者，災害情報，土木
or 建築，機種，能力，仕様内容を踏
まえ，久保主査が様式を修正　⑤積み
上げのクレーン版のデータの精査につ
いて　⑥その他

■三役会
月　日：8 月 30 日（火）
出席者：佐藤康博部会長ほか 3 名
議　題：①各 WG 報告　②現場見学会

について，建設業部会 夏季現場見学
会の検討　③その他

■コンプライアンス分科会
月　日：8 月 2 日（火）
出席者：阿部弘二幹事長代理ほか 6 名
議　題：①当年度分科会活動計画につい

て　②その他

■機関誌編集委員会
月　日：8 月 3 日（水）
出席者：田中康順委員長ほか 18 名
議　題：①平成 28 年 11 月号（第 801 号）

の計画の審議・検討　②平成 28 年 12
月号（第 802 号）の素案の審議・検討
③平成 29 年 1 月号（第 803 号）の編
集方針の審議・検討　④平成 28 年 8
～ 10 月号（第 798 ～ 800 号）の進捗
状況の報告・確認

■新工法調査分科会
月　日：8 月 24 日（水）
出席者：戸崎雅之分科会長ほか 1 名
議　題：①新工法情報の持ち寄り検討　

②新工法紹介データまとめ　③その他
■新機種調査分科会

月　日：8 月 24 日（水）
出席者：江本平分科会長ほか 2 名
議　題：①新機種情報の持ち寄り検討　

②新機種紹介データまとめ　③その他

（2016 年 8 月 1 日～ 31 日）

行 事一覧 支部行事一覧

■第 2回施工技術検定委員会
月　日：8 月 22 日（月）
場　所：さつけんビル 6 階会議室
出席者：秋場健治施工技術検定委員長ほ

か 13 名
議　題：建設機械施工技術検定実施試験

の実施要領について
■建設機械施工技術検定実施試験

月　日：8 月 26 日（金）～ 28 日（日）
場　所：石狩市 ㈱日立建機教習センタ

北海道教習所
受検者：実人数 1 級  80 名，2 級 472 名
　　　　延人数 1 級 135 名，2 級 557 名

■除雪講習会事前打合せ 

月　日：8 月 1 日（月）～ 2 日（火）
場　所：青森河川国道事務所，青森県庁，

青森警察署，弘前警察署，水沢警察署
出席者：阿曽貢貴事務局長ほか 1 名
内　容：平成 28 年度除雪講習会講師依

頼及び打合せ
■除雪講習会事前打合せ 

月　日：8 月 3 日（水）～ 4 日（木）
場　所：岩手河川国道事務所，岩手県庁，

岩手県警察本部，三陸国道事務所，宮
古警察署

出席者：山田仁一参与ほか 1 名
議　題：平成 28 年度除雪講習会講師依

頼及び打合せ
■雪庇処理の効率化に関する検討業務 第

1回打合せ
月　日：8 月 4 日（木）
場　所：東北地方整備局 東北技術事務

所
出席者：施工総合研究所…佐野昌伴第 3

部次長ほか 3 名，東北支部…阿曽貢貴
事務局長，東北技術事務所…中島朋也
施工調査・技術活用課長ほか 6 名

内　容：①雪庇処理作業の実態調査につ
いて ②雪庇処理機器の検討について
③業務工程について　④その他

■除雪講習会事前打合せ 

月　日：8 月 5 日（金）
場　所：郡山国道事務所，福島県庁，会

津若松警察署
出席者：阿曽貢貴事務局長ほか 1 名
内　容：平成 28 年度除雪講習会講師依

頼及び打合せ
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■第3回 東北震災復興 i-Construction（ICT）
連絡調整会議 

月　日：8 月 10 日（水）
場　所：東北地方整備局，宮城県大郷町 

コマツ IoT センター東北
出席者：安田吾郎東北地方整備局副局長，

高橋弘東北支部長ほか 51 名
内　容：議事…①国土交通本省からの情

報提供「i-Construction ～建設現場の
生産性革命～」　②関係機関における
i-Construction の取組状況等　③意見
交換　④その他　現地視察…① ICT
土工の概要説明　② ICT 土工建設機
械のデモ（3D マシンコントロール ブ
ルドーザ，バックホウ）　③ UAV（ド
ローン）を用いた地形測量のデモ　　
④ ICT 土工建設機械の見学　⑤意見
交換

■建設機械施工技術検定実地試験 

月　日：8 月 20 日（土）～ 25 日（木）
場　所：宮城県岩沼市 キャタピラー東

北㈱ 岩沼 ICT センター
受験者数： 種別 1 級 2 級 合計
  1 種  65 138 203
  2 種  74 652 726
  3 種   8  19  27
  4 種  43  35  78
  計 190 844 1034
■除雪講習会事前打合せ 

月　日：8 月 31 日（水）
場　所：仙台河川国道事務所，宮城県庁，

宮城県警察本部
出席者：阿曽貢貴事務局長ほか 1 名
内　容：平成 28 年度除雪講習会講師依

頼及び打合せ

■第 1回雪氷部会
月　日：8 月 10 日（水）
場　所：新潟県建設会館
出席者：山崎吉晴雪氷部会長ほか 11 名
議　題：オペレータの手引き改訂につい

て
■オペレータの手引き改訂WG事務局会
議
月　日：8 月 17 日（水）
場　所：北陸支部事務局
出席者：青木鉄朗委員ほか 3 名 
議　題：  オペレータの手引き改訂について

■建設機械施工技術検定試験実地試験
月　日：8 月 26 日（金）～ 28 日（日）
場　所：石川県小松市 小松教習所粟津

センタ
受検者：1 級 延べ 71 名
　　　　2 級 延べ 229 名

■企画部会
月　日：8 月 3 日（水）
出席者：川西光照企画部会長ほか 4 名
場　所：三愛物産ビル 3 階会議室
内　容：今年度の部会活動及び支部 60

周年行事計画について
■技術・調査部会

月　日：8 月 9 日（火）
出席者：青木保孝部会長ほか 9 名
議　題：技術講演・発表会について

■平成 28年度 1・2級建設機械施工技術
検定試験（実地）試験監督者打合せ
月　日：8 月 3 日（水）
場　所：関西支部 会議室
出席者：松本克英事務局長以下 6 名
内　容：①実地試験実施要領について　

②その他
■平成 28年度 1・2級建設機械施工技術
検定試験（実地）試験監督者打合せ
月　日：8 月 4 日（木）
場　所：関西支部 会議室
出席者：松本克英事務局長以下 14 名
内　容：①実地試験実施要領について　

②その他
■平成 28年度 電気保安功労者表彰式

月　日：8 月 5 日（金）
場　所：帝国ホテル大阪
参加者：松本克英事務局長
表　彰：①関西電気安全委員会委員長表

彰（個人）…主任技術者 柴田幸典（㈱
大林組）　②関西電気安全委員会委員
長表彰（個人）…電気保安関係永年勤
続者 宇佐美憲治（㈱大林組），垣中秀
樹（㈱大林組）

■広報部会
月　日：8 月 10 日（水） 
場　所：関西支部会議室
出席者：河村謙輔部会長以下 8 名
内　容：①「JCMA 関西」第 109 号の

発刊について　②工場見学会の開催に
ついて　③本部機関紙ずいそう執筆依
頼について

■平成 28年度 建設機械施工技術検定試験
（実地試験）
月　日：8 月 26 日（金）～ 30 日（火）
場　所：キャタピラー教習所㈱およびコ

ベルコ教習所㈱
延受検者数：930 名（1 級 302 名，2 級

628 名）

■第 1回企画部会
月　日：8 月 8 日（月）
場　所：中国支部事務所
出席者：鷲田治通部会長ほか 6 名
議 題：①平成 28 年度企画部会事業計画

について　②中国地方整備局との意見
交換会について　③その他懸案事項

■   1・2級建設機械施工技術検定実地試験 

監督者事前説明会
月　日：8 月 4 日（木）
場　所：広島 YMCA 会議室
出席者：齊藤実総括試験監督者ほか 7 名
議　題：建設機械施工技術検定実地試験

実施要領説明
■ 1・2級建設機械施工技術検定実地試験

月　日：8 月 27 日（土）～ 30 日（火）
場　所：大竹市晴海地先（大竹商業施設

用地）
受検者：1 級 51 名，2 級 219 名
　（1 種 37，2 種 241，3 種 4，4 種 37）
■「i-Construction体験セミナー」（発注者
向け）
月　日：8 月 30 日（火）
場　所：【座学】大竹市総合市民会館， 
【実習】大竹市晴海地先（大竹晴海商
業施設等用地）

参加者：43 名
講習内容：【座学】…①講話「i-Construction」

の現状と動向について 中国地方整備
局企画部機械施工管理官 錦織豊氏　
②「i-Construction」の監督・検査業
務の流れ体験（PC を使用した実務体
験 -UAV 写真データを利用した 3 次
元点群データ作成の流れ・LS にて取
得した 3 次元点群データの流れ・3 次
元データについて設計データと現況

（測量）データの違い・PC を使って
点群データの確認・PC を使って 3 次
元設計データの確認　③【実習】情報
化施工関連機器概要説明（MC ドー
ザーシステム・MG ショベルシステム・
転圧管理システム）

■「i-Construction体験セミナー」 
月　日：8 月 31 日（水）
場　所：【座学】大竹市商工会議所小ホー

ル，【実習】大竹市晴海地先（大竹晴
海商業施設用地）

参加者：55 名
講習内容：【座学】①講話「i-Construction」

の現状と動向について 中国地方整備
局企画部機械施工管理官 錦織豊氏　
②「i-Construction」工事の流れ体験
③【実習】情報化施工機器体験会（3D-
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MC ドーザーシステム・3D-MG ショ
ベルシステム・TSGPS 転圧管理シス
テム・3D レーザースキャナ等最新情
報化施工機器実測体験・ドローン

（UAV）を利用した 3D 計測体験

■防災協定関連「四国広域道路啓開計画」
説明会
月　日：8 月 2 日（火）
場　所：高松サンポート合同庁舎「702

会議室」（高松市）
出席者：宮本正司企画部会長ほか協定締

結 5 団体から 11 名，事務局（整備局）
から 7 名，計 19 名（うち，JCMA か
らは 2 名出席）

内　容：①四国道路啓開統協議会の設立
から四国道路啓開計画策定までの経緯
について　②南海トラフ地震における
具体的な応急対策活動に関する計画の
概要について　③四国広域道路啓開計
画の概要　④四国おうぎ（扇）作戦に
ついて　⑤道路啓開の手順について　
⑥今後の取組について

■平成 28年度 1・2級建設機械施工技術
検定【学科】試験 合格発表
月　日：8 月 3 日（水）
場　所：支部事務局
対象者：試験地【高松市】分のみ

■平成 28年度 1・2級建設機械施工技術
検定【実地】試験監督者打合せ会議
月　日：8 月 22 日（月）
場　所：建設クリエイトビル（高松市）
参加者：岩澤委式実施責任者ほか 6 名
内　容：H28 実地試験の実施要領と注意

事項について
■共催事業「ICT検査実地講習会」

月　日：8 月 31 日（水）
場　所：【座学】東みよし町庁舎 2F 多

目的ホール（徳島県東みよし町），【実
地】吉野川河川敷（徳島県東みよし町
加茂地先）

参加者：国土交通省公共事業企画調整
課・近藤弘嗣課長補佐ほか 123 名

内　容：① UAV 写真測量について（座
学）　②出来形合否判定総括表作成に
ついて（座学）　③ UAV 空中測量デ
モ（実地）　④ GNSS ローバーによる
実地検査体験（実地）

■ i-Construction（情報化施工）技術講習会
（佐賀会場）
月　日：8 月 3 日（水）
場　所：座学…佐賀市産業振興会館，実

技…㈱中野建設リサイクルヤード
受講者：71 名
内　容：①国土交通省の i-Construction

への取組み　② i-Construction（ICT
土工）への取組み　③実技研修

■ i-Construction（情報化施工）技術講習
会（長崎会場）
月　日：8 月 5 日（金）
場　所：座学…㈱中野建設リサイクル

ヤード，実技…多比良港埋立候補地
受講者：30 名
内　容：①国土交通省の i-Construction

への取組み　② i-Construction（ICT
土工）への取組み　③実技研修

■企画委員会
月　日：8 月 17 日（水）
出席者：久保田正春企画委員長ほか 8 名
議　題：① i-Construction（情報化施工）

技術講習会結果について　②建設機械
施工技術検定試験（学科試験）結果に
ついて　③建設機械施工技術検定試験

（実地試験）について　④新技術・新
工法説明会について　⑤その他

■試験監督者説明会
月　日：8 月 17 日（水）
出席者：久保田正春整備部会長ほか 9 名
議　題：試験実施要領等の確認
■試験監督者説明会

月　日：8 月 28 日（日）
出席者：コマツ教習所㈱ 秋永武志所長

ほか 8 名
議　題：試験実施要領等の確認
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第 700 号より 8 年 4 ヶ月を経て「建
設機械施工」が第 800 号を迎えるこ
とができました。

その間，760 号にて「建設の施工
企画」から「建設の施工企画」に誌
名を変更しましたが，今回は過去に
編集委員に長く携わっていただいた
方々に思い出を語ってもらうととも
に，日本の土木施工の歴史に残るよ
うなプロジェクトに関する過去の報
文を数件ピックアップして再掲載し
ました。

ところで本年はリオデジャネイロ
オリンピック／パラリンピック開催
年であり，日本選手団が大活躍しま
した。特にオリンピックでは過去最
多 41 個のメダルを獲得しました。一

方，国内の建設土木市場に目を向け
ると労働者不足が顕著になってきて
おり，国土交通省は 2016 年を生産性
革命元年と位置づけ，i-Construction
が本格的に開始されました。2020
年の東京オリンピックを控え，建設
構造物の維持管理，リニューアルは
今後ますます重要性を増すものと考
えられます。

今号は維持管理に関する最新報文
を掲載させていただきました。本機
関誌を技術者のノウハウを継続的に
伝承・展開する情報誌として活用し
ていただければ幸いです。

今後とも「建設機械施工」に対す
るご支援・ご協力をよろしくお願い
いたします。最後になりますが，皆
様のご健勝とご健康をお祈り申し上
げます。

 （小倉・加藤）

11 月号「土工特集」予告
・次世代社会インフラ用ロボット現場検証の評価結果（H27 年度）　・CM 方式を活用した震災復
興事業の現状報告　・日本キャタピラーが提案する「機械の声を聞く」　・i-Construction におけ
る重機 ICT コミュニケーション　・加速度応答システムの適用性評価　・マシンコントロール機
能を搭載した油圧ショベルの開発　・320F 搭載の CGC（CAT グレード・コントロール）ウィズ・
アシスト　・UAV 搭載レーザ計測システムの開発　・土工ロボット開発の挑戦　・大分川ダム建
設工事　・大規模土工事における ICT 施工と CIM 化への対応　・シェル型浸透固化処理工法　 
・ジオシンセティックス補強土構造物による災害復旧対策　・土工技術全般の解説と展望
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…官公庁／会社名，所属部課名，担当者氏名，住所，TEL および FAX
年間購読料（12冊）　9,252円（税・送料込）
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巻頭言　インフラ整備への地域住民の協働参画とICRTの積極的な利活用

アスファルトプラントの変遷（その2）部会報告

● 高速道路における大規模更新・大規模修繕工事
● 首都高速道路における更新事業の取り組み
● 調整池法面改修工事に係るフェーシング機械　他

技術報文
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JCMA　i-Construction施工による生産性向上推進本部の設置とその活動JCMA報告
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表紙の変遷グラビア

「国土交通省インフラ長寿命化計画（行動計画）」の概要，
インフラ老朽化対策の主な取り組み等

行政情報 ドローン等を活用したセキュリティサービスと新たな脅威への対応交流の広場




